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序章 研究の目的と方法 
 
第 1 節 研究の背景 
 
1990 年代を通じて拡大したグローバル化はヒト・モノ・カネ・情報が世界規模で
流動し、国際的な自由市場が展開したことで先進諸国や新興国に大きな経済発展を
もたらした。その一方でアフリカなどの開発途上諸国は、生産重視型の国際競争に
たちうち出来なかったばかりか、多国籍企業による天然資源の搾取など無秩序な開
発に晒されてきた。グローバル化の恩恵を享受し経済成長する先進国や新興国と、
グローバル化を自国の発展に取り込むことのできない開発途上諸国の間には、富の
偏在が先鋭化する事態となったのである。この状況を勝俣（2013）1)は、グローバル
化がアフリカにもたらしたのは世界経済における弱者を再生産したにすぎないと述
べている。南北問題を一層際立たせることになったこのような国際社会の不均衡に
対して、先進諸国は世界的な課題の解決と開発途上国の開発課題や人道問題に取り
組み、国際社会の一員として社会的責任を果たしていくことが求められている。ま
た、地球規模の問題に対して積極的に取り組む姿勢は、世界に自国の存在感をアピ
ールする機会ともなるだろう。  
開発途上国における水産業は、国際貿易産品を生産し外貨獲得に貢献する産業と
しての役割と、零細漁業者に収入獲得機会を提供し、漁業による漁獲物や養殖によ
る生産物を自国民へ食料供給する等、人々の生存を維持する生業としての役割を有
する2)。とりわけ沿岸国においては産業や生業の二つの側面から重要な産業分野であ
り、水産業の健全な発展は開発途上国の開発に不可欠な要素である。今や巨大な産
業クラスターとなった東南アジアの水産業だが、1980 年代半ばには自国の水産資源
と豊富に存在する低賃金労働力を組み合わせた輸出志向型の漁業・養殖業の発展を
外国からの投資が後押しした背景がある。持続的な資源環境の維持といった視点は
ほとんど無視され3)、略奪的な資源利用によって水生生物の生息環境は荒廃していっ
た。その反省から 1990 年代に入ると、適切な資源利用を確保する管理システムと法
整備を整えるべく Community-based Fisheries Management（CBFM）や
Co-management（CM）等の資源管理方式が考案され、東南アジアの沿岸各地で実
践されるようになった4)。それらの管理手法の有効性については、これまで多くの分
析と議論5)を重ねながら、沿岸地域社会の実態に即した資源管理の試行錯誤が続けら
れてきた。2015 年に国連総会で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）6)」にお
いては、目標 14 に「持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な
形で利用する」ことが掲げられている 7)。健全で生産的な海洋および沿岸生態系の回
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復を実現し、開発途上国においては水産資源の持続的な利用によって経済的便益を
増大させることが課題として広く認識されることとなった。  
このような水産分野の開発課題に対して、日本は政府開発援助による協力を行っ
ている。独立行政法人国際協力機構（JICA）8)は技術協力、無償資金協力、有償資
金協力を一元的に実施する日本の援助機関であるが、開発途上国に対する水産開発
協力は 1970 年代初頭より実施している。第二次大戦後、国内の水産物需要が高まる
なか日本の水産業はより多くの水産資源を確保するため漁場を海外に拡大し、生産
量の増大を目指した。しかし、折しも国連海洋法条約により排他的経済水域（EEZ）
が規定され、1970 年代から 80 年代にかけては各国が 200 カイリ体制へと移行した
時期である。日本は海外漁場を確保し水産資源を獲得する目的で、技術協力や水産
無償資金協力9)等の支援を水産外交の手段として用いるようなったのである。そのた
め当時の水産協力はいかに多くの水産物を漁獲するかに重点が置かれ、漁業技術開
発や資機材供与を通じた漁業開発が多く実施された。しかし、しだいに水産協力の
内容は品質管理技術や資源管理型漁業にシフトし、1990 年代以降は環境保全や資源
管理、貧困削減など複数のコンポーネントを組み合わせた複合的な漁村開発が活発
となっていった。そして、2010 年に JICA が示した水産分野の課題別指針はこの流
れを明示化した大きな方向転換となった。支援の対象を水産業に限定することなく、
漁村社会全体を総合的に対象とし水産業を地域開発の中の一部に組み込んだ社会開
発型に移行していった。JICA による 2010 年の課題別指針では次の 3 つの開発戦略
目標を定めている。第一の目標は「活力ある漁村の振興」である。漁村地域を取り
巻く漁業以外の産業や社会基盤整備、教育、医療などの包括的な地域開発への取り
組みが必要とされ、地域住民を広く巻き込んだマクロな開発アプローチである。第
二の目標は「安定した食料の供給」で、水産資源の開発と有効利用を目指すもので
ある。第三の目標は「水産資源の保全管理」となっている。水産資源の再生産性と
いう資源特性を生かし、適正な資源利用レベルを維持しながら、漁業者の生計を安
定して維持できるなりわいであることを図るものである。これら 3 つの開発戦略目
標の関係性を示したものを図 1－1 に示す。漁村開発（開発戦略目標 1）と漁業開発
（開発戦略目標 2）の両軸に跨って、持続的な水産資源利用（開発戦略目標 3）を組
み立てるという構図である。そして、開発目標の達成に必要な共通課題としてキャ
パシティ・ディベロップメントによる人材育成によって成果の持続性を担保するも
のである。  
さて、マダガスカルに対して日本政府は 1980 年代より水産無償資金協力を開始し
ている。マダガスカル国内の重要な漁業基地を対象に、水産関連施設整備や漁具資
機材等の供与が行われた。2000 年にはエビトロール業の中心地であるマジュンガ
（Mahajanga）市に、トロール漁によってこれまで廃棄されていた混獲魚を動物性
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たんぱくとして有効利用するとともに、小規模および伝統的零細漁業による水産物
の供給量増加に貢献する流通拠点整備を水産無償プロジェクトで実施した。なお、
これについては第 4 章で詳述する。これ以外にも、主要な漁業基地に資機材が供与
されたり、エビやティラピア養殖の技術移転が行われるなど、長年にわたる日本の
水産交流や支援は、マダガスカルの水産基盤整備に先駆的に寄与してきた。筆者自
身、マダガスカルの技術協力を実践してきた経験を持つ。2006 年から 2008 年に JICA
の青年海外協力隊として内水面養殖技術の普及業務に携わり、零細農民の副収入源
の創出を支援してきた。また、JICA 技術協力プロジェクトで実施された『北西部マ
ジュンガ地区ティラピア養殖普及を通じた村落開発プロジェクト』に 2012 年から
2014 年にかけて参加し、ティラピア養殖普及を通じて農民の生計向上を図るプロジ
ェクトに従事している。国際協力の現場で得た経験から、零細な農民や漁民の生活
の質を改善するためには、生産力の強化だけでは不十分であり、市場経済の中にい
かに生産物を流通させ換金させるかが彼らの生計向上、ひいては地域開発に重要で
はないかという着想を得た。適切な流通システムの構築によって、食料の分配機能
と価格形成機能が健全化されることは、開発途上国が抱える様々な課題の解決に大
きく寄与するものであろう。しかし、開発途上国の水産セクターは現地に根付いた
独自の資源利用の特徴やセクターの構造、漁民の社会経済・文化的背景が複雑に交
錯している。開発現場の地域性を尊重しながら、地域開発を実現するためには、柔
軟で多様な開発アプローチの選択肢を備える必要がある。  
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図 1-1 JICA による水産分野開発における戦略目標の概念図 
 
出所：JICA（2010）「課題別指針：水産」より引用、一部加筆  
 
第 2 節 研究の課題と目的 
 
 本論の研究課題である地域開発の意義や開発手法のあり方については様々な議論
がなされている。金子 10)は、従来の国家主導による経済優先の地域開発は基幹的な
社会資本が整備され一程度の経済成長は達成されたが、20 世紀の終わりが見えてき
たころにはその行き詰まりが認識されるようになり、従来の地域開発は社会、経済、
環境のいずれの面をとっても持続可能であるか疑問が呈されるようになったと評価
している。嘉田11)は、援助の構造と問題点を分析し、質の向上すなわちソフト面の
援助が必要であると論じている。従来の考え方は、経済至上主義による経済発展が
地域の開発を牽引すると考えられてきたが、そのあり方は転換が迫られるようにな
った。政府主導によるトップダウン型の開発手法を改め、開発の対象となる住民自
身の手による内発的な発展を目指すことにこそ、持続可能な開発が実現できるとい
うものである。対象となる住民の意思を開発の中に取り入れる参加型開発では、従
来見落とされてきた被援助国が持つ独自の文化的特質やその土地に特有の在来知の
存在が再確認されるというメリットがある。地域の経済的自立と文化的独立性を追
求しながら、民主的な参加によって地域社会の発展を目指す地域主義という概念を
基本構想に取り入れた開発のあり方が模索されている  
5 
 
 これまで、水産協力として開発途上国の沿岸部に様々な支援が投入されてきた。ま
た、国際協力における開発のあり方について多くの研究や議論が行われてきている。
しかし、漁村社会における研究の大部分は、漁獲物の利用における交易・交換・分
配・再分配・互酬性を分析概念とするものであり、開発を視野に入れた漁村社会研
究の蓄積は多くない。さらに、すでに市場経済の中に取り込まれている漁村社会を
「水産物流通」のキーワードで分析する研究はほとんど存在していない 12)。後発開
発途上国からの脱却を目指すマダガスカルにおいても、食料安全保障の確立に向け
た食料増産だけではなく、生産された食料をいかに機能的に分配するかという課題
への対処も同様に重要である。市場経済を考慮に入れたサプライチェーンの構築、
つまりマダガスカル国内の市場機能や流通システムの課題を明らかにし、検討を加
える必要がある。  
 以上の問題意識から、本研究では次の 4 点を研究課題として設定した。  
 
①  開発途上国に対する地域開発と水産開発の支援内容の変遷を明らかにする  
②  マダガスカルの水産政策の内容を解析する  
③  マダガスカルの水産業を取り巻く地域の所与要因を明らかにする  
④  地域開発における水産開発の意義と課題を検討する  
 
 4 点の研究課題を分析する視角には、水産物サプライチェーンの地域間比較と地域
の水産業が地域開発に果たす役割の 2 点から検討する。研究課題への分析を通じて、
開発途上国における地域開発に果たす水産業の役割を明らかにすることが本研究の
目的である。  
 
第 3 節 研究の方法 
 
 本研究の調査地であるマダガスカルの地図を、本論で取り上げる事例地と共に図 1
－2 に示す。現地調査は 2012 年 4 月 18 日～5 月 7 日（アナラマンガ県・ブエニ県）
と 11 月 5 日～12 月 3 日（アナラマンガ県・ブエニ県）、2013 年 5 月 6 日～5 月 10
日（アナラマンガ県）と 9 月 1 日～9 月 14 日（ブエニ県）、2014 年 5 月 1 日～5 月
30 日（ブエニ県・アロチャマンゴロ県）と 9 月 6 日～11 月 28 日（アロチャマンゴ
ロ県）、2017 年 2 月 19 日～3 月 17 日（アナラマンガ県・ブエニ県・アチムアンジ
ェファナ県）の計 7 回、延べ日数 209 日間に渡り実施した（表 1-2 参照）。  
 また本研究で使用した資料は大きく分類して 3 種類である。一つ目はマダガスカル
水産資源漁業省および県水産事務所が発行した水産業に関する報告書、流通統計お
よびレポートである。二つ目はマダガスカルの開発援助を実施する援助機関が発行
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した各種プロジェクト報告書、三つ目は筆者の現地調査で参与観察と半構造化イン
タビューにより収集した情報である。なお、半構造化インタビュー調査は、水産資
源漁業省および県水産事務所職員や漁業者、仲買・小売業を含めた中間流通業者を
対象に実施した。このインタビュー調査によりマダガスカルの水産業を取り巻く社
会環境に関する情報を得た。各県に立地する水産流通関連施設については保有する
資機材の稼働状況や施設利用者等の情報を現地に訪問し関係者から適宜聞き取りを
行った。  
 現地での聞き取り調査には、公用語であるマダガスカル語を筆者自身が使用した。
筆者の語学力が不足する部分や相手がフランス語話者である場合は、適宜英語通訳
者を介して調査を実施した。  
 
第 4 節 本研究の構成 
 
本論の構成を図 1‐3 に示す。  
本研究はマダガスカルを調査事例として取り上げ、地域開発のあり方、水産政策、
水産をめぐる地域社会の状況と水産物流通との関係分析を通じて、開発途上国にお
いて地域開発に果たす水産業の役割を析出することを目的とする。  
本論は 7 章で構成される。序章では本研究の背景から問題の所在を明確にし、研
究課題および分析視角について説明したうえで研究目的を明示する。  
第 1 章は、開発をめぐり展開されてきたこれまでの議論の変遷を辿り、とりわけ
開発途上国の水産開発に対してどのような議論が行われてきたのかを紐解き、どの
ような方向で開発の力点の重みづけがされてきたのかを整理する。  
第 2 章では、本研究の議論を展開するうえで基礎的情報となるマダガスカルの一
般社会概要や水産業の構造について纏める。研究対象地の水産業を取り巻く社会基
盤を整理し、同国における水産業の位置づけを明らかにすることで、研究対象の基
底となる社会条件を把握する。  
第 3 章では、マダガスカルの水産政策について具体的内容を分析する。マダガス
カル政府は、分野別開発計画を立案・施行しており 2015 年に策定された『農畜水産
セクタープログラム（PSAEP）』は農畜水産分野の開発指針が示されている。この政
策内容はマダガスカルにおける水産業の重点課題や数値目標が定義され、開発の方
向性を示すものである。また同国には日本を含め国際援助機関からの支援が行われ
ているが、水産援助協力はマダガスカルの水産基盤を整備し産業の振興に貢献して
きた。日本とマダガスカルの水産援助を通じた交流は、どのような領域で地域開発
に貢献してきたのかを分析する。  
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第 4 章ならびに第 5 章では、事例研究として沿岸の 2 地域と内陸の 1 地域におけ
る水産物流通の実態を明らかにする。水産物仲買人が出荷の度に県水産事務所に提
出する出荷票をもとに取り纏められた流通統計を用いて、調査地域における流通の
特徴を分析する。また流通を担うアクターがいかなる特徴を持ち、地域においてど
のような社会性を有するのかを分析する。この分析を通じて地域の水産物流通が成
立する用件を析出し、地域漁業における流通の所与要因を明らかにする。  
第 6 章では、第 4、5 章での分析結果を纏め議論の考察を行う。  
最後に第 7 章で開発途上国における地域開発に果たす水産業の役割を総括し、より
効果的な水産開発を行うための提案を述べる。  
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注：  
                                                   
1) 勝俣誠（2013）『新・現代アフリカ入門』、岩波書店。  
2) 杉山俊士（2017）「1．JICA による水産資源管理に関する国際協力 1-(1)．開発途上
国における水産資源管理の現状と課題」シンポジウム要旨、『平成 29 年度日本水産学
会水産政策委員会シンポジウム 水産資源管理の国際協力‐開発途上国にとって有効
な水産資源管理アプローチと日本の技術、知見の活用‐』。  
3) 山尾政博（1997）「東南アジアの沿岸漁業管理をめぐる潮流‐Community-based 
Approach から Co-management へ－」、『地域漁業研究』第 37 巻 3 号、pp.361-376。 
4) 山尾政博（2006）「東南アジアの沿岸域資源管理と地域漁業‐Community-Based 
Resource Management を超えて－」、『地域漁業研究』第 46 巻 2 号、pp.125-147。  
5) 東南アジアの漁業管理制度をめぐる議論は、山尾（1997、2006）や Pomeroy（1995、
1996、1997、2001）らに詳しい。  
6) 「持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development Goals）」とは、ミレニアム
開発目標（MDGs: Millennium Development Goals）の後継であり 17 の目標と 169
のターゲットからなり、持続可能な世界を実現するための包括的な開発目標である。  
7) 外務省（2015）「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（仮
訳）」（国連文書 A/70/L.1 を基に作成された）、pp.14．
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000101402.pdf：2017 年 6 月 23 日閲
覧）  
8) JICA とは Japan International Cooperation Agency の略。  
9) 水産無償資金協力とは 1973 年に政府開発援助予算の枠に設立された特定の産業分野
支援を目的としたものである。被援助国の水産開発支援を第一義としながら、海外漁
場確保を目的とした特恵的経済関係の構築や、水産資源の利用を図っていく日本の立
場に対する理解醸成を促すことを企図している。詳しくは外務省ウェブサイトの野村
総合研究所（2012）を参照。
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/suisan/sk11_
01_index.html：2017 年 5 月 14 日アクセス）  
10) 金子彰（2003）「発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究（そ
の 1）‐研究のパースペクティブとカンボディアにおける予備調査‐」、『国際地域学
研究』6 号、pp.115-141。  
11) 嘉田良平（1995）「序章：日本の ODA と世界の食料・農業問題の帰趨」「終章：日本
の援助に未来はあるか」嘉田良平他編『全集 世界の食料世界の農村 11 開発援助の
光と影』，農山漁村文化協会，pp.17-21，207-213．  
12) 岸上伸啓（2008）「海洋資源の流通と管理に関する人類学的研究」岸上伸啓編『海洋資
源の流通と管理の人類学』、明石書店、pp.12-40。  
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表 1-1 JICA による水産課題体系図 
 
開発戦略目標  中間目標  中間目標のサブ目標  
①
活
力
あ
る
漁
村
の
振
興 
1-1．漁業収入の増大  漁獲量の増大  
漁獲物価格の適正化・価値の向上  
漁業経費の削減  
1-2．収入源の多角化  水産養殖による収入の増大  
水産加工による収入の増大  
漁業以外の収入の増大  
1-3．漁村の生活改善  漁村インフラの整備と環境保全  
漁民の組織化  
保健・教育水準の向上  
②
安
定
し
た
食
料
の
供
給 
2-1．漁業生産量の増大  適切な漁業技術の開発  
適切な漁業技術の普及  
無駄となる漁獲物の軽減  
2-2．水産養殖の振興  粗放的養殖の振興  
集約的養殖の振興  
2-3．水産食品の安全対策と品
質管理  
食品品質保証・管理体制の強化  
食の安全性に関する教育・普及活動  
2-4．水産加工・流通の改善と
漁業基盤整備  
漁獲物処理・鮮度保持技術の向上  
水産加工技術の向上  
漁港・魚市場等流通施設の整備  
魚食の普及  
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表 1-1 JICA による水産課題体系図（続き） 
 
開発戦略目標  中間目標  中間目標のサブ目標  
③
水
産
資
源
の
保
全
管
理 
3-1．水産資源評価  資源調査体制の確立  
評価方法の確立  
漁獲統計収集体制の確立  
3-2．漁業管理  漁獲許容量の設定  
管理規則の策定  
施行体制の構築  
資源管理に対する意識の向上  
3-3．漁場環境保全  環境モニタリング体制の確立  
環境法の整備  
環境保全に対する意識の向上  
水域環境の改善・修復・造成  
3-4．資源増殖の取り組み  栽培漁業技術の確立  
種苗生産・放流  
 
出所：国際協力機構（2010）「課題別指針：水産」より作成  
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図 1-2 調査地の位置 
 
 出所：筆者作成  
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表 1-2 調査期間、調査地、調査内容の概略表 
 
 
出所：筆者作成 
*注）地点は図 1-2 の調査地の位置に対応する 
 
  
調査
日数
調査地 地点* 調査内容
アナラマンガ県 ★
ブエニ県 ●
アナラマンガ県 ★
ブエニ県 ●
2013/5/6 ～ 2013/5/10 5 アナラマンガ県 ★
資料収集、水産資源漁業省への聞き取
り調査
2013/9/1 ～ 2013/9/14 14 ブエニ県 ●
海面漁撈および流通実態調査、関係者
へのインタビュー
ブエニ県 ●
アロチャマンゴロ県 ▲
2015/9/5 ～ 2015/11/30 84 アロチャマンゴロ県 ▲
内水面漁撈および流通実態調査、零細
漁民への聞き取り調査
アナラマンガ県 ★
ブエニ県 ●
アチムアンジェファナ県 ■
209
マダガスカル水産政策調査、水産資源
漁業省および県事務所への聞き取り調
査、水産物流通調査、零細漁民への聞
き取り調査、関連資料収集
20
29
30
27
2012/12/3
2012/4/18 2012/5/7
関連情報収集、海面零細漁村への踏
査、水産関連施設の視察、関係者への
インタビュー
零細漁民への聞き取り調査、水産市場
小売人への聞き取り調査、水産物流通
関係者へのインタビュー
水産物流通調査、内水面漁村の踏査お
よび関係者へのインタビュー、県水産
事務所への聞き取り調査
調査期間
～
～
～
～2017/2/18 2017/3/18
2014/5/1 2014/5/30
2012/11/5
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図 1-3 本研究の構成 
 
出所：筆者作成 
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第 1 章 先行研究の整理と分析視覚 
 
 本章では、水産業と地域開発を取り巻く論点を整理するため、これまでの先行研
究で取り上げられてきた論点や課題を整理し、本研究の分析視覚の立場を明確にす
る。先行研究の論点整理から、第 2 節で本研究での分析視覚について具体的に述べ
る。 
 
第 1 節 地域開発をめぐる既存研究の整理 
 
1-1 政府主導の開発から内発的発展への展開における議論 
1-1-1 グローバル化と開発 
 1990 年代を通じて顕著となったグローバル化や市場経済化がもたらす変化は、開
発の正と負の両面において大きな影響をもたらしてきた。グローバル化の推進力と
もなった情報通信技術（ICT）の飛躍的な進歩によって、ヒト・モノ・カネ・情報の
国際的な流動化が促され、国際市場が開放されたことでより一層の成長をもたらす
こととなった。しかし、大量消費を前提とする生産重視型の経済は、国際的な競争
の激化や多国籍企業による開発途上国の天然資源を不当に搾取するような強い経済
合理性に晒され、地球規模での富の偏在が顕在化した 1)。結果として、グローバル化
の恩恵を享受できる国と、十分に享受できない多くの開発途上国の格差が拡大する
事態となった。グローバル化による効果を自国の経済発展に貢献することのできな
い多くの開発途上国では経済格差が不可避に先鋭化し、かえってグローバル化が成
長の足かせとなってしまった。開発途上国がグローバル化を自国の発展の機会とし
て捉えていくためには、貿易自由化や外国からの直接投資を誘致するための環境整
備、民間セクターの振興といった課題に取り組むとともに、開発途上国が自らのオ
ーナーシップを発揮して、政策の立案や実施をすることが必要 2)である。経済至上主
義が優勢となった国際社会において生じる多国間の経済の不均衡に対し、先進国は
社会的責任を果たすため政府開発援助の拠出を通じて開発途上国の開発課題や人道
問題への対処に積極的に介入してきた。  
 開発と援助に関する研究は 1980 年代後半から数多くなされてきた。貧困問題と援
助という視点から総合的に分析した研究をおこなったカッセン（1993）3)は、長期開
発を目的とした援助は目的に照らしてみると概ね成功していると評価しながら、失
敗するケースでより多く非難されるのは、援助国側が被援助国に対して強い商業
的・政治的な結果を追求している場合や、被援助国側の政策環境に問題がある場合、
また援助国と被援助国の双方間の援助協調が失敗した場合であることを挙げている。
途上国を資金融通の必要性に応じて 3 つのグループに分け、その中の一つに最貧国
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を分類している。最貧国の貧困撲滅のためには新しいアプローチが必要であり、こ
れには財政サポート・国際収支サポートが含まれる。これらは貧民にとって利益と
なる政府のサービスを維持するために役立つと述べており 4)、後発開発途上国に対し
ては貧民の生計活動を維持するための行政サービスを支援する財政支援が必要であ
るとしている。岩田（2008）5)は、従来の行政主導による開発では、むしろ国内での
経済格差を生むだけでなく、これまでの自然と共生してきた伝統的な生活スタイル
や文化までも変更を余儀なくされる。また、経済発展の過程の中で、民族間・部族
間の対立、支配層の腐敗・堕落を招くという事態が起こると指摘する。従来の開発
手法では開発途上国の自立発展性を望めないとして、新たに提唱されたのがロバー
ト・チェンバース（2001）による参加型開発 6)である。現在、この開発手法は一般的
なものとなり、開発途上国における農村開発等において広く適用され、PCM 手法7)
という形で体系化されている 8)。國重（1991）9)は、長年、開発途上国における生産
構造や生活構造の近代化のために行われてきた政策努力は、「社会資本の整備」と「生
産・生活要素の政策的分配」に集約されると述べる。しかし、前者の過程で市場機
能の未整備が表面化し、生産・生活要素の配分がうまく行われず、市場機能の増強
の必要性が浮き彫りとなった。従って、第二の政策努力として、生産・生活要素を
政策的に配分することが重点化された。1970 年代を中心に開発途上国のデリバリー
システムの拡充が進められたものの、これはかえって地方行政と農村有力者層との
癒着が構造化するなど、逆に伝統部門内の階層間格差を増大させる結果となった。
こうしたことから、行政の限界を認めざるを得ない状況が見いだされたとし、現在
に至る地域社会の自立的管理による内発的発展の議論が展開されたことを報告して
いる。  
 発展途上国における地域開発のガイドラインに関する研究を行った金子（2003）10)
は、日本は市場経済が定着した中で地域開発を行っているのに対し、開発途上国は
市場経済化の導入の中で地域開発が求められており、日本の地域開発の成果をその
まま直ちに開発途上国に適応できる訳ではないと述べている。従来のトップダウン
型のアプローチではなく、実施段階において常に多様な地域社会の主体が参加し、
進捗を評価し、それをフィードバックする漸進的アプローチでなければならないと
指摘する。そして、地域開発の計画策定の際には、現地に即したマクロデータの解
析は当然ながら、定性的にしか得られないミクロな社会データの収集が開発の中で
重要であるとも述べている。  
 
1-1-2 途上国開発における内発的発展の意義 
 さて、内発的発展 11)とは、地域住民自らがコミュニティー組織を通じた主体的な
合意形成過程を経て問題の解決を図り、自らの手で地域発展を目指すことに重点を
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置いた発展のあり方を指す。外部からの資金投入を原資に、他者が意図的・計画的
に働きかけることによって発展を促そうとする従来の開発 12)のトップダウン型とは
異なる、ボトムアップ型のアプローチと言える。地域の文化に根ざした多系的な発
展を求める議論は、すでに 1970 年代に玉野井芳郎によって主唱されている。玉野井
は「地域に生きる生活者たちが、その自然・歴史・風土を背景に、その地域社会ま
たは地域の共同体に対して一体感をもち、経済的自立性をふまえて、みずからの政
治的・行政的自立性と文化的独自性を追求する」という地域主義 13)を提唱した。こ
の考え方に強い影響を受けた北窓（2000、2013）14)は、セネガルにおける漁民の自
立化策を論じる中で「自覚的な漁民の集合体が地先漁場と資源の管理主体になるこ
とで、将来にわたって地域資源に責任を負う体制が構築できる。生態系に素直に適
応する特徴をみせ、文化様式が伝統として制度化されるような＜弱い空間 15)＞にお
いて、政府という機関が一定の枠を設定し、地域をその枠に当てはめようとしても、
なかなか思うようにはいかない。（中略）社会生態単位として地域をとらえ、そこに
形成される社会集団を政府が背後から支援していくようなパラダイム転換が求めら
れているのではないか。」と自身が長年、漁村フィールドで蓄積してきた海民ならで
はの生態を把握したうえで主張している。また、北窓はインドネシアのフィールド
ワークを通じて海域東南アジアの社会を「海域ネットワーク社会」というキーワー
ドで読み解いた。大小無数の島々を囲む海が、島と島を結びつける道として、地域
社会の形成と地縁技術の蓄積に歴史的に機能してきたことを明らかにしている 16)。  
 
1-2 在来知を生かした地域開発の視点 
 
 途上国開発における内発的発展の重要性が認識される中、その展開の手掛かりと
して注目されるのが、在来知の活用である。在来知（Indigenous knowledge）とは、
様々な社会集団がそれぞれの地域の生態や社会環境との持続的な調和を維持するた
めに伝統的な慣習の中で体系化された生態学的知識の蓄積である。在来知には、そ
れぞれの地域に密着した豊かな知識と技術が凝縮されている。また、在来知と類似
する概念として「伝統的な生態学的知識」（Traditional Ecological Knowledge：TEK）
があり、これは環境との相互作用を通じて獲得される知識と信念と実践の総合的体
系を指す。カナダの先住民イヌイットとカナダ政府との間で実施された野生生物資
源の共同管理を研究した大村（2003）17)は、TEK には長年にわたって環境を持続的
に利用するために開発された知恵がつまっており、環境破壊や資源の枯渇など、現
代の私たちが直面している環境問題を解決し、環境を破壊することなく持続可能な
やり方で利用する方法を考えていくうえで、大きな貢献をなすことが期待されてい
ると述べる。一方、資源管理の議論では、「科学的な生態学的知識」（Scientific 
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Ecological Knowledge：SEK）が政府関係者や科学者によって支持されており、両
者の間には葛藤が見られる。大村は、両者は正反対のイデオロギーによって位置付
けられるため、統合は原則的に不可能であると述べる。そこで、資源管理の場にお
いては、両者を共存させながら使い分けていくシステムの構築が必要であることを
主張している。また、カナダ極北地域における野生生物資源の先住民と政府による
共同管理に関する研究を行った岩崎（2003）18)は、TEK を SEK で補いながら、資
源利用者が自主的・積極的に資源管理に取り組むことの重要性を指摘している。ま
た、バヌアツに暮らす漁民の文化生態学研究を行った Francis R.（2008）19)は、メ
ラネシア圏には TEK の存在が食料の確保や社会秩序の維持に貢献し、地域の財産と
されてきた。バヌアツの TEK には、そこで生きる人々が生活する術を身につけてい
く育成の過程で、その土地特有のシナリオを形成し、人間開発指数（HDI）やミレ
ニアム開発目標（MDGs）等の指標では測りきれない実体のない文化財であると前
置きしたうえで、近年、特に若年世代によって TEK は過去の遺物とされていること
を報告している。地域の問題を解決する一つのツールとして TEK の再評価の必要性
を論じている。このような議論の一方で、漁民や先住民が TEK を用いることによっ
て意図的に資源を保全管理しつつ持続的な利用を実現させてきた訳ではなく、実際
の漁労慣行を通じて、結果として資源が枯渇しなかったにすぎないという見解も存
在している（Smith and Wishnie 2000）20)。  
 以上の通り、人類学の領域では、生態学的視点に基盤を置きながら、海と人の関
わりに焦点を当てた社会人類学的研究 21)や、海洋資源の慣習的利用秩序を理解し、
解明する研究アプローチ22)が行われてきた23)。このように漁民自体や漁民をとりま
く周辺環境を通じて地域漁業に迫ることの意義を、北窓 24)は著書の冒頭で次のよう
に述べている。「地域漁業の環境要素とは、海という生産対象であり、生産主体であ
る漁民とその社会であり、道具という生産手段である。（中略）そうした多くの人々
の手を介して、水産物の生産・加工・流通・消費の連鎖システムができている。（中
略）こうした時間軸と空間軸を重ね合わせることで、海域東南アジアの地域漁業を
理解する基礎的な知識が得られるだろう。」また、マダガスカルの内水面漁業におけ
る漁撈と環境の関連を調査した Wallace（2012，2015）25),26)は、「効率的な漁業管
理と有効な環境保全政策を実現するためには、漁業者の行動様式と知覚を理解する
ことが必要である。環境保全政策による空間的制限と時間的制限が及ぼす漁業者へ
の短期的な損失は、着業する漁法によって一様ではなく、地域住民の間に不平等な
影響を与えている。」と述べている。  
 これまで見てきたように、漁民の漁撈技術や生活文化、周辺社会などを手掛かり
に、地域漁業の姿に迫ることは、漁民が長年培ってきた知恵の集合体を通じてその
地域のあり方を仰視することである。そこに暮らす人々から学び、ともに考え、と
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もに行動を起こす、対話と協働の姿勢は、発展に向けた基本方針である。人間を通
じた開発は途上国開発支援を行う上では重要な視点であることは、既に広く認識さ
れた共通概念である。海洋民族学（Marine Ethnology）を提唱した西村朝日太郎は、
次のように述べている。「漁民文化は自然的な要因に制約、規定される局面が多いた
め、文化生態学的なアプローチが有効である」 27)。水産分野の途上国支援において
は、その地域に適切な開発計画策定のために文化人類学、文化生態学による長期的
な調査が必要であると考える。開発という新しい流れの中で置き去りにされがちな、
伝統的な知識や文化的慣習に目を向け、誰のための開発なのかということを常に意
識する必要があるだろう。  
 
1-3 水産資源管理研究における伝統的な生態学的知識（TEK）の位置付け 
 
 1960 年代後半から 1970 年代にかけての時期は、世界的に水産資源の開発・利用
を強化し増産を意識した政策が中心的だった中で、MSY（最大持続生産量）理論を
軸とする新しい管理制度の再構築が模索された時代であった。1977 年、アメリカの
実施を契機に連鎖反応的に拡大した 200 海里漁業水域制度は、これまでの国際漁業
秩序を根底から変えてしまった28)。これを契機として日本では、各地域・漁業ごと
に個別具体的に、より望ましい漁業のあり方を実現するための運動として資源管理
型漁業が広く展開してきた 29)。「資源管理型漁業」という用語を最初に提唱した平沢
（1994）30)は、資源管理型漁業の特徴について「漁業管理は上から決められた規制
ではなく、漁民が自分たちで規制をつくり漁場の自主的管理をしていくという、漁
民の自主性がその核心である」と説明している通り、共有資源を持続的に利用する
ための自主的管理のあり方を示すものである。この議論は、水産資源学や水産経済
学の分野で議論が重ねられてきた。  
 一方、人類学領域でも共有資源の管理をめぐる議論は、ハーディンが発表したコ
モンズ論を端緒として環境経済学や社会経済学の分野において多くの議論の対象と
なってきた。東南アジアの水産資源管理制度を研究した山尾は、一連の政策を振り
返り中央集権型のトップダウン的な資源管理は、限界に至ったとしている。「資源を
適正に利用されているかどうかを監視する体制を整えてこなかったために、資源利
用が事実上のオープン・アクセス状態」となり、乱獲されやすい状態に陥ったとし
ている。さらに、「資源管理に漁民の意向が反映されにくく、漁業地域が長年にわた
って培ってきた資源利用にかかわる知恵や技術が無視されてきた。」と述べている。
近年の沿岸漁業管理の方法として資源利用者（漁民）を中心として自主的に実施さ
れる、地域に基盤を置いた管理体制（Community-Based Resource Management：
CBRM）および、政府と地域住民とが資源管理の責任を協働して果たす共同管理体
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制（Co-Management：CM）がアジア諸国で試みられており、山尾（1997、2006）
31),32)や Pomeroy ら（1995、2001）33),34)によって具体的な事例分析と体系化が行わ
れた。さらに水産開発の力点が持続的利用の方向へと移り始めると、フィリピンや
タイなどにおいては沿岸域資源の秩序ある利用と環境保護を目的としたより広域を
対象とする沿岸域資源管理（Coastal Resource Management：CRM）や総合的な沿
岸域管理（Integrated Coastal (Zone/Area) Management：ICM）が実施されている。
秋道は、共同管理と生態学的な管理を統合した生態管理（eco-management）へと進
むべきだと主張している35)。  
 秋道や岸上を中心とした研究グループは、先住民や漁民による海洋資源の利用、
管理、流通の実態を調査し、持続的な資源利用と管理のあり方の関係解明を試みて
いる。高緯度地域にあるカナダやカムチャッカ半島の北方地域と、低緯度地方にあ
るフィリピンやインドネシア地域の南方地域では水産資源利用の戦略の違いが解明
された。秋道は、多種類の資源をできるだけ広範囲に利用する戦略（「多種資源利用
戦略」）と、資源を多面的に利用する戦略（「資源多面利用戦略」）の点から特徴づけ
ており、資源の種類数の少ない高緯度地域では短期的な「資源多面利用戦略」と長
期的な「多種資源利用戦略」の組み合わせが強調され、資源の種類数が多い低緯度
地域では短期的な「多種資源利用戦略」と長期的な「資源多面利用戦略」の組み合
わせが重要になると述べている（秋道 2002）36)。簡略的にまとめたものを表 1-1 に
示す。 
 
表 1-1 高緯度地域と低緯度地域の資源利用と管理の比較 
 
 高緯度地域 低緯度地域 
利用できる資源量 種単位に豊富 全体として豊富 
漁業の主体と種類 主に先住民の生業 地元漁民の商業漁業／生業 
流通・消費 原則として地元 特殊海産物 *注 1 は地域外 
特殊海産物以外は地域内 
資源管理体制 共同管理など 実質的に管理無し 
資源利用の戦略 短期的な「資源多面利用
戦略」と長期的な「多種
資源利用戦略」の組み合
わせ 
短期的な「多種資源利用戦
略」と長期的な「資源多面
利用戦略」の組み合わせ 
*注 1：特殊海産物とはナマコやフカヒレ等の海外市場で商品となる海洋資源 
注：岸上伸啓（2003）「海洋資源の利用と管理に関する人類学的研究」pp.14 をもと
に改変して作成 
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 秋山・岸上研究グループの中で、大島（2001、2002a、2003b）37),38),39)はロシア
のカムチャツカ半島における先住民のサケ資源など水産資源の管理と利用に関する
研究を行った。その中で、先住民コリヤークは科学的な意味でのサケ資源の管理は
行ってはこなかったが、実際の漁慣行を通して結果としては資源管理を行ってきた
点を指摘している。飯田（2008）40)も同様の考えを示している。従来、資源管理の
議論は産業化された漁業が分析の中心的対象であり、産業化に程遠かった開発途上
国の沿岸漁業における資源管理の重要性はほとんど取り上げられることはなかった。
むしろ、伝統的な漁撈活動を行う生業の行使では、地域の文化的慣行や在来知が色
濃く反映されており、資源の変化に極めて柔軟な対応をとることで利用を持続させ
てきた。彼らは、資源水準が低下すると、魚の捕り方や漁場を変え、その結果とし
て“持続的”な漁撈技術を意図せずに培ってきたと考えられている（Smith and 
Wishnie 2000）41)。このような柔軟な対応を自分たちの漁撈に取り入れることは、
彼らにとってはごく自然な営みなのである。  
 以上の既存研究を通じて示される通り、水産資源の持続的利用を図るためには、
その資源を主体的に利用してきた先住民や漁民の知恵や技術の集合体である TEK
を管理手法の中に活かすことが、最も効率的で無理のない方法であろう。勿論、そ
の中には成功経験ばかりではなく、失敗経験も含まれる。その失敗経験を導き出す
のが SEK である。漁業に依存することが多い開発途上国の沿岸地域では、水産資源
の持続的な利用は地域開発において重要な課題であり、資源管理における地域のイ
ニシアティブは課題の解決に大きく影響する。地域開発への課題に対処するために
は、それぞれの地域が保有する「伝統的な生態学的知識（TEK）」の活用と、それを
適切な形に導く「科学的な生態学的知識（SEK）」の相乗的なアプローチが地域発展
の糸口となるだろう。  
 
1-4 水産資源管理における流通の視点の必要性 
 
 前項までに、漁業を生業としてきた地域における開発では、地域の社会共同体を
主体にした水産資源管理体制の確立が求められており、伝統的な生態学的知識が管
理体制の確立に資することを述べた。しかし、水産資源の利用には経済需要の動向
が深くかかわっている。つまり、社会的分配や商業流通との関係性が明らかにされ
ることが望まれる。岸上は「今後の資源保全のための管理制度には、市場への流通
や資源への需要を制御するような要素を取り入れる必要があろう」と主張している
42)。また、既出の國重論文の中でも、地域開発においては健全な分配機能の構築が
求められるとある。  
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 秋道は、海洋資源の需要と流通の観点から資源を三種類に分類している。（1）自
給用食料あるいは生業活動の対象となる水産物、（2）近隣の農耕民や都市居住者に
販売したり、交換したりする水産物、（3）国外市場向けの国際商品のように、生産
地からはるかに離れた域外へ搬出される水産物である 43)。広域に流通する水産物に
関する研究として、鶴見は、現地で消費されることなく、他地域に売ることを目的
として捕獲され、もっぱら輸出されるナマコやフカヒレ等の水産物を「特殊水産物」
と名付けた。その流通はヨーロッパ本国と植民地とを結ぶ交易システムからは遊離
した、中国市場と深く関係する商品であると報告している 44)。田和は、インドネシ
ア南スラウェシにおけるハタ生産を調査し、ハタは従来、長期保存のきく塩干魚に
加工され利用されていたが、1990 年代以降生産地とはほとんどかかわりのない他地
域の消費地へと運ばれていると指摘した。この事実に基づき、田和は、「発展途上国
では、外部から新たな商業的漁業が導入された場合、漁獲物のうち良質なものは域
外へと輸出され、質の悪いものだけが現地に残され、また自家消費のための不足分
が今度は輸入され、結果として現地の食生活が以前より悪化してしまうことが、往々
にして起こる」45)という指摘を行っている。また、赤嶺はフィリピンの南沙諸島海
域における干魚の加工や流通について調査を行っており、漁民が華人系の仲買商人
に経済的に従属をする傾向が認められることを報告している 46),47)。また、地域内を
流通する海洋資源に関する研究では、高桑によるスリランカの漁民社会研究がある。
高桑は大消費地コロンボの存在や流通機構の整備により流通に関わる多様な中間業
者が出現したことや、仲買人と漁民との関係が支配・被支配の関係ではなく、自由
度の高い個人間の信頼関係によって成立していることを明らかにしている 48),49)。池
口はベトナムの水産物流通の構造を解明し、ハノイへの鮮魚流通には遠隔地から運
ばれてくる海産物の流通経路と、ホンデルタからの淡水魚の流通経路が存在してい
ることを報告している 50)。  
 現在では、水産資源の需要が形成される市場は、グローバル化の進展を受けて世
界に広がっている。国内では非食用にされる資源が、海外では大きな価値で取引さ
れることがあり、取引ネットワークの広域化は地域に大きな経済的貢献をもたらす。
その一方で、資源の再生産能力を超えた需要は、資源の枯渇を引き起こす危険性も
孕んでいる。生産者と消費者との間に介在する様々な流通のネットワークや流通主
体を明らかにすることは、川上にある水産資源の持続的利用の方策を考えるうえで
重要な研究課題である 51)。  
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1-5 マダガスカルを対象とした先行研究の特徴 
 
 マダガスカルを対象とした地域研究はこれまで、マダガスカル島の地史がもたら
した特異な自然環境と独自の島嶼性に焦点を当てた研究が数多く蓄積されてきた。
地理的・文化的な多様性を象徴するように、原猿類 52)や鳥類53)等の動物学、植物学 54)
等の生命科学、民族の社会構造や伝統文化・社会慣習を扱う社会人類学 55)および文
化人類学56)、また近年では希少な動植物の保護を目的とした環境問題と人々の暮ら
しや地域開発を取り上げた学際的な環境社会学57)および開発経済学58)等がその代表
であろう。  
 日本において、マダガスカルが持つ多様な地域像を島嶼性と大陸性という観点か
ら、人類学、言語学、歴史学、生物学の各領域から研究を集成した書籍に、飯田に
よる「マダガスカル地域文化の動態」（2012）59)がある。この中で飯田はマダガスカ
ルの地域性について「じっさいにマダガスカルは、島外からの影響を均質な形で受
けとめるような小島ではない。むしろ大島であり、複数の文化が併存し、そのそれ
ぞれが異なった出来事を歴史的動因として展開してきた。これら諸文化が互いに影
響を与えながら、文化的状況がさらに複雑化するというのが大陸性で、地域研究の
舞台としてマダガスカルが備えるユニークな点のひとつとなっている。あるいは、
島嶼ゆえに受けた強力な刺激を大陸的に展開させるという両面性を、マダガスカル
のユニークさと考えてもよいだろう。」と述べている。言い換えると、島国としてそ
の閉鎖的な環境が単一の文化を形成してきたのでは決してなく、マダガスカル島内
の諸文化が相互影響を与える形で複数の文化が併存するダイナミズムを生み出した。
また、飯田はマダガスカルの南西部に暮らす漁民であるヴェズ族の漁撈をめぐる人
類学的な研究を数多く行っている。マダガスカルの漁村でグローバル化が顕著とな
ったのは、冷戦構造の終結とともに民主化と自由化が強く意識されるようになった
1990 年代頃である。グローバル経済に取り込まれた漁村では、特殊海産物の引き合
いが強くなり海洋資源の管理という問題が大きく取り上げられるようになった。し
かし、資源管理体制を急設するあまり、漁業者の培ってきた技術や知識の継続・反
復を疎かにすべきではないと飯田は主張する 60)。漁業をめぐる状況の変化に対処す
る漁民の知識を、飯田は「無形の資本」と表現する。  
 
第 2 節 研究の分析視覚 
 
 前節では、本研究の課題である水産業を通じた地域開発をめぐって、いかなる分
析視覚を備える必要があるのかを、関連する先行研究の視点整理を通じて分析の焦
点を明らかにした。本研究の分析視覚としてキーワードとなるのは、内発的発展、
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グローバル化、地域開発、伝統的な生態学的知識（TEK）と科学的な生態学的知識
（SEK）、水産物流通である。これらの観点から、まずはマダガスカルの事例分析か
ら地域の水産業の成立要因を把握する。そして、水産物流通の構成要素を地域性の
違いから分析し、その背景や所与要因をふまえて地域開発と水産業のあり方を検討
する。また、局所的な事例の分析にあたっては、その理解を促すために、マダガス
カルの水産業の概要や水産政策の動向等の全体像を事前に提示する。  
 漁撈社会が広く外部と関わることの理由の一つに、漁獲物の価値を市場経済の中
で実現し、不足する生活財を入手するための貨幣を手に入れる必要があるからであ
る。流通は漁撈社会と外部の市場をつなぐ媒介ネットワークであり、流通の側面か
ら漁撈社会を分析することは重要な課題である。漁撈社会では、外部市場への流通
が社会の中に入り込んでいることから、外部からの影響を強く受ける。マダガスカ
ルの漁村から流通を通して地域開発を考えることは、開発のあり方を検討する知見
をさらに広げてくれるものとなる。  
 本研究では、援助機関の統計やマダガスカル政府の定量的なデータを用いるとと
もに、実際の調査地でのフィールドワークで収集した定性的データも活用している。
調査フィールドで参与観察を行いながら半構造化インタビュー法による調査を行う
ことの利点は、言語化されにくい事象を拾い上げ、事象のメカニズムに発生の頻度
を見極めることにある。例えば、漁獲物を外部の市場で現金化するためには、現実
的に仲買人や集荷人を流通ネットワークの中に媒介させる必要がある。このような
人と人との社会的紐帯は、固定化されたものではなく状況に応じて変幻自在に結節
したり、乖離したりすることがある。このような身の回りで起きる社会の変化を受
けて、それに関わる人々がどのような調節を施しているのか。ローカルな人々の態
度に目を向けなければ、社会変容の実態を見落としてしまう危険がある。そうした
意識から、フィールドワークでは文化人類学的手法による定性データの収集にも力
を入れた。これらのデータは、調査開始当初には一般的な傾向として仮説の設定に
用いたが、最終的には分析材料の一要素としても活用した。開発学研究における文
化人類学的アプローチの有用性については、七五三（2009）61)が論考を発表してい
る。七五三はバングラディッシュの環境保全プロジェクトで実施された地域住民参
加型の問題調査の議論の場で、プロセスドキュメンテーションによって様々な政治
的要請をすくいあげる可能性について分析している。プロセスドキュメンテーショ
ンとは、インプットとアウトプットに焦点を当てるロジカルフレームワークや、指
標ベースのモニタリングといった既存の評価方法では明かされない、複雑極まりな
い開発実践の社会的現実を捉えることを目的とした補足的モニタリング手法である。
プロセスドキュメンテーションは、開発プロセスに早くから注目し、その批判的分
析からよりより参加や活動に繋げていこうと試みてきた開発の社会学的・人類学的
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研究の中で提案された。地域社会と中立的な立場から関わりをもてる部外者（社会
科学者や文化人類学者）がこのモニタリングに参加することは、関根 62)（2007）が
指摘しているように、文化人類学者が開発の現場に積極的にかかわる「プロセスの
追求」に意義を見出す、と述べている。  
 後発開発途上国のマダガスカルは、経済成長と貧困削減の実現を国家開発に資す
る優先的課題と位置付けている。マダガスカルの豊かな自然環境からもたらされる
天然資源は、そこに住む人々の生活にいくぶんなりとも結び付いているはずである。
マダガスカルの経済に輸出財として貢献している経済作物には、香料やスパイスが
ある。これらは、フランス植民地化と前後して外地での産業化を目的に導入された。
栽培環境の適した耕作地を確保し、廉価な労働コストによって作物を確保する宗主
国による植民地政策の一つであったが、独立を果たした現在でもこれらの産業は地
域に定着し重要な輸出産業の一翼を担っている。地場産業として地域に雇用と経済
循環をもたらしているが、無節操な開発は将来的に見れば地域資源を食い潰してい
るとも言える。水産資源の持続的な利用と管理の問題は世界各地共通の課題であり、
多くの実践事例とそこからの教訓が得られている。しかし、漁村では漁業技術の近
代化や、流通のグローバル化による社会変容に常に取り込まれており、資源を利用
することで成立する漁業において検討すべき要因は複雑化している。つまり、各地
域の実情を踏まえた解決が必要なのであり、普遍的な解決モデルというものは存在
しないだろう。地域の資源を適切に開拓し、持続的な資源利用と健全な流通システ
ムを構築できれば、地域経済の発展と環境保全の両立を図ることが可能である。地
域の発展に開発の活路を見出すことは、マダガスカルの特徴である多様性を活用し
た理想的な持続的開発の体現ではないだろうか。  
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第 2 章 調査地概要およびマダガスカルの水産業 
 
第 1 節 マダガスカルの概要と漁業における地理的特徴 
 
1-1 地形 
 
 マダガスカルは、南緯 11 度 57 分～25 度 36 分、東経 43 度 12 分～50 度 17 分の西
インド洋上に位置する。国土面積は 58.7 ㎢、2015 年の人口は 2,424 万人である。
マダガスカル島を表現するキーワードは、多様性と固有性に富んだ自然生態系であ
ろう。サバンナ地帯に分布するアオイ科バオバブ属  Adonsonia はアフリカに代表的
な樹木であるが、世界で生育が確認される 8 種のうち 6 種をマダガスカル固有種が
占める1)。先カンブリア時代（46 億～5.4 億年前）にできたゴンドワナ超大陸からの
分裂によって、マダガスカル島は約 7000 万年前に独立した島となり、南北約 1,580
㎞、東西約 560 ㎞と南北方向に長く伸びる地形を呈している。中央から東方にやや
偏った位置に標高 1000～2000mの山地が連なっており、最高地点は 2876mである。
この中央山地は、2.52 億年前の中生代から 6600 万年前の新生代にかけて隆起を続
けたことで形成され、隆起作用により大量の土砂を西部へ流入させた。このためマ
ダガスカルの地勢は西側が緩やかな平野部、中央部は高低差のある山脈地帯、東部
沿岸線にかけて急峻な地形をなす。  
 
1-2 漁業における地理的特徴 
 
 マダガスカルの海岸線総延長は 5,600 ㎞、排他的経済水域は 114 万㎢を持ち、アフ
リカ諸国の中では上位の面積を有する。長大な海岸線と広大な排他的経済水域を保
有し、漁業を取り巻く地理的環境は恵まれている。インド洋を横断してきた南赤道
の暖かい大海流は、マダガスカル島の東海岸に突き当たりそこで北海流と南海流に
分岐する。北へ向かった海流は北西海岸に至ってそこで渦を巻き、南へ向かった海
流は島を迂回した後、南西海岸に沿って北上する。東海岸は陥没による海底への落
ち込みが大きく、沖合約 200 ㎞の距離で深度 4,000m の海溝に到達する。年間を通
じて吹く強い季節風の影響で、沿岸域の海況は荒く漁業の操業条件は他所に比べて
厳しい。水深 200m 域での底延縄漁や刺網漁が行われており、ハタ類等の高級底魚
は近隣諸国に輸出されている。モザンビーク海峡側の西海岸では、漁業に適した
200m の大陸棚が沖合 120 ㎞の範囲まで広がっており、特にエビの優良漁場として
大規模なトロール漁が盛んに行われてきた。西海岸に堆積した沖積層のデルタ地帯
にはマングローブ林が群生し、海岸線に近い沖合にサンゴ礁が長大に発達している
30 
 
ため、豊かな海洋生態系がはぐくまれてきた。また、サンゴ礁が外洋の波浪の影響
を遮断するため、比較的自由に漁場を探索することが可能である。北西海岸はマダ
ガスカルで最良の海岸とされ、漁業が非常に盛んな地である。  
 西側の河川は平野をなす傾斜地を緩やかに蛇行しながら下り、モザンビーク海峡に
注ぎ込む。中央高地で降った雨が、小さな流れとなって支流と支流が少しずつ合流
しながら大きな河川になるため、河川距離は長く流域面積が大きい。その緩やかな
流域や、河口域を利用した内水面漁業が零細な規模で行われている。とりわけ内水
面漁業が盛んに行われているのは、ブエニ（Boeny）県を流れるベチィブカ
（Betsiboka）川で、マルブアイ（Marovoay）、アンバトブエニ（Ambatoboeny）、
マエバタナナ（Maevatanana）の 3 箇所が主な生産地である。また、この地域は河
川のもたらした沖積土が広く広がっており、優良な農地 2)として稲作の生産も盛んで
ある。メナベ（Menabe）県のベルチイリビヒナ（Belo₋tsiribihina）郡に終着する
チイリビヒナ（Tsiribihina）川と、その上流部にあるミアンドリバズ（Miandrivazo）
郡でも多くの内水面漁業者が存在している。反対に、中央山地から東側は、起伏が
急であるため河川は短く流域面積も小さい。しかし、中央山地から運ばれた土砂が
入り江等の静水域で堆積して砂州を形成する。こうして無数にできた砂州が塞がれ
潟湖を形成していった。フランス植民地時代には、それら潟湖を繋ぎ合わせ、人工
的な運河とする事業が行われ、このアンパンガラナ（Canal de Pangalane）運河（ア
ンガラヌ運河）は 665 ㎞の長さに及び3)、国際貿易港であり東部地域の中心都市であ
るトアマシナ（Atsinanana 県）まで及んでいることから、水上交通の役目を果たし
モノや人の移動、また観光資源としても住民の生活に貢献している。  
 地質変動の影響によって内陸部には大小様々な大きさの湖沼が形成された。内水面
漁業生産地として供給量の多い湖は、アロチャマンゴロ（Alaotra-Mangoro）県に
あるアロチャ（Alaora）湖 200 ㎢や、火山の溶岩によって作られたイタシ（ Itasy）
県に立地するイタシ（Itasy）湖 35 ㎢である。マダガスカルの内水面漁業は上述し
た自然環境要因により、内陸部における湖沼を利用した漁撈（アロチャ湖、イタシ
湖）、もしくは中央高地から西側に向かう平野に緩やかに流れ込む長大な河川を利用
した漁撈（ベチィブカ川、チイリビヒナ川）によって行われている（図 2－1 参照）。  
 
 なお、本研究で取り上げる事例地の概要を、以下に示す。  
1）事例地：アロチャマンゴロ県（中央高地）  
 アロチャマンゴロ県の人口は 105 万人4)（2014 年）で、面積は 3.2 万㎢を有する。
降雨量は 1,300 ㎜程度で平均気温は 18 度であり、熱帯性高地気候である。適度な雨
量と冷涼な気候であるが、乾季と雨季ははっきりと分かれる。アロチャ湖の西側周
縁には水田地帯が広がっており、マダガスカルで有数の稲作地帯として農業が非常
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に盛んな地域である。アロチャ湖に接する 230 ㎢の湿地帯にはマダガスカル固有種
のアラオトゥラジェントルキツネザル  Hapalemur alaotrensis 5)や希少種の水鳥の生
息域となっており、2003 年 9 月に 7,225 ㎢の範囲がラムサール条約湿地に登録され、
国際環境 NGO 等による環境保護と保全の啓発活動が行われてきた。近年では、燃料
源としての過剰な森林伐採や野焼き等による土壌機能の低下から、土砂がアロチャ
湖へ流出することによって湖の水域面積が減少し、湖中で行われる内水面漁業など
の生業活動への影響が問題となっている。湖の水深は 2011～2012 年のデータ6)によ
ると 1～2m 程度と浅く、雨季と乾季では約 1m の水位変動がある。1980 年および
90 年代には、雨季で 4～5m、乾季で 1.5～3m の水深があり雨季と乾季を通じて 2m
の水位変動があったことが報告されている 7)。このことから 1990 年代以降、アロチ
ャ湖に著しい土砂流入が起きたことがわかる。アロチャマンゴロ県内の調査村（ム
ララノ Morarano 村）から首都アンタナナリボまでの総延長は約 320 ㎞であり、現
地の車両による一般的な輸送所要時間は約 9～12 時間である。  
 
2）事例地：ブエニ県（北西部地域）  
 ブエニ県の人口は 82.1 万人8)（2014 年）、面積は 3.1 万㎢を有する。中心都市であ
るマジュンガ（Mahajanga）の降雨量は 1,660 ㎜で、平均気温は 26.6 度と熱帯性気
候を呈し、5 月から 10 月まではほぼ完全に乾燥した気候である。モザンビーク海峡
に面し、沿岸海域は栄養塩類に富む湧昇流と相まって好漁場が形成される。マグロ・
カツオ・サワラ等の浮魚資源やエビ資源に恵まれ 9)、外国資本による水産合弁会社が
多く進出し古くからマダガスカルの中心的な漁業基地として発展した。海岸線は 250
㎞にわたり、河口付近にはデルタ地帯が形成されマングローブ林が群生する。地先
から沿岸まで豊かな漁業資源を持つ漁場を有し、首都圏で消費される海産物の約
73%がブエニ県から供給しているというデータもある 10)。マジュンガから首都まで
の国道総延長は 548 ㎞であり、一般的な輸送所要時間は約 16～20 時間を要する 11)。  
 
3）事例地：アチム・アンジェファナ県（南西部地域）  
 マダガスカル南西部は、島内で最も乾燥した地域である。アチム・アンジェファナ
県の中心地であるトゥリアラ（Tuléar）の年間降水量は 350 ㎜程度で、半砂漠気候
となる。12 月から 3 月にかけての雨季を除けば、月間降水量が 30 ㎜を超えること
はなく（Griffith and Ranaivoson 1972）12)、農業生産には厳しい環境条件であり、
乾季には生活水や飲料水さえも不足する。沖合 5 ㎞の付近に堡礁が広範囲に発達し
ており、礁池、礁原、礁湖、礁斜面などの様々なサンゴ礁地形は多様な漁場を漁業
者に提供している（Pichon 1972，飯田 2003）13),14)。この地域は国内でも、零細
で伝統的な漁業に従事する割合が高く 19,500 人15)と推定されている。マダガスカル
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全体では 59,000 人が伝統漁業に従事しているので、33%の漁民が当地で漁業を営ん
でいる。当県の人口は 135 万人16)（2014 年）で、面積は 6.6 万㎢を有する。トゥリ
アラから首都までの国道総延長は 923 ㎞で、一般的な輸送所要時間は約 27～34 時
間と長時間を要する。  
 
1-3 気候条件 
 
 マダガスカルは全域が熱帯または亜熱帯に属する。しかし、気候環境は地域によっ
て多様な姿を示し、降雨量にも大きな地域差が生じる（図 2－2 参照）。その変化に
富んだ気候条件に大きな影響を与えているのは、インド洋からもたらされる南東の
貿易風である。東方からインド洋の湿った空気を運んでくる貿易風は、マダガスカ
ルの東側一帯に 5～9 月にかけて多量の降雨をもたらす。一方、アフリカ大陸から北
西季節風が吹く影響で 11 月～3 月にかけて西部地域の降水量が比較的増える。南西
地域は、貿易風からも季節風からも影響を受けない位置にあるため、冷たい海流が
沿岸を流れる影響から僅かな降雨しかない、半砂漠地帯となっている。各地に降雨
をもたらした南東貿易風や北西季節風は、中央山地に至る頃には比較的緩やかにな
り、高い標高の影響もあって適度な降水量のある冷涼な気候で、雨期と乾季は明瞭
に気候が変化する。このように、地域によってその気候特徴は異なるものの、一般
化してマダガスカルの気候を表現すると 11～4 月が雨季、5～10 月は乾季の 2 季節
に大別されること、さらに貿易風と季節風の影響、土地の高度によって降雨量が左
右される17)。  
 
第 2 節 マダガスカルの政治と経済 
 
2-1 不安定なマダガスカル政治 
 
 1960 年、半世紀以上ものフランス植民地支配から独立し、初代大統領フィルベー
ル・チィラナナは親仏政策を進めたが（第一共和政）、1975 年に政権を握ったディ
ディエ・ラチィラカ大統領は、一党独裁の社会主義政策を推し進め、社会主義諸国
との関係が強化されたと同時に旧宗主国との関係は疎遠になった。1991 年、当時の
世の中の潮流であった社会主義勢力の後退（ベルリンの壁崩壊、1989 年）に乗じて、
マダガスカルにも民主化を求める本格的な政治運動が始まった 18),19)。1992 年の現行
憲法が施行されて以来、国民による選挙によって選ばれた代表が政治を実行する民
主化が進展した。2002 年に発足したマルク・ラヴァルマナナ政権は「依存経済から
市場経済へ」のスローガンの下、農業開発・外資誘致・民間セクターの活性化を通
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じて、経済成長の促進を通じた貧困削減を目指す経済政策を展開した。しかしなが
ら、2008 年 12 月に反政府勢力は、政府による外国企業への農地の賃借協定締結 20)
に強く反発し反政府デモを激化させ、2009 年 3 月、軍の支持を受けた反政府勢力は
ラヴァルマナナ大統領を辞任させた。この武力手段による不法な政権奪還は国際社
会から強い非難を浴び、アフリカ連合（AU）や南部アフリカ共同体（SADC）から
は参加停止措置、主要な援助ドナー国からも援助凍結等の制裁を受け、社会・経済
は危機的な状態に陥った。マダガスカルの財政は年間国家予算の約半分を、財政支
援を含む国際援助機関からの支援に依存する構造 21)であったため、国内経済の停滞
が進み多数の失業者を出し、経済成長率はマイナス 4%となった。AU および SADC
をはじめとする国際社会の仲介によって、2011 年 9 月政治的危機打開のためのロー
ドマップが作成されたが、民主化プロセスは遅々として進まなかった。ようやく 2013
年に民主的プロセスに則った大統領選挙が実施され、2014 年 4 月にヘリー・ラジャ
オナリマンピアニナ政権が発足した。AU や SADC は民主化プロセスの進展と評価
し同国に対する制裁を解除し、約 5 年に及ぶ政治危機から脱却した 22)。現在は安定
した政権運営の回復を図り、経済成長を推し進めているが、開発の成果が一向に現
れないとして内閣に対する批判姿勢は相変わらずくすぶっているようである。独立
以後、社会体制の変化や度重なる政治運動の衝突を経験してきたが、マダガスカル
の経済発展が妨げられてきた大きな要因に政治的安定の欠落があることは、次項で
も示す通りである。  
 
2-2 マダガスカルの経済 
 
 マダガスカルの主要経済指標を（表 2－1）に示す。  
 マダガスカルの一人当たりの国内総生産は 393 ドル23)であり、後発開発途上国に分
類される。1960 年の旧宗主国フランスからの独立後、ほぼ 10 年周期で起きる政治
的混乱の影響による経済不安からいつまでも脱却できずに、成長と停滞を繰り返す
状態にある（図 2－3、2－4、2－5 参照）。1975 年より進められた社会主義経済体制
による経済管理政策は失敗し、一時期を除いてほぼ恒常的に一人当たり国内総生産
は低下し経済事情は悪化した。1981 年以降パリ・クラブによる債務救済を受けつつ、
国際通貨基金（IMF）や世界銀行の支援による勧告を受け入れ、食糧自給の達成と
輸出の増大を目的とした構造調整、経済再建に取り組んだ結果、1990 年には実質経
済成長率 4.5%、インフレ率 8%と国内経済に回復が見られるようになった。その後、
内政の混乱により経済が困窮し低迷したが、自由主義経済体制の下、1996 年政府は
世界銀行、IMF とともに経済政策大綱に署名し、構造調整政策を受けて融資が再開
されマクロ経済はかなり安定を見せた 24),25),26)。2001 年の大統領選および 2009 年の
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反政府勢力による不法な政権奪還を契機に政治的混乱が生じ、そのたびに経済はマ
イナス成長を強いられ国民生活は疲弊した。度重なる政治不安に経済は翻弄され、
持続的な成長を果たせない状態が続いている。  
 
2-2 人口増加現象 
 
 2015 年の人口は 2,424 万人で、直近 10 年間の人口増加率は 2.8%と漸増を続けて
いる。これはアフリカ地域全体の人口が増加傾向にあるのと同様である。独立を果
たした 1960 年の人口は 5 百万人ほどであったが、半世紀で約 4 倍を超えるスピード
で増加している。政府は今後の更なる人口増加に対応するため、農業を中心とする
第一次産業の振興を図っており、国家開発戦略の一つに、食料自給能力の強化を掲
げている。水産業においても農民に対する内水面養殖普及や、海面養殖の可能性を
検討している27)。  
 総人口における年齢別組成で見ると、15～64 歳までの生産年齢人口と、将来生産
活動に参加する 15 歳未満の年少被扶養人口を合計した割合は、いずれの年でも総人
口の 95％を超えており、将来にわたって豊富な労働人口を保有する（図 2－6 参照）。
豊かな労働層を国家の発展に繋げるためには雇用機会を創出し、グローバル化した
市場経済システムに柔軟に対応する人材の育成が必要である。 
 
第 3 節 水産物需要 
 
 FAO の「Food Balance Sheets」のデータに基づいて、マダガスカルの魚介類供給
量の変化を世界平均、アフリカおよび後発開発途上国の数値と比較して概観する（図
2－7 参照）。世界の食料魚介類 1 人当たりの食料需給ベースの消費量は、流通イン
フラの改善や開発途上国における人口増加、先進国での健康食品としての魚食認識
の高まりによって、50 年間で 2 倍以上になり需給規模は増大している。アフリカ全
体でみると 1961 年は 4.6 ㎏ /人 /年と、5 ㎏ /人 /年に満たない消費量であったが、既述
した通り人口増加や輸送技術の発展に伴う諸要因で緩やかな増加傾向にある。2007
年には 10 ㎏ /人 /年台に到達し、今後期待されるアフリカの経済発展によって更なる
水産物需要の伸びが予想される。アフリカ市場を有望な投資マーケットとした養殖
関連資材の開発や市場開拓、流通システムが整備されることで、従来、水産物への
食料アクセスが物理的に制限されていた内陸部や山間部において新たな需要が拡大
し、消費量はますます拡大していくだろう。後発開発途上国においてもアフリカと
同様の増加傾向を示す。このように、食用魚介類の需要は世界的に増加する中で、
マダガスカルにおいては多少の増減があるものの総体的に変化はない。特に、アフ
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リカや後発開発途上国に見られるような 2000 年以降の上昇傾向からは翻って 2008
年以降は減少している。この現象の背景には、2008 年に勃発した反政府勢力による
武力デモに起因した国内の経済低迷によるものだと考えられる。前述したように、
不法な政権奪還が行われ、暫定政府による国政統治が 2014 年まで約 5 年間に及んだ。
国際機関はこの事態を非難し新規援助を凍結したが、マダガスカルの財政は年間国
家予算の約半分を、財政支援を含む国際援助機関からの支援に依存する構造 28)であ
ったため、国内経済の停滞が進んだ。これを原因として経済が疲弊し国民の食料購
買力が下がるとともに、水産物の供給量も低下したものと考えられる。「Food 
Balance Sheets」で示される最新値が 2013 年であり、マダガスカルが政治的安定を
取り戻した 2015 年以降のデータはまだ公表されておらず、経済回復後の動向が現時
点で不明であるが、マダガスカルが属するアフリカおよび後発開発途上国の近年の
動向を考慮すると、マダガスカルの人口が増加しているという状況も鑑みても、水
産物の需要は増加傾向に向かうと言っても間違いではないであろう。マダガスカル
政府が目指す食料安全保障の確立のためには、農業、畜産分野も含めた第一次産業
の生産力強化が求められている。  
 
第 4 節 水産業の概要 
 
4-1 一般概要 
 
 マダガスカルの農畜水産分野は国内総生産の 26.3%を占め、国民の 82%が従事する
基幹産業の一つである。政府は自国の農畜水産業の現状を鑑みて、具体的開発指針
である「農畜水産セクタープログラム（PSAEP(9)）」を 2015 年に策定した。この中
で、農畜水産分野の成長率を現状の 2.6%から 2025 年までに 6%まで上昇させること
を指標に、第一次産業の底上げを目標に掲げ、経済成長と貧困削減を国家開発の重
要なキーワードとしている。  
 水産分野においては、エビやカツオ・マグロ類浮魚資源は従来から外貨獲得のため
の輸出品目として重要度が高く、輸出金額の 13%、国内総生産の 4.8%を占める 29)。
外国資本による水産合弁会社が現地に設立され、活発な漁場開拓が行われてきた。
また、海外マグロ船の入漁協定が欧州連合や日本、アジア諸国と締結されている。
水産分野を通じた日本との交流は古くから行われており、日本が高度経済成長期に
あった 1963 年に日本とマダガスカルは通商協定を締結した。その後 1965 年には、
日本・フランス・マダガスカルの三か国で漁業合弁会社を設立し、エビ資源を中心
とした水産物の漁獲と輸出を開始している。1997 年にはマグロはえ縄船の入漁協定
が締結され、日本漁船に対して発給された入漁ライセンスは 2008 年が 18 件、2009
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年が 36 件となっている 30)。1980 年代より日本は政府開発援助の枠組みでマダガス
カルに対する水産無償資金協力を開始し、国内の重要な漁業基地を対象に、水産関
連施設整備や漁具資機材等の供与が実施された。長年にわたる日本の水産分野にお
ける交流や支援は、マダガスカルの水産基盤整備に先駆的に寄与してきた。なお、
水産無償資金協力の詳細については第 3 章第 3 節で詳述する。以上の通り、マダガ
スカルの商業規模での漁業は、水産資源の確保を目的とする外国資本の参入に影響
を受け今日まで発展してきた。  
 FAO の「Fish Stat J」のデータを基にマダガスカルの漁業および養殖生産量の経
年変化を見ると、1995 年以降平均して 13 万トン台の生産量があり 2007 年には 16.3
万トンと最高値を記録した。養殖生産は 1976 年に初めて生産データとして出現し、
1992年以降の生産量の伸びは著しく、2015年には過去最高の 2.2 万トンであった（図
2－8 参照）。  
 次に、水産資源漁業省が策定した『農畜水産セクタープログラム（PSAEP）』の付
属資料で、農畜水産分野の現状を纏めた資料である「Lettre de Politique BLEUE 
Annexe 2014 ‐Situation de référence－」で示されたデータに基づき漁業及び養殖
業生産に占める漁業形態別の構成比を概観する（図 2－9 参照）。海面伝統漁業によ
る生産量は全体の 50%を占め、内水面伝統漁業の 10%と合わせると総生産量の 60%
は伝統漁業者による生産である。次に大きな割合を占めるのは商業マグロ漁業の
18%である。商業漁業で漁獲された水産物のほとんどは輸出仕向けされるため、商
業マグロ漁業 18%と商業漁業と零細エビ漁業 6%を合わせると、総生産量のほぼ 1/4
が輸出される。養殖業については海面養殖業 8%、内水面養殖業 4%の割合であるが、
政府の食料増産政策の重点分野として年々生産量を増加させており、今後の生産拡
大が期待される分野である。なお、各漁業形態の特徴については次項以降で述べる。  
 
4-2 海面漁業 
 
 マダガスカルの漁業形態は操業規模によって以下の 3 形態に分類が定義される。  
A) 商業漁業：  
外国資本による大規模な企業型の漁業で出力 50 馬力以上の大型動力船が使用され
る。主にエビ底曳網漁、マグロはえ縄漁、マグロ・カツオ旋網漁、一本釣り漁が
行われる。政府は海面漁業調整省内委員会（Commission Interministérielle des 
pêches maritimes）を組織し、外国船の入漁条件や漁獲割り当て規制による管理
を行っている。漁獲物は冷凍、もしくは国内にある工場にて加工され欧州やアジ
ア市場に輸出される。  
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B) 零細漁業：  
出力 50 馬力未満の小型動力船を用いて、沿岸域で行われる漁業を指す。漁船に
は鋼製、FRP 製、木製等が用いられる。多くの場合、小型 FRP 船に船外機を取
り付けたものが多い。  
C) 伝統漁業：  
無動力ピローグ31)や船外機付きの単胴船もしくは船を使用しない地先での採集
活動による極零細な漁業。距岸 10 ㎞以内の範囲で行われる。地域により多様な
漁法が行われているが、主に刺し網漁、曳き網漁、小規模なはえ縄漁、釣り漁、
かご漁、投網漁、素潜り漁、刺突漁が行われる。水産物総生産量の 60%を占め
るのは、伝統漁業による漁獲であり零細な経営体であるとはいえ、伝統漁業従事
者数は 8.5 万人にいると推定される。膨大な従事者によってマダガスカルの漁業
生産は支えられており、彼ら伝統漁業者の役割は水産業にとって大きな影響を与
える。  
 
 長大な海岸線と広大な排他的経済水域を有し漁業を取り巻く環境は恵まれている
にも関わらず、とりわけ沿岸漁業は比較的未発達の段階であり、沿岸資源管理への
取り組みには速やかな対応が求められている。東海岸側は年間を通じて吹く強い季
節風の影響で沿岸域の海況は荒く操業条件が厳しい。水深 200m 域での底延縄漁や
刺網漁が行われており、ハタ類等の高級底魚は近隣諸国に輸出されている。モザン
ビーク海峡側の西海岸側では商業漁業が盛んで、特に北西部にある大陸棚ではエビ
の好漁場を形成されているため、大規模なトロール漁が行われている。  
 マダガスカルは四方を海に囲まれた海洋立国であり、古くから海での漁業を生業と
して生活する漁民社会が形成されてきた。特に伝統漁業者たちが、経済のグローバ
リゼーションに取り込まれる中で実践する漁法開発には、手持ちの素材や道具、技
能、経験を組み合わせた不断の漁撈実践の延長である 32)。漁村社会には脈々と積み
重ねられた在来知が、生き残るために必要な生活能力や地域が調和する慣習的なル
ールとして息づいている。  
 
4-3 内水面漁業 
 
 内水面漁業は中央高地にあるアロチャ湖やイタシ湖、また高低差の緩やかな流域面
積の広い河川域を利用して行われている。無動力船もしくは漁船を使用しない伝統
的な漁業が行われている。小規模な曳き網漁、刺網漁、投網漁、たも網漁、籠漁、
突刺漁、かいだし漁、竿釣り漁等、様々な漁撈活動が行われている。農業や畜産業
との兼業漁業者が大多数である。淡水魚に対するマダガスカル国民の嗜好性は強く、
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コイやティラピアを中心に、ウナギ、ブラックバス、テナガエビ等が流通している。
またハゼ科の稚魚やカダヤシ等の小魚は乾燥品に加工され広域に流通している。  
 
4-4 海面養殖業 
 
 海面養殖規模で最大なのはウシエビ  Penaeus monodon 養殖である。ウシエビの
輸出は重要な外貨獲得産業であり、マジュンガを中心とする西海岸側の汽水域で大
規模な養殖が展開されている。2012 年の海面養殖生産量 6,352 トンのうち、4,952
トンはウシエビ養殖生産によるものであり大きな割合を占める。また沿岸零細漁業
者振興策の一つとして、NGO 等の支援によって収入源の多角化を企図したナマコ養
殖やウナギ養殖、海藻（キリンサイ）養殖が行われている。これら高価格な水産物
は中国やヨーロッパ市場に輸出されている。  
 
4-5 内水面養殖業 
 
 内水面養殖は貧困削減対策の一つとして中央高地の農村部でコイ、ティラピア養殖
振興が進められている。殆どが池や水田を利用した粗放養殖である。1914 年に養殖
推奨種としてコイ  Cyprinus carpio がフランスより移入され、1950 年から 60 年に
かけてティラピア、1963 年に中央アフリカ共和国とカメルーンよりナイルアロワナ  
Heterotis niloticus が移入されている。現在では、コイとティラピアは全国的に生
息しており、淡水を代表する漁獲対象種である。また、EU や PNUD/FAO、JICA
による適正養殖技術普及プロジェクトが実施されており、今後の生産量の増大が期
待されている分野である。  
 
第 5 節 水産業に関わる制度 
 
5-1 漁業者と漁船登録の制度 
 
 水産資源漁業省の主導の下、漁業を主たる職業として営む 18 歳以上の伝統漁業者
を対象とした登録作業が各県水産事務所の主体で進められている。漁業者登録とと
もに 5 年間有効の漁業者証（Cartes de Pêcheur）が無料で交付される。漁業者登録
は、漁業者が所属する漁業者グループや組合を通じて県水産事務所に申請するため、
居住地域の漁業者グループや組合に加入していることが条件となる。登録に際し、
操業で使用する漁具・操業する漁場・漁獲対象種を申告する必要がある。また、現
在は漁業者登録と同時に漁船登録も実施されており、登録漁船に対しては識別番号
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が付与され番号のプレートを漁船に装着する（参考写真 7）。独立せずに乗組員とし
て漁業技術を習得中の者や 18 歳以下の者、学生に対しては漁業者見習い証（Carte 
apprenti pêcheur）  が発行される。この一連の取り組みは、これまで膨大な数の伝
統漁業者の数値的把握ができていなかった事態を改善するため、従事者実数と漁船
数を把握し、生産量統計の精度を向上させるために行われている。  
 
5-2 水産物流通制度 
 
 マダガスカルの水産物流通は許可制となっており、流通させる範囲によって 2 種類
に分かれる。一つは水産資源漁業省が認可する中央レベルの許可であり、他方は水
産資源漁業省の県の出先機関である県水産事務所が認可する県レベルの許可である。 
 中央レベルの許可は「集荷許可証（Permi de Collecte）」と呼ばれ、海産魚介類と
淡水産魚介類の許可に分かれる。集荷許可証は、県境を超えた水産物の輸送を行う
際には携行が義務付けられており、許可の有効期限は 1 年間となる。許可内容には、
集荷する水産物の品目、集荷地域および出荷地域が申請に基づき認可され、その認
可された規定の範囲を超えることは禁止されている。つまり、どこへでも自由に買
い付けや販売ができる訳ではなく集荷人のビジネスの範囲は許可の下に定められる。
許可証の申請に当たっては、申請者は申請書類等とともに年間納付金および取り扱
う水産物の品目に応じて政府が決定した権利使用料を収める義務がある。権利使用
料は商品価値の高い商品ではより高額に設定されておりその一例を示すと、イセエ
ビ 1,995,000MGA（約 688 ドル。以下、ドル換算レートに「農畜水産セクタープロ
グラム（PSAEP）」で採用されている 1USD＝2,900MGA を使用する）で最も高額
であり、海産魚類は 400,000MGA（約 138 ドル）、淡水産魚類は 60,000MGA（約 21
ドル）となっている。総じて海産水産物の方が淡水産に比べて高額に設定されてい
る。この権利使用料金は政府によって毎年発表される。また、集荷の度に集荷地の
自治体と県に対して集荷量に応じた手数料を納付するとともに、所属する県の水産
事務所へ県外出荷票の提出が義務付けられている。この出荷票には、県外へ出荷す
る水産物の品目、水産物の状態、重量、金額および出荷先が記載されており、出荷
票は県水産事務所で流通データとして集計される。  
 一方、県レベルの認可は「域内仲買証明証（Carte de Mareyeur）」と呼ばれる。集
荷許可証と大きく異なる点は流通範囲の違いである。この認可の範囲では、県境を
越えた水産物の輸送は禁じられており、主に県内流通を担う資金力の小さい小規模
仲買人がこれを保有する。年間の権利使用料は、集荷許可証のそれに比べて低額に
設定されておりイセエビは 60,000MGA（約 21 ドル）、魚類は 20,000MGA（約 7 ド
ル）となる（表 2－2 参照）。   
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注：  
                                                   
1) 吉田彰（2013）「植物－多様性と固有性－」，飯田卓、深澤秀夫、森山工編『マダガス
カルを知るための 62 章』，pp.33－36 
2) ユベール・デシャン・木村正明訳「マダガスカル」（1989），白水社，pp.15-16．  
3) 蟹江康光、蟹江由紀「地形と景観－中央高地と東海岸部・西海岸部－」，飯田卓、深澤
秀夫、森山工編（2013）『マダガスカルを知るための 62 章』，pp.23－27 
4) 2014 年時点の人口。毎年 2.7 万人規模で人口が増加しており、2011 年：973,216 人、
2012 年：999,894 人（+26,678）、2013 年：1,027,110 人（+27,216）、2014 年：1,054,958
（+27,898）で推移している。マダガスカル国立統計研究所（ INSTAT： Institut 
National de la Statistique）のウェブサイト参照。
（https://www.instat.mg/madagascar-en-chiffre/：2017 年 5 月 2 日アクセス）  
5) 斉藤千映美（1999）「2 マダガスカルの原猿類」，山岸哲編『マダガスカルの動物‐そ
の華麗なる適応放散‐』，pp.28. 
6) アロチャマンゴロ県水産事務所の内水面漁業生産量低下に関するレポートによる。
Le direction Régional de la Pêches et des Ressources Halieutiques  Alaotra 
Mangoro（2011）“Les Pressions Liees a la Baisse de Production du lac Alaotra 
selon la DRRPH AlMan”  
7) このことは、Moreau, J.,（1979a）や Ferry et al., (2009)に詳しい。Moreau, J.,
（1979a）“Essai d’application au Lac Alaotra (Madagascar) d’un modèle d’étude 
des pêcheries pour les plaines d’inondation intertropicales”  Cahiers ORSTOM 
series Hydrobiologie, 13 : 1-2, pp.83-91．Ferry, L., Mietton, M., Robison, L., and 
Erismann, J., (2009)“Le lac Alaotra à Madagascar –Passé ; présent et futur”
Zeitschrift fur Geomorphologie 53 (3), pp.299-318. 
8) 2014 年時点の人口。毎年 2 万人規模で人口が増加しており、2011 年：757,714 人、
2012 年：778,485 人（+20,771）、2013 年：799,675 人（+21,190）、2014 年：821,356
（+21,681）で推移している。マダガスカル国立統計研究所（ INSTAT）のウェブサイ
ト参照。（https://www.instat.mg/madagascar-en-chiffre/：2017 年 5 月 2 日アクセス）  
9) 財団法人海外漁業協力財団（2000）「マダガスカル共和国エビ漁業による混獲魚類の
有効利用に関するプロジェクト総合報告書（漁場開発・流通振興総合協力事業）」，
pp.17. 
10) 国際協力事業団、オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・コンサルタンツ株式会
社（2000）「マダガスカル共和国マジュンガ水産流通施設整備計画基本設計調査報告書」，
pp.25 
11) 国際協力事業団、オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・コンサルタンツ株
式会社（2000）前掲書，pp.34．  
12) Griffith J.F. and R. Ranaivoson (1972)“Madagascar.” , In J. F. Griffith (ed.), 
『Climates of Africa (World Survey of Climatology 10) 』 , Elsevier Publishing 
Company, Amsterdam, pp. 461-499. 
13) Pichon M. (1972) “The Coral Reefs of Madagascar.” , In R. Battistini and G. 
Richard-Vindard (eds.) 『Biogeography and Ecology in Madagascar』 , Dr. W. Junk 
B. V. Publishers, Hague, pp. 367-410. 
14) 飯田卓（2003）「マダガスカルにおけるサンゴ礁漁業の過去と現在‐自律的資源利用の
展望－」，岸上伸啓編『海洋資源の利用と管理に関する人類学的研究』，国立民族学博
物館調査報告 46，pp.345₋369 
15) Fonds African de Développement, Rapport d’Evaluation  ; Madagascar Projet 
d’appui aux communautés de pêcheurs (PACP) de Tulear (2005), pp9 
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16) 2014 年時点の人口。毎年 3 万人強の人口増加を示し、2011 年：1,247,663 人、2012
年：1,281,865 人（+34,202）、2013 年：1,316,756 人（+34,891）、2014 年：1,352,456
（+35,700）で推移している。マダガスカル国立統計研究所（ INSTAT）のウェブサイ
ト参照。（https://www.instat.mg/madagascar-en-chiffre/：2017 年 5 月 2 日アクセス）  
17) ユベール・デシャン・木村正明訳「マダガスカル」（1989），白水社，pp.22－29 
18) 森山工（1996a）「招かれざる自画像－マダガスカルにおける文化的統一性をめぐる言
説」，民俗学研究，61（1），pp.81－104．  
19) 飯田卓（2008）「海を生きる技術と知識の民族誌－マダガスカル漁撈社会の生態人類学
－」，世界思想社，pp.45－46．  
20) 韓国企業に 1.3 万㎢を 99 年間無償で賃借する協定を締結したとされる。高畑由起夫
（2001）ウェブページ「マダガスカルをめぐる話題：大統領選挙と韓国企業」
（http://kg-sps.jp/blogs/takahata/2011/10/06/5956/を参照。2017 年 4 月 22 日閲覧） 
21) 外務省「政府開発援助（ODA）国別データブック 2012 [39]マダガスカル」
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/kuni/12_databook/pdfs/05 -39.pdf
を参照。2015 年 5 月 17 日閲覧）  
22) 外務省，『マダガスカル共和国（Republic of Madagascar）基礎データ』
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/madagascar/data.html を参照。2017 年 6 月 1
日閲覧）  
23) IMF 2015 年。  
24) 国際協力事業団、オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・コンサルタンツ株式会
社（2000），『前掲書』pp．4．  
25) 飯田卓（2008）『前掲書』．  
26) 外務省（2006）「第 2 章 マダガスカル政治経済社会の情況と開発課題」，『平成 18 年
度外務省第三者評価 マダガスカル国別評価』，pp.7．  
27) マダガスカル政府は、中央高地でのコイ・ティラピア内水面養殖普及の実施や、マン
グローブ域を利用したゴマフエダイ  Lutjanus argentimaculatus の海面生簀養殖を
計画している。  
28) 外務省「前掲 21」  
29) FAO（1992）“PECHES et AQUACULTURE à MADAGASCAR BILAN DIAGNOSTIC”，
（http://www.fao.org/3/contents/72b10b73-9195-52d5-9980-f403530c38ae/AB836F0
0.htm の『Conclusions générales』を参照。2017 年 6 月 6 日閲覧）  
30) IOTC（2009）「LA PECHE A MADAGASCAR」，pp.4．  
31) ピローグとは刳り船の縁に板を接いで舷側を高くし、右側に舷外浮材を備えたシング
ルアウトリガー式のものを指す。（Hornell 1920; Faublée and Faublée 1950; 飯田
2000）  
Faublée Marcelle et Jacques Faublée（1950）“pirogues et Navigation chez les Vezo 
du Sud-Ouest de Madagascar”L’Anthropologie 54、pp.432-454 
Hornell James（1920）“Les Pirogues à Balancier de Madagascar et de l’Afrique 
Orientale”La Géographie 34、pp.1-23 
飯田卓（2000）「インド洋のカヌー文化－マダガスカル沿岸漁民ヴェズの村から」尾
本惠一・濱下武志・村井吉敬・家島彦一編『海のアジア 2 モンスーン文化圏』、岩波書
店、pp.181₋207 
32) 飯田卓（2010）「ブリコラージュ実践の共同体‐マダガスカル、ヴェズ漁村におけるグ
ローバルなフローの流用－」，文化人類学  75/1，pp.60－80．  
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図 2-1 内水面漁業生産地と主要河川 
 出所：水産物流通業者組合の聞き取り調査をもとに作成  
 
図 2-2 マダガスカルの年間降水量（㎜） 
 出所：山岸哲編（1992）「マダガスカルの動物」をもとに作成  
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表 2-1 マダガスカル主要経済指標および概況一覧 
 
出所：(1)外務省 , 2016 (2)世銀 , 2015 (3)IMF, 2015 
  
項目  内容  出典  
国 土 面 積  58,7 万  km2  (1) 
人 口  2,424 万人 (2015) (2) 
人 口 増 加 率  2.8％  (2) 
首 都  アンタナナリボ  (1) 
主 要 言 語  マダガスカル語、フランス語  (1) 
主 要 宗 教  キリスト教 41％、伝統宗教 52％、イスラム教 7％  (1) 
G D P 95 億  US ドル (2015) (3) 
G D P 成長率  3.4% (2015) (3) 
G N I ／ 人  420 US ドル  (2014 年) (2) 
貧 困 率  75%(2005)  75.3%(2010) (2) 
主要貿易品目 輸出：ニッケル、バニラ、丁字   
輸入：資本財・原料、燃料、消費財、食料   
(1) 
主 要 貿 易  
相 手 国  
輸出：仏、米、南ア、ノルウェー、ベルギー  
輸入：中国、フランス、バーレーン、インド   
(1) 
対 日 貿 易  輸出：166.5 億円 ニッケル、香辛料類、魚介類、衣類  
輸入：17.9 億円 輸送用機器  
(1)  
要 援 助 国  日本(190.73)、仏(78.98)、米 (55.87)、独 (14.00)、ノルウェ
ー(13.77) 
(2011 年、単位：100 万ドル) 
(1) 
通 貨  アリアリ (1 ドル＝約 2940 アリアリ ) (1) 
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図 2-3 マダガスカルの GDP（US ドル）の経年推移 
 出所：世界銀行統計資料をもとに作成  
 
 
 
図 2-4 マダガスカルの経済成長率の推移 
 出所：世界銀行統計資料をもとに作成 
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図 2-5 マダガスカル一人当たりの国内総生産量（US ドル）の推移 
出所：世界銀行統計資料から作成  
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図 2-6 マダガスカル人口の推移 
出所：世界銀行統計資料から作成  
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図 2-7 食用魚介類一人当たりの供給量 
（世界平均、アフリカ、後発開発途上国、マダガスカル）  
出所：FAO「Food balance sheets」データベースより作成  
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図 2-8 マダガスカルの水産物生産量の経年変化 
出所：FAO「Fish Stat J」データベースより作成  
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図 2-9 漁業及び養殖生産に占める漁業形態別の構成 
出所：マ国水産資源省『PSAEP』付属資料「Lettre de Politique BLEUE Annexe 2014 
‐Situation de référence－」より作成  
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表 2-2 水産物流通許可制による品目ごとの権利使用料金 
 
注 1）ドル換算レートには「農畜水産セクタープログラム（PSAEP）」で採用されている
1USD＝2,900MGA を使用した  
 
出所：*は水産資源漁業省および外郭団体の流通組合事務所における聞き取り調査をも
とに作成。  
   **は水産資源漁業省の提供資料（NOTE SUR LA SENSIBILISATION DES 
REGIONS, 2009)をもとに作成  
区分 品目
年間権利使用料
（MGA)
ドル換算（注1）
（USD）
イセエビ 1,995,000 688
タコ 1,680,000 579
ナマコ／サメおよびフカヒレ／シラ
スウナギ
1,600,000 552
カニ 1,550,000 534
エビ 1,500,000 517
海藻／イカ 1,260,000 434
貝類 1,200,000 414
魚類の内臓・皮／観賞魚／クラゲ／
貝類／フネガイ科（貝）／その他特
別に指定された種類
860,000 297
ハゼの稚魚 660,000 228
魚類 400,000 138
ヌマエビ／ニシン科の稚魚／カキ／
ミミガイ科（貝）
175,000 60
ウナギ（地域によって異なる） 80,000～120,000 28～41
テナガエビ 120,000 41
魚類 60,000 21
カエルの脚 80,000 28
その他（ヌマエビ・カダヤシ・ザリ
ガニ等）
40,000 14
品目
年間権利使用料
（MGA)
ドル換算（注1）
（USD）
イセエビ 60,000 21
エビ／ナマコ／フカヒレ／タコ 40,000 14
カニ／イカ／魚類／海藻／
ハゼの稚魚／シラスウナギ／カキ／
ヌマエビ／ニシン科の稚魚
20,000 7
海産物
淡水産物
集荷許可*
1USD＝2,900MGA
域内仲買許可**
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第 3 章 マダガスカルの水産政策 
 
第 1 節 課題 
 
1960 年代は「アフリカの年」といわれたようにアフリカの旧植民地は次々に独立
を果たした。発展途上諸国の政策の基本は、宗主国の意向に左右されることもない
自らの選択による経済発展の道 1)が発展途上国における自立化への第一歩である。
1960 年にフランスの植民地支配から独立したマダガスカルは、自立的な選択による
国家形成に取り組み、経済力強化を実現するための国家政策を打ち立ててきた。し
かし、その内実は弱体な政権基盤によって継続的な政策実施の安定性を欠き、国内
経済は幾度も停滞時期に陥った。発展途上国の発展のために「良き統治（Good 
Governance）」が不可欠と考えられているが、発展途上国の発展のためになされた
多くの支援が必ずしも有効に機能しなかった背景に、この良き統治の欠如があった
と考えられる2)。マダガスカルにおいても、独立後半世紀以上が経過しているが、政
策の実施を国内経済の発展に自立的に結び付けるには未だ困難な局面にある。  
 マダガスカルの農畜水産分野は GDP の約 26%を占め、また同分野は国民の約 82%
が従事する基幹産業 3)である。5 年間に及ぶ暫定政権統治から脱却し、民主的で憲法
手続きに則ったプロセスによって発足した現政権では国家発展のための政策、国家
開発計画（PND 2015-2020）4)および実施計画（PMO）が策定された。その中で、
人口の増加と累積する貧困問題に対処するため、食料自給力強化を軸とする食料安
全保障を確立するため、同分野の開発を経済成長戦略セクターの一つとして取り組
んでいる5)。農畜水産分野の開発指針となる政策は、同じく 2015 年に策定された「農
畜水産セクタープログラム（PSAEP 2015-2020）」である。本プログラムには、同
分野に対する開発指標や重点分野に対する開発指針、予算措置が明記されている。  
 すでに述べた通り、不安定な政権運営は経済の不活化を招き、マダガスカルの国家
財政は年間予算の約半分が、財政支援を含む国際機関や外国ドナーからの援助に依
存せざるをえない状況である 6)。自立的国家形成を模索しながらも、先進諸国の援助
介入なしではその実現は難しい。しかし、先進諸国による水産分野に対する支援は、
同国における基盤整備に寄与し、水産開発に一定の効果をもたらした。インド洋上
にある島国であるマダガスカルは、広大な排他的経済水域を有し水産資源は重要な
外貨獲得のための輸出財として、生産されている。また、現在では海洋環境との共
生と持続的な資源利用を目指した地域共同体による資源管理が注目されている。こ
のように、日本を含めた国際援助機関による協力は、マダガスカルの水産開発に大
きな役割を果たしてきたと言える。これまでに実施された援助の動向を把握するこ
とは、マダガスカルを中心とした先進諸国との関係性を明らかにするとともに、同
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国の自立発展を企図した水産協力の在り方を考えるうえで、今後、支援が必要とさ
れる要素の抽出に迫ることができる。  
 本章では、国家形成の基盤である政策の内容を解釈し、同国の水産業に対する政府
の開発の方向性を明らかにすることを課題とする。また、これまでにマダガスカル
政府が実施した水産分野に対する他国からの援助を整理し、今後の同国において必
要とされる水産分野の協力のあり方を検討する。  
 
第 2 節 水産分野における国家開発指針の分析 
 
2-1 農畜水産セクタープログラム（PSAEP）の構造 
 
 アフリカ連合7)は、2003 年アフリカにおける農業開発の枠組みである「包括的アフ
リカ農業開発プログラム（CAADP）」8)を設けた。このプログラムは、アフリカ全地
域の農業開発の指針と位置付けられており、2013 年に横浜で開催されたアフリカ開
発会議（TICAD V）9)において合意された横浜行動計画 2013₋2017 でも、日本のア
フリカに対する農業分野協力の指針とみなされていることが強調されている。マダ
ガスカルは CAADP を基盤とした自国の農畜水産業の現状と国家開発計画との整合
性を持つ「農畜水産セクタープログラム（PSAEP）」を 2015 年に策定している。当
プログラムは 2015 年以前に前段階となる同様の開発指針が存在していたが、現在の
政権発足とともに内容を見直し、マダガスカルの水産分野に関する開発指針として
はこれが唯一で最新の内容であると認識している。当プログラムは実施計画に従っ
て期間を 3 分割にし、2014～2016 年を政治的危機からの脱却期間、2016～2020 年
を実施期間、2020～2025 年までをクロージング期間と定めている。2017 年現時点
は、第 2 期における初期の実施段階である。  
 PSAEP は 5 つの開発課題によって構成されており、それぞれのプログラムがサブ
プログラム／コンポーネントを有し、それらがツリー状に展開されている。5 つの開
発課題は以下の通りである。  
 開発課題 1：合理的かつ持続的な生産場と資源の利用  
 開発課題 2：持続的な生産性の向上と競争力のある生産体制の推進  
 開発課題 3：食料安全保障・栄養改善等のリスク低減への貢献  
 開発課題 4：国内市場へのアクセス向上と輸出の再構築  
 開発課題 5：ガバナンス体制の向上と人材の能力強化  
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2-2 PSAEP における水産開発の位置付け 
 
 PSAEPの成果により達成が期待される上位目標として次の 2点が挙げられている。
1 点目は、農畜水産セクターの成長率を現状の 2.6%から 2025 年までに 6%まで上昇
させる、経済成長への貢献。2 点目は、1 日 1.25 ドル以下で生活する貧困ライン 10)
で生活する国民の割合を現状の 82%から 20%に削減する、貧困削減への貢献である。
PSAEP には 2020 年及び 2025 年時点の達成目標が、具体的な数値目標で掲げられ
ている。本節では、各開発課題に関わる具体的な項目とその数値目標を抽出して整
理する。PSAEP には水産分野単独の目標の他に、農畜水産 3 セクターに跨った目標
として扱われている項目もある 11)。ここでは、議論の焦点を明確にするために水産
分野の開発に関わる項目のみを説明文等から判断して抽出し区別した。また、2017
年 2 月～3 月に行った現地調査にてマダガスカル国水産資源漁業省や関係機関から
の聞き取り調査、現状視察にて得られた各種情報を開発課題別に整理する。  
 
開発課題 1：合理的かつ持続的な生産場と資源の利用  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  
2025 年までの  
目標値  
①  投資エリアにおける農畜
水産分野の土地証明書の
発行数  
発行無し  85000 185000 
②  マングローブ面積   200ha 500ha 10000ha 
③  海洋保護区の設置  8  50 
④  IUU 漁業対策    
・監視体制の強
化  
・取締船の配備  
⑤  内水面流域の持続的な利
用と管理  
34500ha  200000ha 
 
現状：  
マダガスカル国水産資源漁業省の聞き取りでは、5 つの開発課題のうち開発課題 1
「合理的かつ持続的な生産場と資源の利用」を特に重点的項目として取り組んでい
ることを強調している。  
北・西海岸沿いの塩性湿地には総面積 520 ㎢のマングローブ域が広がっている。
そのうち、156 ㎢の範囲は養殖に適した環境であるとされている 12)。マングローブ
域は稚魚期における魚類の保育場や水生生物の再生産の場として海洋生態系を支え
る重要な機能を有すると同時に、エビやカニ、貝類等の底生生物の採集場所として
伝統漁業者にとっては貴重な漁場でもある。また、伝統漁業で使用する漁業者各自
のピローグは地先の浜に係留されるが、マングローブ林に囲まれた波風の穏やかな
場所が適している。マングローブ域の健全な生育は沿岸の伝統漁業者にとって、生
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業や生活を維持するために不可欠である。しかし、マダガスカル全域で問題とされ
ている深刻な森林減少はマングローブ域にも及んでいる。燃料源の調達を目的にし
たマングローブの伐採が行われており、生活インフラの乏しい地域住民が生活を維
持する術として地域の資源を利用している行為は、海洋エコシステムの崩壊を招く
一因になりかねない。この事態を解決するために、環境 NGO やマダガスカル政府に
よる海洋生態系の保全活動が、北部地域（ヌシベ：Nosy be）と南部地域（トゥリア
ラ：Toléar）を中心に実施されている。  
Rocliffe S らの報告13)によると、マダガスカルには 8 か所の海洋保護区および 34
箇所の自主ルールによる管理海域 14)が設定されている（図 3－1 参照）。海洋保護区
が設定されている北西部の観光島であるヌシベでは、NGO と水産資源漁業省ヌシベ
地方事務所が協力して、保護区域の周知や漁業規制の内容等の啓発活動を地域住民
に対して行っている。また、南部の漁村では、地域住民主体による保護海域の設定
を行い、自主ルールによる資源管理が行われた結果、地域の重要な産品であったタ
コの資源回復に成功した例も報告されている。保護区域の設定は水産資源管理に有
効であると同時に、観光資源として地域の魅力向上に貢献している。保護区域周辺
は豊かな海洋生態系と美しい景観から観光地としての魅力も高いが、過度な観光開
発が行われないように、NGO の支援を得ながら地域住民による漁業と観光業のモニ
タリング活動が行われている。海洋生態系を持続的に利用する漁業と観光業との適
度にバランスのとれた開発が、住民の自主性をもって実践される試みが見られる。  
昨今、国際的に重要性が高まっている IUU 漁業対策に関しては、自国の水産資源
を適切に管理し持続的利用に資するために、監視体制の強化や関連法整備によって
制度を構築する必要がある。外国船による水産資源の違法な搾取の問題は、報道 15)
でも度々問題視されており、早急な対策が必要である。  
 
開発課題 2：持続的な生産性の向上と競争力のある生産体制の推進  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  
2025 年までの  
目標値  
⑥  農畜水産セクターの生産
量の増加率  
2014 年  1.2 倍  1.3 倍  
⑦  独立採算制をとる主要生
産団体の割合  
5％  40％  100％  
⑧  行政サービスへのアクセ
スを有する生産者の割合  
10％  30％  50％  
⑨  新しい技術を導入した生
産者の割合  
5％  20％  40％  
⑩  FAD’s を利用する漁村の
数  
60 320 600 
⑪  資源量が明らかになる魚
種の数  
1 8 12 
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現状：  
 北西部にあるヌシベでは、マグロ・カツオ等の浮魚資源やハタ類、甲殻類等の市場
価値の高い水産資源が豊富に存在し伝統漁業者が多く存在している。伝統漁業者に
対する技術訓練施設として、ドイツ技術協力公社（GIZ、プロジェクト実施当時は
GTZ）は伝統・小規模漁業育成プロジェクト（Promotion de la Pêche Maritime 
Traditionnelle et Artisanal）を 1989 年に実施し、1990 年より漁業技能学校（Ecole 
Formation de Pêcheur）を運営していた。漁業者に対する漁網の仕立てや修理方法
等の漁撈技術トレーニングが行われ、マダガスカル国水産資源漁業局長からのヒア
リングによると当地の漁業者の 70%はこの技能学校で訓練を受け、技能を習得して
いる。地元漁業者や水産関係者の評判は高く、また海外漁業協力財団が 1999 年に実
施した水産業投資環境調査では「小規模な形態で、資金もあまり掛けずに実際に漁
民のために役立っており、理想的な形の支援であるように思えた。」と報告している
16)。2008‐09 年に閉鎖に至るが、現地の関係者からのヒアリングでは漁撈技術向上
を行うトレーニング施設に対する地域のニーズは高く、類似するような施設の設置
を要望する声が多く聞かれた。  
マダガスカルにおいて総漁獲量の半数以上を占める伝統漁業は、使用されるピロ
ーグの性能から漁場が距岸 10 キロ以内の範囲に集中することや、新規漁業就業者の
増加により、沿岸域資源に対する漁獲圧が高まっている。沿岸域に過密する漁獲圧
を分散させ、また未利用資源や新規漁場の開拓を目的とし、マダガスカル国政府は
沖合域への人工魚礁の設置を進めている。過去に導入試験として、南西部トゥリア
ラ沖合に AfDB の支援で 18 基、北西部マジュンガ（Mahajanga）沖合にヨーロッパ
連合（EU）の支援で 20 基の人工浮漁礁（FADs）を設置したが、漁業者への魚礁効
果の周知が不徹底であり、積極的に利用されることは無かった。現在は、ロープや
ブイなどの備品も損失あるいは盗難により紛失してしまったとのことである。しか
しながら、現状のままでは漁獲圧の高まりによって沿岸域の水産資源は過剰に利用
され、いずれ伝統漁業者の漁業活動を支えきれない事態を招きかねない。PSAEP の
開発課題 2 に掲げる目標には 2025 年までに FADs を利用する漁村の数を現状の 60
から 600 に増加させることを目指している。また、漁船の近代化も検討事項に含ま
れており、そのことによって漁場を拡大、拡散させる効果も見込まれている。特に
南西部のトゥリアラ地方では、帰漁するとピローグは湿気による劣化を防ぐために
毎回地先の砂浜へ引き上げられる。そのため、ピローグは軽量であることが優先さ
れるが、木材の密度が低く耐久性が劣り毎年新調せざるを得ない。FRP 船の導入を
含めた将来の段階的な漁具の近代化は、漁業者への操業経費負担を軽減することが
可能になるであろう。関連して、新しい技術を導入する生産者の割合を増加させる
計画であることから、沿岸伝統漁業に対する抜本的な開発支援としても期待される。 
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開発課題 3：食料安全保障・栄養改善等のリスク低減への貢献  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  
2025 年までの  
目標値  
⑫  零細生産者の所得向上率  650,000Ar 1.3 倍  1.5 倍  
⑬  国民一日一人当たりの動
物性たんぱく質の摂取量
（畜水産）  
17.21g 29.33g 39.18g 
⑭  複数の収入源をもつ生産
者の数  
132,500 5 倍  10 倍  
 
現状：  
ミレニアム開発目標（MDGs）で定義された指標である 1 日 1.25 ドル未満で生活
する貧困層の割合は 2010 年が 87.7%であり、1993 年の 67.1%17)と比較しても貧困
層が拡大している。その割合を 2025 年までに 20%まで削減することを政府は開発
目標として掲げている。水産分野における貧困層は、約 7 万人が従事しているとさ
れる伝統漁業者であり、限られた現金獲得手段しか持つことが出来ない人々が多く
を占めている。更に、農業や畜産業とは異なり、短期間での現金獲得が可能であり
少額の初期投資で始められる零細な形態の漁業には新規参入者が集まりやすく、沿
岸資源への漁獲圧は増す傾向にある。水産資源漁業省は沿岸零細・伝統漁業者振興
への対策をとりわけ強調しているように、彼ら貧困層への支援が必要であることは
明白である。  
零細・伝統漁業者振興は、特に援助機関によって行われている。南西部のトゥリ
アラ地方では、AfDB による荷捌き場の供与が沿岸漁村 14 か所で行われた。漁獲物
の洗浄や選別、計量ができる機材や大型冷蔵ストッカーが設置されたものの、調査
時点では施設の管理主体が不明なために維持が出来ず電力の供給が止められてしま
っていた。  
EU は特に貧困率の高い南部地域での簡易な水産加工技術プロジェクトを行って
おり、現地語で書かれた漁獲後の鮮魚の取り扱い方法や燻製加工技術のガイドブッ
クを配布している。鮮魚の取り扱いおよび加工技術の改善による、販売収益の増加
と過剰漁獲物の有効利用に貢献する活動を行っている。  
零細漁業者の副次的な収入源の創出手段として、NGO や GIZ が漁業者の自発的な
行動による収入創出を支援している。トゥリアラ沿岸部で行われているのは、NGO
が地元水産会社とタイアップして支援するナマコ・海藻養殖である。種苗の確保や、
収穫物の販売先として水産会社と連携し技術移転もなされることから、漁業者と水
産会社の双方にとって利益のある事業である。他方、内陸部ではコイやティラピア
を対象とした内水面養殖プロジェクトが NGO によって行われている。人口増加に対
応するため、政府は農畜水産分野の成長率を現行の 2.6%から 2025 年までに 6%まで
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向上させ食料安定保障を課題としている。その中でも養殖分野への期待度は高く、
零細漁業者への副次的な収入源であるとともに国内の食料供給に養殖業が寄与する
こととして、開発課題 3 の達成はマダガスカル国の開発目標に特に重要な要素であ
り、援助機関との連携・協働も成果の発現には不可欠であろう。  
 
開発課題 4：国内市場へのアクセス向上と輸出の再構築  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  
2025 年までの  
目標値  
⑮  インフラ整備などの整っ
た市場の数の増加率  
2014 年  2 倍  3 倍  
⑯  輸出金額の増加率  2008 年  1.5 倍  2 倍  
⑰  輸出量の増加率  2008 年  1.5 倍  2 倍  
⑱  水産物流通改善に寄与す
る卸売市場の数  
現状不明   3 
⑲  国際市場への輸出品目  19 29 50 
⑳  地方の女性グループリー 
ダーの能力強化  
50 300 750 
 
現状：  
最大の人口を抱え、消費規模の大きな首都のアンタナナリボ（Antananarivo）に
は、アンタナナリボ市が管理する水産市場があり、小売人が一般消費者やレストラ
ン向けに鮮魚を販売している。1／3 の小売人が海産魚を扱い、2／3 が淡水魚を扱っ
ている。海産魚は北西部マジュンガ産がほとんどであり、淡水魚は中央高地に位置
しているアロチャ（Alaotra）湖、イタシ（Itasy）湖、ミアンドリバッズ（Miandrivazo）
が主要な生産地である。また、アンタナナリボ市内にある民間の鮮魚店は海外漁業
協力財団（OFCF）によるプロジェクトとの連携で東部トアマシナ（Toamasina）産
の鮮魚や冷凍魚を販売している。このように、首都アンタナナリボに流通する海産
水産物は、北部と東部からの流入が多く、南部地方で漁獲された水産物は広域に利
用されていない状況である。水産物の国内市場への広域流通を実現させるためには、
交通インフラ整備や鮮度維持方法等の輸送技術の整備が不可欠であり、そのための
資金投入が必要になるであろう。しかし、最も伝統漁業者数が多く、漁獲魚種の豊
富な南部地方の水産物を有効に利用するための水産物流通網の構築は、国民へのた
んぱく供給や食料安全保障の面から重要な課題である。  
 次節で詳細を後述するが、マジュンガ市には 2000 年に日本の水産無償資金協力で
供与したマジュンガ水産流通センターが稼働している。冷蔵・冷凍施設および冷凍
車のリース事業を地域の仲買人や水産会社に対して提供しており、国内の水産物流
通の促進とマジュンガ地域の水産関連業者への貢献が高く評価され、流通施設とし
て重要な機能を果たしている。北西部のヌシベや南西部のトゥリアラにも日本の水
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産無償資金協力による冷蔵・冷凍施設機材の供与実績がある。こちらはマダガスカ
ル政府への引渡し後、現在は地元の民間水産会社が政府と賃借契約を交わして使用
している。古いもので 1981 年に供与された冷凍機器が現在でも稼働しており、無償
資金供与による機器の耐久性の良さは認知され、日本の支援への技術的な信頼性は
いずれの場所でも高く評価されている。  
このような状況の中、沿岸零細漁業において国内市場へのアクセスを向上させる
ことは水産資源漁業省が強調する零細・伝統漁業振興に繋がる方策である。水産物
流通における“貯蔵機能”と“輸送拠点化”の強化による流通網の整備は、地域産
業の活性化に寄与すると考えられる。  
 
開発課題 5：ガバナンス体制の向上と人材の能力強化  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  
2025 年までの  
目標値  
㉑ 国際規格に準拠する権威
当局の数（水産検疫）  
1 3 3 
㉒ 職員の地方分散（中央 /地
方）  
60/40 40/60 15/85 
㉓ 農畜水産省全職員に対す
る技師の割合  
30％  50％  75％  
㉔ 中央及び地方の官庁施設
の建設 /リハビリ  
現状  50％  100％  
㉔ 農畜水産省統一のモニタ
リング・評価システムの構
築  
2025 年までに策定  
㉕ 人材育成（プロジェクト管
理、計画立案、モニタリン
グ評価）  
2025 年までに計 3500 人  
  
現状： 
 南西部にあるトゥリアラには 1992 年に設立された水産・海洋科学研究所（IH.SM18)）
が所在し、同国で唯一の水産・海洋を専門領域とする教育研究機関である。運営資
金は政府予算の他、国際食糧農業機関（FAO）、アフリカ開発銀行（AfDB）をはじ
めとする国際機関からの資金援助を受けている。海洋環境科学や水産資源管理研究、
海洋バイオテクノロジー、養殖技術開発等の研究を担っており、水産分野で活躍す
る人材の育成拠点としての役割を果たしている。  
また、開発課題 5 に関連する援助プロジェクトとして、世界銀行による行政能力
強化に関する支援が実施されている。一方、援助機関からの聞き取りでは、水産案
件へのマダガスカル行政側の積極的な自主性と自立性の発揮を要望している。プロ
ジェクト終了後のフォローアップや活動のモニタリングに対する予算措置、またガ
イドブック等の成果物を他の地域や他プロジェクトに活用させる等の水産開発に対
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する強いイニシアティブが求められている。現地側の自発的な態度によって援助プ
ロジェクトの効果を相乗的に波及させるため、教育研究機関や行政官の人材を育成
することが重要である。  
マダガスカルの水産行政は人材不足の問題も抱えており、一人の職員が職責を複
数兼任するケースが散見され、特に地方水産事務所ではその傾向が顕著である。そ
の為、漁業者からは求められない漁業監視活動や統計情報の整理業務は疎かになっ
ている。例えばヌシべの水産事務所では事務所長の一人体制で運営されており、漁
業監視活動、事務業務、水産物流通許可の受付業務、地域内水産物流通の監視業務、
技術普及、関係者からの意見聴取等の多岐にわたる業務をこなさなければならない
状況にある。行政能力を向上させるためには、適切な人員の増加と配置が必要にな
る。そして、教育機関と連携して水産開発をリードする自主性を備えた優秀な人材
の育成は、健全な水産政策の実施にとって不可欠である。  
 
2-3 予算配分から見る PSAEP の重点項目の分析 
 
 PSAEP の 5 年間の実施期間で配分された割当予算を（表 3－1）に示す。予算総額
は 92,582 億 MGA（約 3,192 百万ドル、以下、PSAEP で採用している為替レートに
従い 1USD＝2,900MGA で換算）である。年次予算の推移は、2016 年は 10,537 億
MGA（約 363 百万ドル）、2017 年は 13,718 億 MGA（約 473 百万ドル）、2018 年は
18,244 億 MGA（約 629 百万ドル）、2019 年は 22,319 億 MGA（約 769 百万ドル）、
2020 年は 27,763 億 MGA（約 957 百万ドル）となる。殆どのサブプログラムは実施
期間の経過とともに割当予算を増大させており、前半で活動基盤を整備し徐々に本
格的な活動の実行に移行している。開発課題 5「ガバナンス体制の向上と人材の能力
強化」は、PSAEP の実施に中心的なイニシアティブが求められる人的資源の開発と、
効率的な実施のための制度構築となる。PSAEP の運営管理に不可欠な課題内容であ
るため、期間の前半により多くの予算が投入されている。  
 開発課題ごとの予算は、開発課題 1 は 30,504 億 MGA（約 1,052 百万ドル）、開発
課題 2 は 18,948 億 MGA（約 653 百万ドル）、開発課題 3 は 33,115 億 MGA（約 1,141
百万ドル）、開発課題 4 は 8,447 億 MGA（約 291 百万ドル）、開発課題 5 は 1,567
億 MGA（約 54 百万ドル）となる。開発課題 1 と開発課題 3 に対して、それぞれ全
体予算の 33%、36%が割り当てられており、集中的に予算投入が行われ特に重要視
している課題である。開発課題 1 のサブプログラムである「S1-2．資源の保全と集
中的な整備の実施」が主要な課題内容であり、海洋保護区の設置や IUU 漁業対策、
内水面流域の利用と管理が活動に含まれている。また、開発課題 3 は「S3-1．生活
基盤の脆弱性からの克服と栄養改善」が中心的な課題内容となっており食料生産力
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の向上や、食料への容易なアクセス、助成金やマイクロファイナンスの活用による
生産力強化のための設備投資等の活動が実施される。  
 
2-4 PSAEP が水産開発に果たす役割 
 
 先述した通り、PSAEP はマダガスカルにおける水産分野の開発プログラムであり、
水産政策の根幹をなす。マダガスカル国水産資源漁業省が特に優先すべき課題とし
て強調しているのは、“持続的な水産資源の利用”と“沿岸伝統漁業振興”である。
“持続的な水産資源の利用”に関しては、開発課題 1「合理的かつ持続的な生産場と
資源の利用」がその課題内容に合致している。“沿岸伝統漁業振興”については
PSAEP に照らして検討すると、単一課題の達成だけでは問題への対処は難しく、開
発課題を横断的に達成することが有効な解決に向けた対処法であると考える。とり
わけ、開発課題 2「持続的な生産場の向上と競争力のある生産体制の推進」、開発課
題 3「食料安全保障、栄養改善等のリスク低減への貢献」、開発課題 4「国内市場へ
のアクセス向上と輸出の再構築」に対して複合的に取り組むことで、零細な伝統漁
業を構成している多様な要素に対して機能的に作用すると示唆される。  
 以上の通り、PSAEP はマダガスカルにおける水産開発の設計図として重要な指針
を示している。しかしながら、自国の努力だけでは目標値の達成が難しい面もある
ため、援助機関との協働が必要になる。マダガスカルには伝統的に村落や集団の決
まりや掟を定めた“Dina（ディナ）”と呼ばれる社会規範が存在する 19),20),21),22)。Dina
は現在でも地域社会に根付いており、慣習的にマダガスカル人の社会秩序を形成し
てきた。漁村においては地域ごとにその内容は異なるが、北西部のヌシべ島では海
洋資源保護を目的とする漁業規則が伝統的に定められており、例えば、魚毒漁の禁
止やサンゴの採取禁止、サンゴ礁を破壊する漁法の禁止等がある 23)。このように、
地域の伝統的慣習や自然生態系との共生の歴史に裏打ちされた在来知は地域開発に
とって重要な要素と考える。地域特有の多様な営みの維持と政府の開発計画とのバ
ランスのとれた発展を実現させるために必要なのは、何よりも現地人材の自立発展
へのイニシアティブであろう。  
 
第 3 節 マダガスカルに対する水産援助の動向 
 
3-1 開発途上国支援における国際的な水産援助の動向 
 
 2016 年 7 月、国際通貨基金（IMF）はマダガスカルに対して 3 年間にわたる 304.7
百万ドルの融資を発表 24),25)しており、世界銀行や欧州連合、日本も含めた援助機関
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からの協力無しで、自国の力だけで経済発展を推進することは未だ困難な財政状況
である。開発途上諸国の自立的経済の形成において、国際機関の援助を通じた国家
開発への関与は一つの通過点である。本節の趣意は、マダガスカルで実施された国
際機関を通じた水産分野支援の内容を整理し、水産業がマダガスカルの経済および
社会にどのような貢献を期待されているのかを明確にすることである。この問いを
析出するために、まずは水産開発援助の国際的な動向を確認する。 
 漁業先進国では 1970 年代中頃まで、公海自由の原則の下、競うように遠洋漁場の
開発と拡大を進めた。この時代の水産協力は、食料資源として生産量の増大を目的
とする漁業技術や養殖技術の移転、水産関連施設および船舶の供与等を中心とした、
資源開発型が主流であった。領海をめぐる沿岸各国の主張や対立は古くから続いて
いたが、1960 年代のアジアやアフリカ等の各国の独立を契機として、自国が所管す
る海洋資源の排他的管轄権を主張するようになり、世界的な資源利用にかかる権益
の調整に迫られた。そうしたことから、1982 年に第三次国連海洋法会議にて「海洋
法に関する国際連合条約」が採択され、沿岸国の属する 200 海里（約 370 ㎞）以内
の海域を排他的経済水域（EEZ）として規定する国際ルールが定められた。また、
同条約では開発途上国のニーズを踏まえた水産資源の持続的利用と魚介類の生息の
場としての海洋環境に関する調査、監視、教育等の支援の必要性も規定され、はじ
めて資源管理に関する国際協調の重要性が指摘されている。1992 年に開催された国
連環境開発会議（地球サミット）では、世界的な環境配慮の必要性を再認識する機
会となった。水産分野においては資源利用と環境に配慮した取り組みが求められる
ようになり、漁業のあり方が活発に議論された。その結果、1995 年に「責任ある漁
業のための行動規範（Code of Conduct for Responsible Fisheries）」26)が第 28 回
FAO 総会で採択され、グローバルな政策理念として国際社会に定着している。同じ
く 1995 年に FAO で採択された「食料安全保障のための漁業の持続的貢献に関する
京都宣言及び行動計画」では、環境と共存した漁業の持続的発展と食料安全保障へ
の貢献によって世界の貧困緩和に寄与する産業としてその役割が認識された 27)。こ
のような世界的な潮流の中で、環境に配慮しつつ、水産資源利用の持続可能性に重
点を置いた水産資源管理体制の構築や人材育成等のソフト型のアプローチに移行し
ていった。支援対象も行政中心から漁村コミュニティーへと移行したことで、協力
の方法もトップダウン型からボトムアップ型アプローチが中心的手法となった。こ
こ数年の傾向は、地域の潜在的可能性を包括的に含めた「地域開発」として、漁村
コミュニティー全体を対象とし、住民の自発意識による生計向上手段としての水産
開発が行われている 28)。 
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3-2 日本の水産援助の現状 
 
 日本は四方を海で囲まれている自然環境から漁業は日本人にとって欠くことので
きない産業であり、漁業に関する多くの知見の蓄積させてきた。また漁業を含めた
水産業を取り巻く様々な制度を時代の流れに適応させ再構築を繰り返しながら、自
然資源の再生と人間の営みを共存共栄させる経験をしてきた。開発途上国の小規模
で多様な沿岸漁業の形態は、日本漁業の様態と共通点があり、日本の沿岸漁業振興
や水産資源管理のアプローチが開発途上国でも有効であると考えられており、日本
での取り組みや経験を生かした開発支援の在り方が検討されている。 
 日本の政府開発援助として開発途上国に対する水産分野の支援実施は、独立行政法
人 国際協力機構（JICA29)）と財団法人  海外漁業協力財団（OFCF30)）の 2 機関に
よって事業運営されている。JICA の枠組みには、プロジェクト方式技術協力（技術
協力プロジェクト）、開発計画調査型技術協力（開発調査）、水産無償資金協力、草
の根技術協力の 4 スキームがある。このうち水産無償資金協力については、第 4 章
で取り上げる地域流通で取り上げるトピックであるため、協力の仕組みや期待され
る役割については次節で詳述する。JICA の支援は開発途上国の自立発展に資する貢
献を目的としているのに対し、OFCF は日本漁業者の沿岸国水域への入漁を支援し
ている。そのため、当該国の協力要請に対応して、個別専門家の派遣や機材供与を
含めたプロジェクト方式の技術協力を行っている。さらに、沿岸国水域への入漁に
関連した日本漁業者の漁業合弁事業等を促進するために必要な資金の融資を行って
おり、技術協力と融資制度を有機的に連携させることにより、日本漁船の海外漁場
および水産資源の確保を図っている 31)。  
 
3-3 水産無償資金協力の仕組みと役割 
 
 政府開発援助により実施している経済協力の一形態である無償資金協力事業は、
JICA を実施主体として事前調査、実施管理、事後監理まで一貫した運営が行われて
いる。無償資金協力の援助形態は、開発途上国が社会開発のために必要な資機材、
設備およびサービスを購入するために必要な資金を贈与するもので、比較的所得水
準の低い地域を中心に実施されている 32)。国際社会のニーズに対応し、日本のリー
ダーシップ向上に資する政策的効果の側面も期待されている 33)。JICA が実施する無
償資金協力の種類と支援概要は表 3－2 の通りであり、後述する水産無償資金協力も
この枠組みの中に含まれる。水産無償資金協力は、入漁権の確保や日本の遠洋漁業
会社等への支援、あるいは、輸入水産物や遠洋海域での水産資源確保によって日本
国民の水産物需要を満たすという意味合いが色濃く、他の無償資金協力とは異なり、
63 
 
日本側への裨益を強く考慮した外交上の切り札であると言える。無償資金協力の中
で水産無償のみが特定の産業分野への支援を目的としており、このことから日本の
国際協力において水産分野は相手国の経済発展に貢献する支援であると同時に、日
本の国益を確保するために戦略的な外交戦術の一つである。このような構造上の背
景を抱え、日本は水産無償資金の供与を含めて、沿岸開発途上国に対して水産分野
の積極的な支援を実施してきた。排他的経済水域の導入によって、多くの開発途上
国を中心とする沿岸各国は自国の所管する海洋資源の排他的利用権を強く主張する
ようになったことへの対抗策とも言えるであろう。  
 1973 年、政府開発援助予算の中に「水産無償資金協力」が設立され、2011 年末ま
でに約 450 件の事業が実施された。実施対象国で最多はアフリカ地域であり 142 件
である。供与限度額は 1980 年代に 258 億円、1990 年代には 334 億円と他地域と比
べても非常に高い拠出地域となっており、供与総額は 833 億円となる。次いで中南
米の供与総額は 650 億円、大洋州では 439 億円の供与を行っており事業件数は双方
とも 101 件である（図 3－2）。2000 年代以降の日本国内の景気低迷とともに、政府
開発援助予算の縮小に準じて水産無償資金協力事業の妥当性についてより厳しく評
価がされるようになった。旧来は日本の漁業権益と水産資源の確保という目的をも
って実施されてきたが、近年の水産無償資金協力は、開発途上国において経済的弱
者に置かれがちな零細漁民に対する貧困対策分野や、ジェンダー配慮分野に移行し
てきており、必ずしも日本の漁業権益に直接的に資するような案件ばかりではなく
なってきている34)。  
 この援助スキームの設立当初、日本との外交関係が親密なアジアや中南米向けの協
力が多く行われたが、1980 年以降は EEZ の導入による排他的利用管轄権の議論の
高まりによって、日本漁船の遠洋漁業における入漁権獲得の便宜措置として大洋州
やアフリカ地域に向けた協力が加速した。1990 年代は水産無償資金協力案件実施の
ピークであり、漁港や港湾設備等の生産基盤、水産物流通・加工設備、水産分野の
研究施設、漁業調査・訓練船の建造、漁業用資機材の調達等の生産性向上を目的と
する幅広い支援が行われてきた。また援助の相乗効果を狙い、技術協力プロジェク
トとの連携による専門家派遣や研修生の本邦受け入れ 35)、供与資機材の保守管理指
導を行い、相手国の自立的な運営を目指した息の長い協力が続けられてきた。この
ように、水産無償資金協力は漁業が重要な経済セクターである開発途上諸国に対し
て、生産基盤と社会基盤の構築に効果を上げ、経済活動を牽引する基盤整備に寄与
してきた。それと同時に、日本の国益を確保する外交ツールとしての役割も果たし
ている。  
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3-4 日本によるマダガスカルに対する水産援助 
 
 日本政府の政府開発援助として JICA と OFCF がマダガスカルに対して実施した水
産協力の実施状況を表 3－3、3－4、3－5 にまとめる。  
 水産無償資金協力案件は 7 件が実施されている。1980 年から約 10 年間は、沿岸零
細漁業の振興を目的として、沿岸漁業が盛んな地域に対し漁船や資機材の供与を行
っている。その対象地域は、北部から東部、南部にかけて沿岸部の幅広い地域で実
施された。この時に供与された冷蔵・冷凍設備のいくつかは、現在でも民間会社が
マダガスカル政府とのリース契約の下で使用している。1998 年以降は、協力の対象
をエビ関連事業に集約させていき、エビ養殖振興を目的としたエビ種苗生産施設や、
エビトロール漁業による混獲魚の有効利用を目的とした水産流通センターの建設な
どハード面の基盤整備を実施した。そして施設整備と同時に、適正なエビ養殖技術
の移転と現地人材の能力強化を図る技術協力プロジェクトを実施している。この頃
から、生産性の強化を狙った漁業開発支援から、非漁業従事者も含めた漁村住民の
生活の質を向上させる農村開発へと支援課題をシフトさせていった。2011 年にはエ
ビ種苗生産施設と同じ施設を利用した、ティラピア養殖普及プロジェクトが実施さ
れ、プロジェクト実施地域の全住民を対象として、簡易で一般化した技術を広域的
に普及させることによって住民の自主性を尊重する地域開発が目指されるようにな
った。技術協力プロジェクトは以上の 2 件が実施されている。また、2003～2006 年
にはマダガスカル国水産資源漁業省に個別専門家が水産行政アドバイザーとして派
遣され、相手国政府の行政能力の強化支援が行われた。  
 OFCF による支援は漁業開発あるいは、漁業者および水産関連事業者に直接的に裨
益するような協力内容が中心である。それは OFCF の拠出予算は水産庁所管である
ため、日本の漁業権益の確保を目的としていることがより強く反映されているため
である。マダガスカルは 2008 年の政治動乱によって国際機関からの支援が滞ったが、
OFCF も 2008 年に実施した拠点整備事業以降は協力を一時中断している。その後、
民主的手続きによって発足した政権によって国際社会への復帰を果たしたことで、
OFCF も援助を再開している。水産無償資金協力によって日本政府が供与した製
氷・冷凍関連施設の修復が 2014 年および 2015 年に実施されている。  
 
3-5 他援助機関によるマダガスカルに対する水産援助 
 
 水産分野への支援を実施した日本以外の援助機関とその支援内容を表 3－6 に示す。
援助実施機関は、アフリカ開発銀行（AfDB）や欧州連合（EU）、世界銀行（WB）
等比較的数は限られている 36)。近年の動向は、海洋環境保全に焦点を当てた支援活
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動が活発化している。海洋保護区が設定されている北部海域や、長大なサンゴ礁が
分布する南西海域を中心に、地域住民に対する保護区の啓発活動や、沿岸漁業によ
る過度な資源圧力を緩和させる為に沿岸零細漁民に対して漁撈活動以外の副次的な
収入源の創出を支援する活動が EU や AfDB によって行われている。環境保全分野
は、援助機関だけではなく国際環境 NGO が介入するケースも多く見受けられ、この
ような NGO の活動は長期間でのプロジェクト実施が可能となり、地域に密着した活
動を展開している。南部地方は著しく降雨量の少ない地域であり、旱魃等の自然要
件による影響で農作物の収穫が不安定な土地である。世界銀行（2012）の調査報告
によると住民に占める最貧困層の割合が約半数を占め 37)、慢性的な食糧不安に陥る
貧困地帯である。EU はこの地域を対象に、零細漁民が実践可能で簡易な水産加工技
術の普及と適切な漁獲後処理による商品価値の維持を目的にしたプロジェクトを実
施している。また、政府は養殖による食糧増産を食料安全保障に寄与する方策とし
て重要視しており、農村開発の一環として内水面養殖普及支援が特に中央部で盛ん
に実施されている。これらの分野には、JICA や EU、ドイツ技術公社（GIZ）が参
画している。 
 水産開発を実施する援助機関は分野別ドナー会議によって相互の協力連携を図っ
ている。ドナー会議を経て開かれるマダガスカル国水産資源漁業省との協議の場で、
水産分野に対する開発方針の合意形成がなされる。 
 
第 4 節 小括 
 
 2013年に開催された TICAD V では、今後のアフリカにおける協力方針を定めた「横
浜行動計画 2013-2017」において、セクター別課題の「農業」の項で、食料および
栄養安全保障の観点から農業開発とともに持続的な漁業および養殖業の拡大に対す
る取り組みの重要性が言及されている 38)。  
 また、開発協力大綱の中には、協力相手国の自助努力支援と自立的発展を尊重し、
開発途上国と日本が相互に成長し発展する関係を築いていく方針を打ち出している。
アフリカ地域は豊富な天然資源を保有することから今後の成長に大きな期待がかけ
られている。その一方で貧困度は依然として高く、首都と地方の経済格差は拡大し
ている。富の偏在を解消するため、地域資源を国家の発展に有効に活用するための
支援が必要である。  
 開発途上国の水産セクターは利用資源の特性、セクターの構造、漁業者の社会的・
文化的背景の多様性が高い。こうした多様性に対応するためには、支援方策にいか
に豊富な選択肢を用意できるかが重要である 39)。  
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 開発途上国における水産業は、食料供給、就業機会の創出、現金収入といった観点
から重要な産業であるが、資源管理の不備や環境の悪化による資源の減少や枯渇と
いう問題をあわせもち人間活動と資源利用の調和が必要不可欠な産業分野である。
特に、沿岸域においては慢性的な貧困問題がある。従来行われていた漁業開発アプ
ローチから、支援の対象を漁村民へと漁村全体を協力の対象とする漁村開発アプロ
ーチへのシフトを行っている。漁村住民の生活の質の向上を目指した総合的な地域
開発の視点が取り入れられている。  
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図 3-1マダガスカルにおける海洋保全区の設定海域 
 
出所：Rodiffe S, Peabody S, Samoilys M, Hawkins JP (2014) Towards A Network of 
Locally Managed Marine Areas (LMMAs) in the Western Indian Ocean. PloS 
ONE 9(7)を基に作成 
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表 3-1 農畜水産セクタープログラムの実施期間における予算配分 
 
プログラム（P）/ 
サブプログラム（S） 
割当予算（百万 MGA） 
2016 2017 2018 2019 2020 計 
P1.合理的かつ持続的な生産場と資
源の利用 
255,847 335,819 562,716 817,390 1,078,662 3,050,435 
S1-1. 生産者への不動産資産として
の土地の使用 
2,253 2,480 2,661 2,868 3,091 13,352 
S1-2. 資源の保全と集中的な整備の
実施 
253,594 333,339 560,056 714,522 1,075,571 3,037,083 
P2. 持続的な生産性の向上と競争力
のある生産体制の推進 
233,422 324,424 424,625 422,225 490,154 1,894,850 
S2-1. 成長のカギを握る生産ファク
ターの強化 
77,536 136,165 171,591 212,492 252,964 850,748 
S2-2. 生産者に対する行政サービス
強化 
69,762 91,323 156,450 103,718 123,774 545,028 
S2-3. 災害等の不測の事態によるリ
スクの軽減 
76,710 78,134 80,507 86,801 99,311 421,464 
S2-4. コメ生産量の増大 9,413 18,802 16,077 19,214 14,104 77,610 
P3. 食料安全保障、栄養改善等のリ
スク低減への貢献 
417,387 540,312 633,684 771,739 948,434 3,311,556 
S3-1. 生活基盤の脆弱性からの克服
と栄養改善 
204,164 281,095 345,857 445,702 609,797 1,886,615 
S3-2. 近代農法を使った地方の若年
起業家を生み出す環境づくり 
141,513 167,448 176,156 191,388 181,538 858,043 
S3-3. 零細・中規模生産者のインフ
ラ設備の規格化 
69,935 89,368 108,421 130,068 150,483 548,274 
S3-4. 収入の多角化 1,775 2,402 3,250 4,580 6,617 18,623 
S4-1. 農産品マーケットの開発 34,289 54,240 72,111 82,262 98,502 341,405 
S4-2. 有望な生産品の開発 11,379 14,160 14,798 15,340 15,274 70,951 
S4-3. マーケットと生産の持続的な
関係の構築 
71 54    124 
S4-4. コメ生産量の増大 56,281 65,721 80,168 102,344 127,707 432,222 
P5. ガバナンス体制の向上と人材の
能力強化 
45,029 37,133 36,351 20,603 17,606 156,721 
S5-1. 制度・規制の枠組みの発展 4,973 5,763 6,045 8,794 5,191 30,765 
S5-2. 方針決定に係る手段の開発 16,091 5,522 3,269 2,498 2,611 29,990 
S5-3 .PSAEP 実施関係者の能力強化 23,965 25,848 27,037 9,310 9,805 95,965 
合計（百万 MGA） 1,053,704 1,371,863 1,824,454 2,231,902 2,776,341 9,258,264 
注）1 USD = 2,900MGA 
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表 3-2 JICAが実施する無償資金協力の種類 
出所：外務省 
 
スキーム名  援助概要 
一般プロジェクト無償 
 基礎生活分野・教育分野等において実施するプロジェクト 
（病院や学校，道路の施設建設，公共輸送用車両などの資
機材調達など）への支援 
コミュニティー開発支援 
無償 
 人命や安全な生活への脅威に直面するコミュニティーの
総合的能力開発の支援 
ノン・プロジェクト無償* 
（紛争予防・平和構築無償） 
 紛争終結国等において、必要な経済・社会基盤普及のため
の支援等 
防災・災害復興支援無償  防災対策や災害後の復興支援 
環境・気候変動対策無償* 
 温暖化対策等に関する政策・計画策定およびプロジェクト
への支援 
貧困削減戦略支援無償  貧困削減戦略を実施している開発途上国への財政支援 
人材育成研究支援無償  開発途上国の若手行政官の育成に対する支援 
水産無償  開発途上国の水産振興を図るための事業に対する支援 
一般文化無償  文化の振興等に必要な資材の調達や施設整備の支援 
貧困農民支援 
 食料自給のための自助努力支援を目的とした、農業機械・
肥料等の購入に必要な支援 
テロ対策等治安無償  テロ・海賊対策等の治安対策強化のための支援 
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図 3-2 地域・年代別水産無償資金協力の供与限度総額の推移 
 
 
出所：国際協力機構「水産無償資金協力に関する基礎研究報告書」をもとに改変 
0 200 400 600 800 1,000
アジア地域 
中近東 
アフリカ地域 
中南米地 
大洋州 
1970年代 
（1973～1979） 
1980年代 
（1980～1989） 
1990年代 
（1990～1999） 
2000年代 
（2000～2009） 
2010年代 
（2010のみ） 
（101 件） 
（101 件） 
（142 件） 
 （38 件） 
 （65 件） 
（億円） 
※（）内は案件実施数 
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表 3-3 日本が実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況（水産無償資金協力） 
 
案件名 実施年度 協力金額 計画の目的 実施サイト 協力内容 
零細漁業振興計画 1980 年度 5 億円 沿岸伝統的零細
漁業の振興 
アンツィラナナ、ヌシべ（北部）、 
マジュンガ（北西部） 
小型船外機漁船、漁具、製氷機、冷蔵庫、保冷
車等の供与 
第二次零細漁業振
興計画 
1982 年度 4.9 億円 沿岸伝統的零細
漁業の振興 
モロンダバ（南西部）、 
トゥリアラ（南西部）、 
トゥラナロ（南東部） 
小型船漁船、漁具、製氷機、冷蔵庫、保冷車等
の供与 
第三次零細漁業振
興計画 
1986 年度 4.87 億円 沿岸伝統的零細
漁業の振興 
マジュンガ、ヌシべ、アンタナ
ナリボ、トゥリアラ、モロンダ
バ、トゥラナロ（*サイト毎に内
容が異なる） 
改装コンテナ、冷凍庫、小型船漁船、船外機、
漁具、凍結設備、冷凍ショーケースの供与 
第三次零細漁業振
興追加計画 
1988 年度 3.39 億円 沿岸伝統的零細
漁業の振興 
アンタナナリボ（中央部）、 
アンツィラナナ（北部）、 
マジュンガ（北西部）、 
トゥリアラ（南西部） 
冷蔵庫、冷凍ショーケース（船外機、漁具）の
供与 
東部零細漁業振興
計画 
1990 年度 3.83 億円 沿岸伝統的零細
漁業の振興 
トアマシナ（東部） 製氷機、凍結設備、冷蔵庫の供与 
エビ養殖開発計画 1998 年度 11.06億円 エビ養殖振興 マジュンガ（南西部） エビ種苗生産施設、研究施設と関連資材の供与 
マジュンガ水産流
通施設整備計画 
2000 年度 7.02 億円 エビ混獲魚の有
効利用と伝統的
零細漁業の振興 
マジュンガ（南西部） 流通センター、加工場、冷蔵庫、凍結庫、製氷
機、発電機、変電設備、貯水槽、保冷トラック、
フォークリフト、保冷箱の供与 
出所：国際協力事業団・OAFIC「マダガスカル共和国 マジュンガ水産流通施設整備計画基本設計調査報告書」，pp.9．をもとに作成 
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表 3-4 JICAが実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況（技術協力プロジェクト） 
 
案件名 実施年度 協力金額 計画の目的 実施サイト 協力内容 
北西部養殖振興計画/
フォローアップ 
1998 年～
2006 年 
8.8 億円 小規模エビ養殖
の振興 
マジュンガ（北西部） 適正なエビ養殖技術の移転および研究施設の技
術開発能力の強化 
北西部マジュンガ地
区ティラピア養殖普
及を通じた村落開発
プロジェクト 
2011 年～
2014 年 
3.9 億円 ティラピア養殖
普及を通じた村
落開発 
ブエニ県（北西部） 農家の生計改善や収入向上を目的とする、ティ
ラピア養殖技術の移転と普及 
 
出所：海外漁業協力財団「評価報告書 マダガスカル共和国 －2014 年度地域巡回機能回復等支援事業－」をもとに作成 
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表 3-5 OFCFが実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況 
 
事業／案件名 実施年度 実施サイト 協力内容 
マダガスカル共和国エビ漁業による混獲
魚類の有効利用に関するプロジェクト 
（漁場開発・流通振興総合協力事業） 
1997 年～2000 年 マジュンガ（北西部） 
流通販売試験に関しては、アンタナ
ナリボ、アンチラベ、アンブシチャ、
フィアナランツゥア（中央部）を含
む。 
エビ混獲魚類の簡易加工品の開
発・研究、 
混獲魚類の流通販売試験、 
魚食普及活動に対する協力・支援 
漁場開発調査 2002 年～2004 年   
漁場開発調査 2006 年～2008 年   
拠点整備事業 2008 年   
地域巡回機能回復等支援事業 
漁業開発のための施設改善プロジェクト 
2014 年～2015 年 マジュンガ（北西部） 
水産流通センター 
製氷・冷凍関連施設の修復と新冷
媒への交換 
地域巡回機能回復等支援事業 
漁場開発のための施設改善プロジェクト 
2015 年～2016 年 トアマシナ（東部） 
漁業組合水産施設 
製氷機の供与、 
機材整備手法の技術移転、 
施設運営指導 
 
出所：海外漁業協力財団「マダガスカル共和国エビ漁業による混獲魚類の有効利用に関するプロジェクト総合報告書（漁場開発・流通振興
総合協力事業）および「評価報告書 マダガスカル共和国 2014 年度・2015 年度地域巡回機能回復等支援事業」をもとに作成。 
 
77 
 
表 3-6 他援助機関が実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況  
 
出所：JICA ウェブページ「北西部マジュンガ地区ティラピア養殖普及を通じた村落
開発プロジェクトプロジェクト基本情報」JICA ナレッジサイト
（http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWALL/a80370fb44378c654
92576f60020c0ae?OpenDocument,JICA：2017.1.24 閲覧）  
 
 
  
実施機関   支援内容  
フランス開発庁  
（AFD）  
 漁獲量低下が著しいエビ資源調査支援、沿岸資源保
全調査支援、欧州向け輸出基準整備支援  
世界銀行  
（WB）  
 沿岸部小規模漁民への漁具購入資金の援助、小規模
養殖業者（エビ・ティラピア等）への施設整備支援、
行政能力強化支援  
アフリカ開発銀行  
（AfDB）  
 2006 年より西岸部のトゥリアラにて、小規模漁業者
に対する漁具の供与や水揚げ施設整備等の小規模漁
業振興計画を実施  
ベルギー  
 水産・海洋科学研究所（IH.SM）において小型調査
船の供与、ナマコ類資源保全、養殖技術支援  
国際連合食糧農業機関  
（FAO）  
 イセエビ資源管理支援、南南協力農業生物多様化支
援（内水面養殖を含む）  
欧州連合  
（EU）  
 漁業管理、資源調査、流通整備支援  
国連開発計画  
（UNDP）  
 インド洋海域海洋保全支援  
ドイツ技術協力公社  
（GIZ）  
 伝統零細漁民訓練センターの設立  
世界自然保護基金  
（WWF）  
 サメ類保全環境保全・資源管理  
78 
 
第 4 章 沿岸部の地域漁業と水産物流通の実態 
 
第 1 節 課題 
 
 アフリカ地域全体の人口が増加傾向にあるのと同様に、マダガスカルにおいても年
2.8%の割合で人口が漸増を続けている。2015 年の人口は 2,424 万人で、マダガスカ
ル政府は今後の更なる人口増加に対処すべく食料自給率の増産強化を掲げている。 
ただ、マダガスカル国内における食料増産は貧困削減の解決のために不可欠な要素で
あるが、生産された食料を如何に機能的に分配できるかという問題も同時に重要な課
題である。市場経済を考慮に入れたサプライチェーンの構築、つまり国内の市場機能
や流通システムの課題を改善することは、住民の食料アクセスを容易にするという点
で食料安全保障への貢献に寄与する。さらに多くの開発途上国における現行の水産物
流通では、漁業者、加工業者、商人、仲買人、小売人などの多様な流通主体が幅広く
参加して一連の経済活動を構成しており、社会的背景の異なる人々の多様な相互関係
を確認することができる。例えば、セネガルの漁村では漁業者と水産会社を仲介する
役割を担う魚商人が自らの安定した取引を実現させるために、漁業者へ操業資金を融
資する見返りに漁獲物を優先的に買い付ける傘下漁民として囲い込む社会関係がある。
しかし、このパトロン・クライアント関係は商人の一方的なパワーバランスで成り立
っているのではなく、両者の信頼関係が基盤となっており相互扶助的な一面も併せ持
つ1)。また、貿易商品となったタンザニアの乾燥小魚の取引をめぐって、自己資金で
零細な経営をしている仲買人と、資金力のある仲買人の間では信用取引の商慣行が存
在する。零細な仲買人は資金力のある仲買人が求める迅速な取引のために後払いを許
容し、一時的な損失を負っても資金力のある仲買人に対し「貸し」を作ることで、次
の取引を先約し現金獲得の機会を確保しようとする意図がある 2)。市場経済が漁村社
会に浸透し経済的損得を追求する経済活動が行われる一方で、互酬性に支えられた伝
統的な商慣行も存在し、経済合理性の観点からは一見非合理にみえる可変的な社会関
係が漁村社会には存在している 3)。漁村社会を起点とした水産物の流通構造は、市場
原理の側面とアフリカ独自の経済メカニズムであるアフリカ・モラル・エコノミー (4)
の 2 つの側面を有する。需要に対する水産物の価値形成は流通によって実現すること
ができる。そのため流通メカニズムを解明する試みは、開発途上国が抱える貧困問題
や食料危機に対して課題解決への示唆を与えてくれるものであろう。  
 以上の問題意識を視座に、本節ならびに次節では「流通」の観点から見えてくる地
域社会の事象を分析し、その事象の背景にある要素を析出することで、マダガスカル
が抱える水産物流通の課題を抽出し検討を行うことを目的とする。  
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1-1 アフリカ大陸の海面漁業における流通を扱った先行研究 
 
 アフリカの歴史の中で、海洋沿岸部や内陸河川は文明の形成に欠かせない交易拠点
として重要な役割を果たしてきた場所である 4)。東アフリカのインド洋沿岸部で発達
したスワヒリ交易においてその拠点都市となったのは、自然条件の恵まれた島嶼部や
マングローブ内海の沿岸資源が豊富で港・居住空間として好立地であった場所である
（家島、1993；Nakamura、2012）5),6)。また、地中海沿岸諸国と西アフリカの間で
行われたサハラ交易には、セネガル川、ニジェール川、ロゴーヌ・シャリ川、ナイル
川やチャド湖周辺などの内陸河川や湖の氾濫原の存在が交易の成立に機能的に作用し
た（嶋田、20127）。他地域との交易を通じて、アフリカの文明ははぐくまれてきたが、
交易ルートの成立には水辺を拠点とする交易都市が重要な役割を果たした。交易都市
としての自然条件を備えていた海洋沿岸部や内陸河川・湖沼流域に生活する人びとに
とって、漁業は食生活や経済活動を支えた重要な生業であったにも関わらず、農耕民
や牧畜民、狩猟採集民と比べて漁民 8)や漁民社会についてのまとまった研究は希少で
ある 9)。また、アフリカにおける食料分配システムに関する研究は、交換や分与、互
酬性などの社会概念を分析視点にしたものが殆どであり、市場経済の中で論じられる
食糧流通に関する研究は発展の途上にある。これまで、メイズやキャッサバなど主食
作物を対象としたもの（池野、1996；竹内、1998）10)11)、カカオやコーヒー豆などの
国際商品を扱ったもの（高根、2003；辻村 2006）12)13)など農産物を対象とした先行
研究が蓄積されているが、水産物流通に関する研究は僅かである 14)。北窓（2013）15)
は、セネガルの漁村で漁民と水産会社を仲介する役割を担う魚商人が自らの安定した
取引を実現させるために、漁民へ操業資金を融資する見返りに漁獲物を優先的に買い
付ける傘下漁民として囲い込む関係を分析している。また、漁民出身で漁家の利益代
表となる漁民魚商人が出現し魚商人による強制的な囲い込みを防ぐなど、可変的な社
会関係の様態を報告している。藤本（2015）16)は、タンザニアのザンジバルにおいて
漁獲されているダガー（dagaa）と呼ばれる小魚の乾燥品の生産地から消費地を結ぶ
流通アクターの経済活動を分析し、ダガー産業の構造を明らかにしている。周辺国か
らの輸出需要が高まる中で生産地であるザンジバルの漁村では、ダガーの漁獲、加工、
商人への販売という一連の経済活動が村の経済に大きなインパクトを与えている実態
を報告している。中村 17)はタンザニア都市部や内陸部での水産物需要の高まりと流通
インフラの整備により生産地が遠隔の市場とつながったことで、生産地である小漁村
ではこれまでに見られなかった「鮮魚」行商という新たな流通形態が登場した。これ
に伴って漁村内で生じた経済活動の変化について報告している。  
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第 2 節 地域漁業の概略 
 
 アフリカ大陸の沿岸部には地中海側と南西部をのぞいて、広範囲にサンゴ礁とマン
グローブが分布している（図 4－1）。とりわけインド洋に面する東アフリカの沿岸部
では分布密度が高く、サンゴ礁とマングローブの海域に生息する根付魚や、これらの
海域に周期的に来遊する回遊魚を対象とした漁業がアフリカ海面漁業の特徴の一つで
ある18)。 
 調査地のブエニ県とアチム・アンジェファナ県の水産物流通の特徴を比較する前段
階として、まずは地域の水産業を概観する。  
 
2-1 北西部：ブエニ県の漁業 
 
 ブエニ県はマダガスカルの海面漁業の主体であったエビトロール漁業の中心的な漁
業基地として発展した。モザンビーク海峡側に面した海岸線は 250 ㎞にわたり、河口
付近にはデルタ地帯が形成されマングローブ林が群生する。地先から沿岸まで豊かな
漁業資源を有する漁場を有し、首都圏で消費される海産物の約 73%をブエニ県から供
給しているというデータもある 19)。企業型の商業漁業のほかには、小規模漁業および
伝統漁業も盛んに行われる。最新の漁業従事者数についてのデータは入手できなかっ
たが、2000 年の報告では 11,000 人が伝統漁業によって生計を営んでいるとされ、そ
れ以降の当県の人口増加を考慮すると、現在はこの数以上の従事者がいることが推測
される。伝統漁業者の漁撈は帆を張ったシングルアウトリガー式の無動力船を用い、
曳き網漁、刺網漁、手釣り漁を主に行う。1 回の出漁で 4～7 日間を洋上で操業し、そ
れを月に 3～5 回程度繰り返す。そのため、出漁の際には漁具のほかに漁獲物保管用
の氷柱や食料、簡易な調理器具を準備する。年間を通じて操業を行っているが、サイ
クロンシーズンになる 12～2 月は操業回数が通常よりも減る。また、汽水域では投網
漁でヌマエビやハゼ科稚魚等の小魚を漁獲している。首都、アンタナナリボ市が位置
する中央山地から西海岸にかけては緩やかな傾斜を伴って海岸線へと続いている。ブ
エニ県を流れるベチィブカ（Betsiboka）川は蛇行しながら、支流が少しずつ合流を
繰り返し大きな河川となってモザンビーク海峡に注ぎ込むため、河川距離が長く穏や
かな流域が形成される。それを利用した内水面漁業も盛んに行われており、ティラピ
アやテナガエビ、ウナギ等が漁獲されている。以上、ブエニ県の水産業は海面漁業が
主力だが、河川を利用した内水面漁業も行われている。県の流通統計には海産水産物
および淡水産水産物の出荷データがそれぞれ集計されている。  
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2－2 南西部：アチム・アンジェファナ県の漁業 
 
 アチム・アンジェファナ県は国内で最も伝統漁業従事者が多く 19,500 人20)と推定
されている。マダガスカル全体では 59,000 人が伝統漁業に従事しているので、33%
の漁民が当地で漁業を営んでいる。帆走するシングルアウトリガー式無動力船を使用
し距岸 10 ㎞内の沿岸域で日帰り操業が営まれるが、マダガスカル南西部の海岸に居
住し漁業を主たる生計とする民族集団のヴェズ（Vezo）族は、商品価値の高い魚種を
狙うために遠隔地へのキャンプ漁を行っている 21)。延縄漁や刺網漁、手釣り漁、潜水
漁が行われている。この地域は漁獲対象となる魚種数が他地域に比べて豊富であり、
且つ商品価値の高いタコやイカ等の頭足類、フカヒレの原料となるサメ、ナマコ、イ
セエビの生産が盛んである。現地での聞き取り調査によれば、水産会社は大手 7 社が
存在しており、うち 4 社は中国系の企業である。水産会社は漁業船を保有しておらず、
自前の冷蔵・冷凍施設を持ち水産物の輸出を中心に流通業を担っている。アチム・ア
ンジェファナ県の出荷データは海産水産物が殆どであるが、僅かに淡水産魚類の出荷
実績もある。  
 
第 3 節 水産物流通の比較 
 
3-1 出荷量と出荷先構成の比較 
 
 県水産事務所が纏めている流通統計に基づき、2014～2016 年の 3 年間についてブ
エニ県とアチム・アンジェファナ県の輸出量、県外・県内流通の実績値比較を行った。
水産物取扱規模は 3 ヵ年平均でブエニ県が 3.76 万トンであり、アチム・アンジェフ
ァナ県の 1.33 万トンに比べると 2.8 倍の差があり、ブエニ県の流通規模がより高い。
マダガスカル国内に存在する伝統漁業従事者数は膨大で、彼らからの漁獲量情報収集
のための整備が整っておらず、政府が発表する生産量統計は流通量データを基に算出
されているので明確に断定することは難しいが、両県の水産物生産規模については流
通量に比例する傾向を示すものと考えられる。つまり、ブエニ県でより活発な水産物
生産が行われているといえる。しかし、アチム・アンジェファナ県の出荷量は年々増
加しており、2014 年は 1.11 万トンであったが 2016 年には 1.62 トンと約 5,000 トン
増加している。増加の要因には県内及び県外への国内流通量が漸増していることも一
つであるが、特に輸出量の増加幅が大きく、出荷量全体に対する輸出量の割合は 2014、
2015 年で 30%であったものが、2016 年には 36%と 6 ポイント増加している。水産物
が向けられる出荷先の構成から各県の水産物流通の特徴をまとめると、ブエニ県は国
内流通指向型、アチム・アンジェファナ県は輸出指向型に向かいつつあるが国内流通
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も同等に行っている（図 4－2）。  
 
3-2 輸出量の比較 
 
 ブエニ県の年間輸出量平均は 8,838 トンで、全体出荷量に対して 23%を占める。輸
出用水産物は圧倒的にエビが多く 3 ヵ年平均値で 6,473 トン、全体量の 73%に達する
優越品目である。次いで魚類：1,284 トン・15％、ノコギリガザミ：711 トン・8%と
なる。エビやノコギリガザミはフランスを中心とする西欧市場に向けられており、魚
類は中国やコモロ、フランスに輸出されている。ブエニ県から発出される水産物輸出
相手国として最も重要なのはフランスであり輸出量全体の 65%を占める。次いでスペ
インが 15%と西欧市場が優勢である。ブエニ県には華人系商社も多く進出しているが
中国への輸出は全体量の 10%で第 3 位にあり、アジア向け市場は他にマレーシアやベ
トナム、香港等が挙げられる。  
 一方、アチム・アンジェファナ県の輸出量平均値は 4,331 トンで、全体出荷量に対
して 33%を占めており、前述した通り年々輸出量は増加している。マダガスカル島の
南西部に位置するこの地域には沖合 3～7 ㎞付近の広い範囲にわたって堡礁が発達し
ており、サンゴ礁がもたらす多様な生物相はこの地域で漁獲される水産資源の豊富さ
に象徴されている。アチム・アンジェファナ県から輸出される水産物は国際的に商品
価格の高いものが殆どである。海藻 22)（キリンサイ属：Euchema spp.）の輸出量は
2,437 トンで、輸出品目の 56%を占め最多となる。次いでタコ：551 トン・13%、ナ
マコ：443 トン・10%、ノコギリガザミ：359 トン・8%、が上位を占める（表 4－1）。
県の流通統計には、輸出相手国に関する記載はないが、県水産事務所職員や水産会社
での聞き取り調査によると輸出先は欧州連合向けと中国市場向けが大部分を占める。  
 
3-3 国内流通の比較 
 
 マダガスカル国内への水産物供給について、県外流通と県内流通の流通実態を比較
する。  
 ブエニ県の県外流通の 3 ヵ年平均値は、27,008 トン、県内流通の平均値は 1,773 ト
ンであった。割合でみると、流通量全体の 72%が県外流通、5%が県内流通である。
県外流通 72%のうち、48%が海産水産物、24%は淡水産水産物である。県外に流通す
る品目で最多なのは魚類23)で海産魚類 12,733 トン、淡水産魚類 7,934 トンであった。
その他、ヌマエビ、カニ、エビが県外に出荷される。一方、県内流通 5%のうち、2%
が海産水産物、3%が淡水産水産物である。県内に流通する品目で最多なのは魚類で、
海産魚類 543 トン、淡水産魚類 819 トンとなる。ブエニ県の国内水産物流通は県外流
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通の割合がより高く、海産水産物の 96%、淡水産水産物では 90%が県外流通に供され
ている。以上のように、ブエニ県においては県外流通が水産物流通の中心となる。  
 一方、アチム・アンジェファナ県は県内流通の割合がより高くなる。県外流通の 3
ヵ年平均値は 3,634 トン、県内流通の平均値は 5,375 トンである。割合で見ると、流
通量全体の 27%が県外流通、40%が県内流通に供される。県外流通 27%の中で最多品
目は魚類で 1,716 トンが県外出荷される。次いで装飾用や土産物用に使われる貝殻、
ニシン科小魚が県外に出荷されている。県内流通 40%のうちの主要品目は、最多が魚
類の 4,890 トンで、その他、エビやタコ、エイ、サメが県内に流通する（図 4－2）。  
 
第 4 節 地域流通が成立する社会要因 
 
4-1 地域流通に迫る意義 
 
 前章では、ブエニ県とアチム・アンジェファナ県の 2 地域における水産物流通の現
状を分析し、どのような流通形態で水産物が利用されているのかを明らかにした。開
発途上国における流通構造の解明には、流通主体が多数存在し、且つ社会情勢に応じ
て流通ネットワークが柔軟に変化するという性質を持っている。流通主体間のネット
ワークが交錯したり解かれたりする流動性を備え、固定化されない緩やかなネットワ
ークが多数の流通主体の経済活動を成立させている。そのため、流通構造の全容を明
らかにすることは困難を伴うが、まずは地域における流通機能の中心軸となっている
要因について分析することは流通構造の実態に迫る重要な要素である。本節では、各
地域において水産物流通の一端を担っている主要な流通機能の実態に迫りたい。  
 
4-2 北西部：ブエニ県の水産物流通 
4-2-1 流通機能の社会的形成要因 
 第 2 章第 1 節で述べた通り、ブエニ県は生産性の高い漁場を有していたことから、
古くから漁業基地として発展し外国資本による水産合弁会社が多く進出していた。日
本は早期にマダガスカル北西部海域を水産資源確保のための有望なエビ漁場として見
出し、民間企業が進出した。1997 年～2001 年に施行された政府の「水産・養殖開発
基本政策」において、マダガスカル国民の食糧確保と栄養改善を目的として、安定供
給可能な動物性たんぱく源の確保が企図された。そこで、政府はエビトロール漁業で
捕獲される混獲魚の利用に目を付け、それを有効に利用するための法整備と水産物流
通施設整備事業をブエニ県で進めた。従来、多くの伝統漁業による漁獲物は仲買人に
引き取られ、鮮魚または一部氷を使用した氷蔵魚として、県内及び県外へ輸送されて
いた。仲買人は、主要な県外出荷先である首都への販売を平均して 1 週間に 1 往復の
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集荷・輸送を行っており、この頻度が取扱うことのできる上限であった。また、仲買
人が十分な規模の冷蔵・冷凍加工施設や輸送車を自力で調達できる資金と諸施設を備
えることは困難であった。こうしたことから、ブエニ県マジュンガ地区に鮮度維持を
可能とする設備を備えた流通施設が必要であると判断したマダガスカル政府からの申
請によって、2000 年、水産無償資金協力による「マジュンガ水産流通施設整備計画プ
ロジェクト（施設・機材）」が 7.02 億円で実施されるに至る。マジュンガ水産流通セ
ンターの事業運営は、水産資源漁業省の管轄のもとに設立された公共事業体が担って
おり、事務局長は本省から出向されている。設立趣旨に沿う通り、当センターではブ
エニ県マジュンガ市において漁業者や仲買人、水産会社を相手に氷の販売および、冷
蔵・冷凍施設や冷凍車の賃借事業を行っている。なお、センターが保有する資機材は、
現地スタッフによる整備点検が行われているほか、水産資源漁業省からの要請で日本
人技術者による巡回指導24)も実施されている。  
 マジュンガ水産流通センターから入手した 2016 年の事業報告から、当センターの
冷蔵および冷凍施設の稼働実績を、ブエニ県流通統計のマジュンガ地区での結果に照
らして、センターの利用状況を見てみると以下の通りであった。なお、水産流通セン
ターの基本設計ではセンターの冷蔵・冷凍施設の利用対象者を、ブエニ県内 6 郡のう
ちマジュンガⅠ郡およびⅡ郡の水産物仲買人として計画されている。そのため、分析
にはマジュンガⅠ・Ⅱ郡における海産水産物の県外流通に関するデータのみを対象と
した。センターの 2016 年冷蔵入庫量実績は 504.8 トンであり、雨季の終わる 9、10
月が入庫量のピークで、10 月は最多の 70 トンであった。12～3 月にかけては毎年サ
イクロンが発生する時期であり、特に 1、2 月は悪天候によって漁業者の出漁機会が
減るため、センターの水産物の受け入れは緩慢になる時期である。年間を通じてみる
と、サイクロンシーズンが終わり雨季の終盤を迎えるころから徐々に冷蔵入庫量は増
加し、乾季に入ると冷蔵施設はフル稼働状態で利用され、雨季の到来とともに次第に
減少し再度サイクロンシーズンに沈静するという動きを示す。一方、冷凍入庫量実績
は年 544.9 トンであり、冷凍量の方が冷蔵量に比べて年間約 40 トン多い。5 月と 10
月に冷凍量のピークがあり、5 月は 84 トン、10 月は 73 トンの冷凍入庫を行った。年
間を通じての動きは、サイクロンシーズンが終わると徐々に入庫量を増やし、乾季の
始まり頃（5 月）と雨季の始まり頃（10 月）に 2 度のピークを示す流れであった。2016
年に当センターの冷蔵庫および冷凍庫を利用した水産物の合計は 1,049.7 トンであっ
た。ブエニ県流通統計のマジュンガⅠ、Ⅱ郡における 2016 年の海産水産物の県外出
荷量は、マジュンガⅠ郡が 15,414 トン、マジュンガⅡ郡が 3,184 トン、計 18,598 ト
ンである。すなわち、マジュンガⅠ・Ⅱ郡の海産水産物県外出荷量に対するセンター
の利用率は 6％ということになる。この結果は県外出荷量の規模に対して非常に低い
利用しかされていないように感じる。しかし、当センターの基本設計調査で算定され
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た各施設の設備能力を参照すると、冷蔵庫入庫量は年間 650 トン、冷凍庫凍結能力は
年間 500 トンで設計された。設備能力に対する現在の利用率は、冷蔵庫で 77%、冷凍
庫で 109%と高く、当センターの冷蔵・冷凍設備は現在でも十分な生産能力を有し、
高い利用率があると言える。現地での聞き取り調査では、当センターの施設は現在フ
ル稼働状態であり当初の生産計画に見合った事業を行っているが、仲買人や水産会社
等の利用者はセンターに対して依然高い需要があり、受入れ量を増やしてほしいとの
要望があるのが実情である。このように当センターは利用者からの高い需要に支えら
れていることから、経営に必要な資金は各利用者からの設備使用料や冷凍車のリース
料によって賄われている。開発途上国では往々にして、供与した施設を継続的に管理
運営させることが困難になり、長期的な裨益効果が発現しない例が見られるが、当セ
ンターでは採算運営によって事業資金を確保し、且つ地域の需要に応えるサービスを
展開している。  
 
4-2-2 ブエニ県における流通の課題 
 ブエニ県の水産物流通は県外流通を主力としており、水産会社や仲買人が独自の流
通ルートを確立させている。マジュンガ水産流通センターの利用率は県外流通量から
見ると僅かであり、現在の設備能力では拠点化するほどの求心力はない。しかし、聞
き取り調査から見えてきた課題では、現存する水産流通センターの事業規模の拡大も
しくは類似施設の増設が必要とされている。複数存在する仲買人が集い、商品の集積
機能が向上すれば流通コストの減少にも貢献する。各仲買人の事業利益が上昇してい
くことは将来への設備投資が可能になり、漁業生産が活発なブエニ県においては地域
産業の発展を牽引する一役になるのではないだろうか。  
 
4-3 南西部：アチム・アンジェファナ県の水産物流通 
4-3-1 流通機能の社会的形成要因 
 日本の水産無償資金協力によって、アチム・アンジェファナ県でも水産流通施設が
1992 年に供与され、旧国営企業によって運営されていた。この施設は日本と欧州連合
との共同支援にて実施され、日本側は国内供給向け施設、欧州連合側は輸出用加工施
設と生産機能を分けた設備が同敷地内に建設された。  
 県水産事務所員からの聞き取り調査によると、当地には 7 社の水産会社が存在して
いる。そのなかで大手水産会社である A 社の事業展開を例に挙げる。A 社はアチム・
アンジェファナ県の中心都市トゥリアラ市に事務所および水産加工場を設けている。
欧州向けの水産物輸出を中心に行っており、事業収益の 5 分の 4 は輸出事業によって
生み出されている。工場の年間生産力は約 1,500 トンを超え、主要輸出品目は頭足類、
甲殻類、魚類、貝類である 25)。A 社はトゥリアラ市を拠点に南北約 420 ㎞の海岸部に
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ある 700 以上の漁村から自社トラックによって毎日水産物の買い付け集荷を行ってい
る。僻地にある漁村では、他地域への移動やモノを運搬する輸送機能が脆弱であるた
め、漁獲物を現金化する機会は極めて限定的である。A 社は漁村を回り伝統漁業者か
ら直接仕入れをすることで、A 社にとっては中間流通に掛かる時間のロスや経費を省
くことができ、また漁業者にとっては取引相手が集荷に来てくれることで、確実な売
り先が確保されるメリットがある。先に述べた水産無償資金協力で当地に供与された
流通施設を、政府との賃借契約のもとで使用しているのが A 社である。賃借契約は
1998 年より開始され現在も継続している。  
 アチム・アンジェファナ県の流通量分析により、当県の水産物流通は輸出指向型に
向かいつつあることを指摘したが、A 社のような輸出業を中心とする水産会社がアチ
ム・アンジェファナ県の水産物流通の主体になっている。  
 
4-3-2 アチム・アンジェファナ県の流通の課題 
 アチム・アンジェファナ県では県外流通に比して県内流通の方が活発であるが、内
陸部にある首都アンタナナリボでは消費者人口を多く抱え水産物への購買需要が高い
ため、商品価格はアチム・アンジェファナ県内の価格よりも高く評価されている。そ
の収入増加の機会を捉えられていない状況の背景には、道路状態が悪く輸送機能が十
分に整備されていないことに大きな要因がある。アチム・アンジェファナ県から大消
費地である首都までの総延長距離は 923 ㎞で、通常、現地のトラック輸送では 27～
34 時間を要する。さらに、輸送途中での不測の事故や渋滞などの発生確率は高いと言
える。当地の水産物流通では、県外流通によってせっかくの商品が現金化されないリ
スクよりも、県内流通で利益率が下がっても確実に換金される方がより効率的なマー
ケット戦略なのである。アチム・アンジェファナ県には、ブエニ県にあるような公共
サービスによる流通施設が無く、県外流通に耐えうる水産物の処理や輸送手段を行う
にはそれ相応の資金投入が必要であり、ごく限られた仲買人や水産会社だけが県外流
通を実行することができる。流通範囲の制約は利益を最大化する機会を喪失しており、
また国内で漁獲された水産資源を広域に国民への食料として利用できていないという
ことである。このことから、生産地域で水産物の集積機能を果たす流通施設の設置が
必要だと考えられる。  
 
第 5 節 小括 
 
 本章では、マダガスカルにおける水産業と水産物流通制度の全体像を捉えたうえで、
水産物流通システムについて 2 つの主要生産地の流通の実態を分析した。また、分析
で得られた結果から各地の流通システムを構成する形成要因の解明を試みた。  
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 ブエニ県の例では、漁業生産が活発であることから、地域に存在する仲買人や水産
会社の活動が活性化しており、水産物を購買需要の高い消費地まで運搬する販売戦略
をとることで、利益の最大化を図っている。また、行政サービスによる水産流通施設
が機能していることは、地域産業の連帯感を強め、商品の集積地としてスケールメリ
ットを発揮する可能性を秘めている。しかし、そのためには現状の施設だけでは不十
分であり、地域の生産力に応えるだけの施設整備が必要である。  
 アチム・アンジェファナ県で漁獲される水産物の多くは、輸出品として商品価値の
高い水産物である。そのため、輸出業を行う水産会社が集結している。地域で漁獲さ
れた水産物は、水産会社が直接漁業者から買い付けを行うことで、中間流通による時
間のロスや経費を節約している。同時に、交通手段の限られた僻地に暮らす伝統漁業
者にとっては、販売のための経費をかけることなく、確実な販売先との取引を続ける
ことで現金を得る手段を確保している。しかし、国内市場における流通戦略はまだ未
開発である。商品価値が高く評価される遠隔地へ、安定的かつ商品の品質が保たれる
ような流通システムが構築できれば、地域産業は大きく発展する見込みがある。その
ためには、ブエニ県にあるような流通施設を整備することによって、県外流通が活発
化する潤滑油となり国内への食料供給という面での貢献も十分に可能だろう。  
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注：   
                                                   
1) 北窓時男（2013）『海民の社会生態誌－西アフリカの海に生きる人々の生活戦略』コ
モンズ．  
2) 藤本麻里子（2015）「タンザニア、ザンジバルにおけるダガー産業の構造－生産地と
消費地を結ぶ諸アクターの経済活動の分析をもとに－」『アフリカ研究』第 87 巻，
pp.37-49．  
3) 中村亮（2014）「スワヒリ海村の干物考－キルワ島の海産物保存と経済戦略」、中村亮・
稲井啓之編著『アフリカ漁民の世界』、名古屋大学、pp.133-156．  
4) 中村亮、北窓時男（2015）「特集にあたってアフリカ漁民文化研究の視座（特集）ア
フリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻、pp.29．  
5) 家島彦一（1993）『海が創る文明－インド洋海域世界の歴史』朝日新聞社．  
6) Nakamura, R.（2012）“Maritime Environments of Swahili Civilizations : The 
Mangrove Inland Sea of Kilwa Island, Tanzania”Afro-Eurasian Inner Dry Land 
Civilizations 1，pp.81-89．  
7) 嶋田義仁（2012）『砂漠と文明－アフロ・ユーラシア内陸乾燥地文明論』岩波書店．  
8) 「漁民」とは漁業従事者と同義であるが、生業としての漁撈を核として伝統的に獲得
してきた生態学的な知識や技術、水産資源の経済的および文化的利用の慣行、さらに
信仰や世界観、歴史・自然環境までも含む総合的に体系化された漁民文化を司る主体
という意味あいを表現するために「漁民」を用いる。西村（1974：16）は漁民文化を
「漁撈を含めた漁民の生活の全領域」と表現し、秋道（1995：3）「海とかかわって生
きる人々の海への認識や活動の戦略、獲得される海洋生物の利用と価値、海を媒介と
した交渉史」と説明している。本研究においてもこれらの研究に基づき、水産資源を
獲得する労働力としての活動主体を指す場合には「漁業従事者」を用い、漁民文化を
包括した人の営みとしての活動主体を指す場合には「漁民」を用いる。  
 西村朝日太郎（1974）『海洋民族学－陸の文化から海の文化へ』NHK ブックス．  
 秋道智彌（1995）『海洋民族学－海のナチュラリストたち』東京大学出版会．  
9) 中村亮、北窓時男（2015）「前掲書 2」，pp.29．  
10) 池野旬（1996）「タンザニアにおける食糧問題－メイズ流通を中心に」細見眞也・島田
周平・池野旬編『アフリカの食料問題－ガーナ・ナイジェリア・タンザニアの事例』
アジア経済研究所，pp.151-238．  
11) 竹内進一（1998）「コンゴの食糧流通と商人－市場構造と資本蓄積－」池野旬・竹内進
一編『アフリカのインフォーマル・セクター再考』アジア経済研究所，pp.57-99．  
12) 高根務（2003）「ガーナのココア流通制度の変遷」高根務編『アフリカとアジアの農産
物流通』，pp.189-247．  
13) 辻村英之（2006）「タンザニアにおけるコーヒーの価値連鎖の再編－流通制度改革と小
農民」『生物資源経済研究』11，pp.117-135．  
14) 藤本麻里子（2015）「前掲書 2」．  
15) 北窓時男（2013）『前掲書 1』．  
16) 藤本麻里子（2015）「前掲書 2」．  
17) 中村亮（2016）「タンザニア南部キルワ島にみるスワヒリ漁村経済の変化」日本アフリ
カ学会第 53 回学術大会研究発表要旨集，pp.145．  
18) 中村亮、北窓時男（2015）「特集にあたって：アフリカ漁民文化研究の視座（特集）ア
フリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻，pp.29-36．  
19) 国際協力事業団、オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・コンサルタンツ株式会
社（2000）「マダガスカル共和国マジュンガ水産流通施設整備計画基本設計調査報告書」
pp.25．  
20) Fonds African de Développement（2005）「Madagascar Projet d ’appui aux 
communautés de pêcheurs (PACP) de Tulear：Rapport d’Evaluation」，pp.9．  
21) 飯田卓（2003）「マダガスカルにおけるサンゴ礁漁業の過去と現在」，岸上伸啓編『海
洋資源の利用と管理に関する人類学的研究』，国立民族学博物館調査報告  46，pp.345
－369．  
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22) 現地の新聞報道によると、海藻養殖は欧州市場向けに 1990 年より開始された。マダガ
スカル島南西地域では沿岸域の水産資源は過剰漁獲状態であり、伝統漁業者の漁獲量
低下が問題となったため、漁獲圧力を軽減する水産資源管理が地域で行われるように
なった。さらに、漁業収入しか生計手段を持たなかった伝統漁業者の収入源の多角化
を企図し、複合的な零細漁業振興策として海藻養殖やナマコ養殖が NGO 等の働きか
けにより導入された。（L'express de Madagascar，2017 年 2 月 24 日付）  
23) 流通統計の集計方法には魚種の区別がなく「魚類」として一緒くたに集計されている
ため、魚種毎の流通傾向を見ることはできない。  
24) 直近では、2014 年度に冷凍機等の冷媒交換（旧冷媒 R22 から新冷媒 R404a への交換）
と機械の分解整備を実施している。（海外漁業協力財団（2014）「マダガスカル共和国
評価報告書－2014 年度 地域巡回機能回復等支援事業」）  
25) A 社ホームページ公開情報（2017 年 5 月 24 日閲覧）  
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図 4-1 サンゴ礁（上図）とマングローブ（下図）の世界分布 
 
出所：Philippe Rekacewicz, UNEP/GRID-Arendal 
（https://www.grida.no/resources/7766：2017 年 7 月 13 日閲覧）より引用  
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図 4-2 2 県における水産物出荷量の推移 
 
出所：各県水産事務所の流通統計により作成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
ブ
エ
ニ
県 
ア
チ
ム
・
ア
ン 
ジ
ェ
フ
ァ
ナ
県 
ブ
エ
ニ
県 
ア
チ
ム
・
ア
ン 
ジ
ェ
フ
ァ
ナ
県 
ブ
エ
ニ
県 
ア
チ
ム
・
ア
ン 
ジ
ェ
フ
ァ
ナ
県 
2014 2015 2016
県内流通量 
県外流通量 
輸出量 
（トン） 
92 
 
表 4-1 2 県における輸出品目の割合 
 
 注 1）*ブエニ県水産事務所でデータのない品目  
 注 2）**アチム・アンジェファナ県でデータのない品目  
 
出所：各県水産事務所の流通統計により作成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2014～2016年
輸出量平均（トン）
輸出量全体に
対する品目割合
2014～2016年
輸出量平均（トン）
輸出量全体に
対する品目割合
品目
魚類 1,284 15% 3 0%
エビ 6,473 73% 0 0%
ノコギリガザミ 711 8% 359 8%
タコ 78 1% 551 13%
ナマコ 194 2% 443 10%
サメの鰭 16 0% 10 0%
魚類内臓等 1 0% 1 0%
サメ** 37 0% － 0%
ヌマエビ** 24 0% － 0%
クラゲ** 20 0% － 0%
イカ* － 0% 196 5%
イセエビ* － 0% 51 1%
貝類* － 0% 280 6%
海藻* － 0% 2,437 56%
計 8,838 4,331
ブエニ県 アチム・アンジェファナ県
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         ブエニ県          アチム・アンジェファナ県 
 
図 4-3  2 県における水産物の流通先の構成比 
 
出所：各県水産事務所の流通統計により作成  
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第 5 章 内陸部の地域漁業と水産物流通の実態 
 
第 1 節 課題 
 
 本章では内陸部で行われている内水面漁業はどのような流通構造になっているのか
を明らかにしていきたい。前章に倣いまずは、アフリカ地域において内水面漁業の水
産物流通を扱った先行研究から他地域ではどのような流通構造が存在し、漁業者を起
点にいかなる形態の流通ネットワークが構築されているのかを把握する。アフリカの
農漁村部では交通インフラ整備の遅れからヒトやモノの移動に制約が加えられ、生産
物を換金するための市場への距離が遠いという問題を抱えている。そのため、漁業者
にとって中間流通の機能は漁獲物を現金化するうえで重要な役割を果たしている。 
 沿岸部と内陸部における流通の違いを明確にするために、まずは地域漁業の実態を
概観し、内陸地域における内水面漁業の役割を整理する。本研究の内陸部における調
査地として取り上げたのは、マダガスカルで最大の面積を有する湖であり、内水面漁
業生産量の高いアロチャ（Alaotra）湖1)である。アロチャ湖は周辺村落に居住する零
細な内水面漁業者にとって、現金収入を創出する生業を成り立たせるとともに、水上
交通によってヒト・モノが地域内を移動する経済活動の場、さらに住民の生活に密着
した水圏利用が行われる社会活動の場として、地域住民が空間と資源を共有し利用し
てきた。海域よりも閉鎖性の強い内水面域では、資源への利用圧力が高まりやすい。
地域住民がどのように共有資源を利用しているかは、水産資源管理研究の分野であり
本論の射程の外にあるが、持続的な資源利用を実現するためには対策が必要な重要課
題であり、資源の持続性は流通とも無関係ではない。そこで、資源利用管理に関する
若干の考察は第 6 章にて加えたい。 
 
1-1 アフリカ大陸の内水面漁業における水産物流通を扱った先行研究 
 
 第 4 章の冒頭でも触れた通りアフリカにおける食糧流通を扱った研究は、主食作物
や国際商品を対象としたものが先行しており、水産物流通に関する研究の蓄積はそれ
ほど多くはない。近年のボーダレスな市場経済の浸透が漁民社会におよぼす影響を考
えるとき、生産地の周辺で行われる加工業や、生産地と消費地を繋げる流通業は漁民
文化に密接にかかわる存在として重要なアクターと言える。漁獲から消費までの一連
のサプライチェーンがいかにして形成され、どのような社会関係が存在するのかを認
識することは、漁民社会の体系的な理解に貢献するものである。このような問題意識
のもと、漁民の視点から「アフリカ」を再認識するために、アフリカ漁業研究のつな
がりを構築する動きが始まっている 2)。内水面から海面、乾燥地から湿潤地における
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幅広いアフリカ漁業を、地域間やその他の生業、アフリカ域外の漁民までを射程に入
れて比較検討し、アフリカ漁民文化の特質についての議論が行われている 3)。水域環
境保全の世界的動向や市場のグローバル化などの世界的潮流の中におけるアフリカ漁
民社会の研究は端緒を開いたばかりである。 
 アフリカ大陸における淡水魚の生産地として知られているのは、ビクトリア湖 4)、
マラウイ（ニアサ）湖 5)、タンガニイカ湖6)等が挙げられる。今井（2015）7)はマラウ
イ湖の南東に位置するチルワ湖において市場経済の浸透がきっかけとなり、食料自給
を目的とした生存漁業から、収入を高める手段としての商業漁業へと漁撈の目的が変
化したことで、操業する漁撈形態に変容が生じたことを報告している。大漁場であっ
たマラウイ湖における漁獲量が減り漁獲魚の小型化が進むなかで、市場への供給量を
補完する漁場として周辺にある小漁場や流域河川における漁獲圧力が増してゆくこと
を懸念し資源管理政策の必要性を提案している。また、ザンビアのバングウェウル湿
原では、漁民組合の働きかけによって漁獲物の水揚げ地（湿原の漁撈キャンプ）にお
ける販売価格を魚種によらず一定価格にした取り組みを分析し、これが内水面域とい
う閉鎖的な環境において特定魚種の集中的な乱獲を防ぐ効果的な手段となっているこ
とを報告した 8)。今井は、住民による取り組みを通じて在来の民俗知識や実践の中で
生み出された知恵が、生態系維持に果たす意義を高く評価している 9)。稲井（2015）10)
は、西アフリカ半乾燥地域の内水面チャド湖ダラック島における漁師と商人の関係を
分析している。従来の取引形態は、信頼関係を基底にした互酬的関係や、排他的な取
引を特徴とするパトロン・クライアント関係が成立していたが、近年の鮮魚取引には
その特徴が継承されていないと指摘する。漁師と商人の対等な関係の下、市場での取
引相場と連動した価格形成が行われ、漁獲物と現金の即時交換という商取引が盛んに
なっている実態を報告している。  
 このように、漁民社会を取り巻く環境の変化に自らの生計形態を柔軟に適応させる
流動的な生計戦略は漁民社会の性格を特徴づけるものである。その適応の過程の中で、
複数のアクターが相互に作用しながら商取引の秩序を形成し顕在化していくのかを解
明することはアフリカ漁民文化を理解する上で重要な論点となるだろう。  
 
1-1 調査方法 
 
 調査はマダガスカルで最も内水面漁業生産量の高いアロチャマンゴロ県に立地する
アロチャ（Alaotra）湖で内水面漁業を営む漁村を選定した。行政区分でみると、アロ
チャマンゴロ（Alaotra Mangoro）県、アロチャマンゴロ郡、アンパリヒツカチャ
（Amparihitsokatra）市、ムララノ（Morarano）村となる。筆者は 2015 年 9 月 5
日～11 月 30 日の間、漁村を生活拠点として現地調査を実施した。調査地の一般概要
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については、第 2 章 1 節に詳述している。 
 なお、本調査の一部は科学研究費補助金（基盤（A）15H02601「アフリカ漁民文化
の比較研究－水域環境保全レジームの構築に向けて－」代表：今井一郎（関西学院大
学））の助成を受けて実施している。  
 
第 2 節 地域漁業の概略 
 
2-1 アロチャ湖の特徴 
 
 首都より北東 250km に位置するアロチャ湖（図 5－1）は、マダガスカル最大の面
積を持つ湖であり、内水面漁業が盛んに行われている。2003 年 9 月にアロチャ湖と
その湖岸湿地 7,225 ㎢の範囲がラムサール条約湿地に登録され、湿地帯を生息域とす
る同国固有種ジェントルキツネザル Hapalemur Alaotresis の保護と環境保全活動が
行われている。アロチャ湖の水域面積は 200 ㎢ながら、周辺の沖積平野は 1,200 ㎢に
及び、広大な水田地帯が形成され、重要な穀倉地帯として農業灌漑施設整備等の国家
事業が進行している。しかし今日、森林伐採等による土壌機能の低下によって土砂の
崩落が著しく、流出した土砂が灌漑施設ひいてはアロチャ湖に堆積し、水域面積が年々
縮小する問題が起きている。また、漁業者数の増加によってアロチャ湖の資源利用圧
力が高まり、1966 年の漁獲量 3,200 トンをピークに減少傾向をみせ、2013 年にはピ
ーク時の 1/10 となる 330 トンとなっている（図 5－2 参照）。 
 アロチャ湖における社会経済研究は、上述した経済面および環境面での重要性から
特に南西側を中心に行われてきた。Wallace（2012、2015）は漁撈を生業とする漁村
（Anororo）の詳細な社会調査を実施し、その報告11)の中で水圏環境で生きる漁業者
の生業形態を示し、効率的な漁業管理と有効な保全政策を実現するためには漁業者の
行動様式と知覚を理解することが必要であると論じている。また、環境保全政策によ
る空間的制限と時間的制限が及ぼす漁業者への短期的な損失は、着業する漁法によっ
て一様ではなく、地域住民の間に不平等な影響を与えていることを指摘している 12)。 
 
2-2 調査地の概要 
 
 ムララノ村はアロチャ湖湖畔に位置し、農業と内水面漁業が主要な産業となってい
る。2015 年 11 月時点の村の人口 13)は、男性 1,235 人、女性 1,257 人であり、男女比
はほぼ 1:1 となる。世帯数は 580 世帯であり、主要民族はシハナカ族14)である。電気
や水道などの生活インフラは未整備で、電気は資金力のある世帯がソーラーパネルや
発電機を保有しているが、大部分の世帯は電気が通じていない。村内に公共水道が 6
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か所敷設されている。稀に敷地内に井戸を有する世帯もある。常設市場は一箇所のみ
で、長距離公共バスが走行する幹線道路に小規模な露店が不規則に出現する。 
 
2-3 漁業資源として利用される魚種および水生生物 
 
 現在、マダガスカル全域でマダガスカル固有種のカワスズメ科が、1950 年代にアフ
リカから導入された同じカワスズメ科のティラピア属（Tilapia spp.）、オレオクロミ
ス属（Oreochromis spp.）によって急速に駆逐されつつある 15)。文献によれば、アロ
チャ湖にはカワスズメ科 1 種、ベドティア科 1 種、カワアナゴ科 2 種、ウナギ科 1 種
の計 5 種の在来種が生息していた。しかし外国から持ち込まれた移入種により、ほと
んどの在来種は資源量が減少している。  
 アロチャ湖の内水面漁業で漁獲対象となる魚種の殆どは海外からの移入種である。
アロチャ湖の主要な漁獲魚種はカワスズメ科のティラピア属（Tilapia spp.）であり、
水産資源として重要な魚種である。ティラピアやコイ、ブラックバス、タイワンドジ
ョウ、ウナギ等は主に鮮魚で流通する。ティラピアやコイの販売余剰分や魚体サイズ
が小さいものは、塩干品として加工処理され流通するか自家消費となる。また、カダ
ヤシ科の小魚は燻製加工処理され乾燥品として流通する（表 5－2）。  
 
2-4 アロチャ湖の漁撈実態 
 
 アロチャ湖では実に様々な漁法が存在する（表 5－3）。しかし、そのいずれの漁法
においても動力化は行われていない。漁船についても同様であり木製の刳り船で櫂を
用いて漁場まで移動する。漁業者は自らが移動可能な範囲内で操業しており、村の前
浜を利用した操業を基本としている。また、慣習的に漁場の調整が行われており、操
業漁場に関して漁業者間でお互いの操業を邪魔しないという不文律の規則が存在する。
自主的な調整が行われており、漁業者同士の社会秩序が漁場の縄張り争いを回避して
いる。 
 調査地において確認された漁法は 13 種類に及ぶ（表 5－4）。網を用いた漁が 7 種
類（大型曳き網漁・小型曳き網漁・刺網漁・投網漁・エビすくい網漁・たも網漁・す
くい網漁）、竿釣り漁および、採集行動による漁が 5 種類（籠漁・突刺漁・棒たたき
漁・かいだし漁・魚伏せ漁）である。  
 また、通常 11 月 15 日～翌年 1 月 15 日までの 2 か月間を禁漁期として県が設定し
ている。この期間は雨季の始まりで、魚類の再生産行動が起こる時期と重なる。水産
資源の保全を目的とした禁漁期設定であるが、実際は行政の監視の目が行き渡ってい
ないために違法操業が横行しているのが実態である。 
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第 3 節 水産物流通の実態 
 
3-1 水産物流通の現状 
 
 アロチャマンゴロ県における水産物流通の現状について整理する。県水産事務所が
とり纏めている 2012～2015 年の流通データを使用したが、2014 年については県水産
事務所が出荷票自体を紛失したためにデータの欠損があったため、分析には 2012，
2013，2015 年のデータを使用した。それぞれの年の出荷量は 2012 年：178 トン、2013
年：54 トン、2015 年：216 トンとなった。水産物種類別の出荷割合は、若干量のカ
ダヤシ科やヌマエビの流通があるが、すべての年で魚類が 94%以上を構成していた。
魚類の出荷形態は鮮魚の状態で流通されている。  
 
3-2 地域流通の構成要因 
 
 アロチャマンゴロ県の流通は、規模の異なる 3 タイプの仲買人によって成立してい
る。1 タイプ目は漁業者と生産地域近辺の地元市場を結んだ県内流通を行う小規模仲
買人、2 タイプ目は小規模ロットで漁業者と県外の小売人を結んだ県外流通を行う中
規模仲買人、3 タイプ目は大規模ロットで漁業者と県外の小売人を結んだ県外流通を
行う大規模仲買人である。この地域で特に重要な役割を果たすのが大規模仲買人であ
る。小・中規模仲買人は漁業者と同じ、もしくは近隣地域に居住しているが、大規模
仲買人は県外から生鮮水産物を買い付ける集荷のために首都から来ており、漁業者と
は水産物の売買を目的とする商業的な取引関係にある。大規模仲買人は漁期の間、毎
日同じ漁村で鮮魚の買い付けを行い、その取引は漁業者側が断らなければ毎日行われ
る。小量であっても取引単位であるバケツ一杯分の漁獲があれば必ず買い取るという
取引形態をとる。この集荷方法は、大規模仲買人と漁業者の間に半固定的な信頼関係
を築かせている。 
 また、内水面という閉鎖的な環境であるがゆえ、日々の生産量は環境要因に大きく
左右され漁獲量は不安定である。大規模仲買人との取引単位であるバケツ一杯分に満
たない少量の漁獲量しかあげられない漁業者は、生産地域に居住する小・中規模仲買
人との取引を行う。このように小・中規模仲買人は漁業者への換金の機会を提供し、
不安定な生産量を緩衝する役割がある。 
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注：   
                                                   
1) Andrianandrasana, H. T., Randriamahefasoa, J., Durbin, J., Lewis, R.E., and 
Ratsimbazafy, J. H.,（2005）“Participatory ecological monitoring of the Alaotra 
wetlands in Madagascar”Biodiversity and Conservation 14，pp2757-2774. 
2) アフリカ漁民文化の体系的理解が必要であるという問題意識のもと、2013 年 10
月に「アフリカ漁業研究会」が設立された。研究会における議論の端緒としてセネ
ガル、ギニア、マリ、カメルーン、スーダン、タンザニア、マラウイの 7 か国 11
地域の研究事例を纏めた『アフリカ漁民の世界』（中村・稲井編著、2014）が出版
されている。また、2015 年より科学研究費補助金基盤研究（A）「アフリカ漁民文
化の比較研究－水域環境保全レジームの構築に向けて－」が関西学院大学今井一郎
教授を研究代表とする研究プロジェクトを実施している。  
3) 中村亮・北窓時男（2015）「特集にあたって：アフリカ漁民文化研究の視座（特集）
アフリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻、pp.30．  
4) ビクトリア湖は、面積 6.8 万㎢を有するアフリカ最大の国際湖沼。ケニア、ウガ
ンダ、タンザニアの三か国に囲まれる。  
5) マラウイ（ニアサ）湖は、面積約 3 万㎢を有する国際湖沼。モザンビーク、マラ
ウイ、タンザニアの三か国に囲まれる。  
6) タンガニイカ湖は、面積 3.3 万㎢を有する国際湖沼。タンザニア、コンゴ民主共
和国、ザンビア、ブルンジの四か国に囲まれる。  
7) 今井一郎（2015）「マラウイ湿原域における水産資源利用の変化に関する一考察－
チルワ湖南部の事例から－；（特集）アフリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』，
第 87 巻，pp.65-76. 
8) Imai, I.（1995）“Stationary Gillnet Fishing in the Bangweulu Swamps: Fishing 
and Trading Strategies,”  Humanities & Economics 30, pp.1-30. 
9) Imai, I.（1991）“Sustainability of Fishing in the Bangweulu Swamps, Zambia,”  
African Study Monographs 19 (2) , pp. 69-86. 
10) 稲井啓之（2015）「チャド湖南西部ダラック島の鮮魚取引における漁師－商人関
係；（特集）アフリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻、pp.51-63．  
11) Wallace, A. P. C（2012） “Understanding fishers' spatial behaviour to estimate social costs in 
local conservation planning [PhD Thesis]”，London: Imperial College London . 
12) Wallace, Andrea PC, et al.（2015） “Quantifying the short-term costs of conservation 
interventions for fishers at Lake Alaotra, Madagascar.”，PloS one 10.6 : e0129440. 
13) ムララノ村センサス（2015）による。  
14) 集団間の類似関係の解釈によって 15 から 25 部族があるものと考えられているが、
現代マダガスカルの人びとは 18 部族が存在するとしている。  
15) 小山直樹（2009）『マダガスカル島－西インド洋地域研究入門』，東海大学出版会  
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図 5-1 調査地の位置 
 
出所：  Andrianandrasana, Herizo T., et al.,（2005）より改写し作成  
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図 5-2 アロチャ湖の生産量と漁業者登録者数の変遷 
 
出所：1954～1975 年のデータは Moreau（1979b）、2000～2013 年のデータはアロチ
ャマンゴロ県水産事務所レポート（2011）により作成  
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表 5-1 調査地の社会状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：現地調査により作成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
男 女 合計
1,235 1,257 2,492
世帯数（2015）
集落数
民族構成
教会の数
公共水道の数
教育機関の数
市場の数
生業
3　（常設市場:1　露店:2）
農業、内水面漁業、畜産業、小売業など
580
人口（2015）
5
3
6
2　（公立初等学校　/　私立初等学校）
シハナカ、メリナなど
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表 5-2 アロチャ湖の魚類相 
 
 
出所：Wallace, A. P. C (2012) および現地調査により作成  
*科の和文名称については中坊（2013）によった  
  
種名 現地呼称
マダガスカル
導入年
Cichlidae
（カワスズメ科）
Bedotiidae
（ペドティア科）
Eleotridae
（カワアナゴ科）
Anguillidae Anguilla mossambica
（ウナギ科） Anguilla marmorata
Cyprinidae Carassius auratus Trondro gasy 1865
（コイ科）
Cyprinus carpio carpio
Karpa（全域）／
Besisika（アロチャ湖周辺）
1925
Cichlidae Tilapia rendalli 1954
（カワスズメ科） Oreochromis niloticus 1961
Oreochromis mossambicus 1961
Oreochromis macrochir 1985
Centrarchidae
（サンフィッシュ科）
Poeciliidae
（カダヤシ科）
Channidae
（タイワンドジョウ科）
在来種
導入種
Microptecus salmoides
Gambusia holbrooki
Channa maculata
Paratilapia polleni
Rheocles alaotrensis
Eleotris legendrei /
Ratsirakia legendrei
科名*
Bilakibasy
Pirina
Fibata
1962
1940
1980
Tilapia
Pirina
－
－
Amalona
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表 5-3 アロチャ湖で行われている主な漁法とその特徴 
 
 
 
出所：Wallace, A. P. C.（2012）より改変して作成  
 
漁法名 現地名 内容 合法性
籠漁 Vovo
竹製の枠でできた円形状の籠。モノフィラメントのナイロ
ン製の漁網か、竹の皮を薄く剥いだものを張る。葦群生
の根本に隠すように設置されることが多い。
葦による意図的
な壁を作らず、か
つ網目が40㎜以
上であれば合法
刺網漁 Harato
浮子（あば）綱と沈子綱をつけ、モノフィラメントの漁網を
張る。漁網は漁業者によって作成および修理される。24
時間もしくは数時間後に回収する。櫂や棒で水面をたた
き、魚を怯えさせて網に誘導することが多い。
受動的な使用、
かつ網目が40㎜
以上であれば合
法
投網漁
Épervier（仏）
/Harato atsipy
小さな沈子が周囲に取り付けられた円形の網を水面に
広がるように投下する（通常、投網を投下する前に餌を
撒く）。網が水中に沈降するとともに網口が絞られる。
網目が35㎜以上
であれば合法
さで網漁 Sitra
竹製の枠に3㎜程度目合いの蚊帳網がとりつけられた大
きなすくい網。一人用さで網はラケット型でカヌーを使用
する。二人用さで網は長方形で魚を獲る部分の網が大
きなポケット状になっている。両方のさで網ともに、カダヤ
シかマダガスカルレインボーフィッシュ（トウゴロイワシ目）
を対象としている。実際にはティラピアの稚魚もこの方法
で頻繁に漁獲されている。
カダヤシ
Gambusia
holbrooki 、マダ
ガスカルレイン
ボーフィッシュ
Rheocles
alaotrensis を対
象としたもののみ
合法
釣り Lohamandry
2mの葦の茎に0.5mmの釣り糸が取り付けられている。釣
り糸の長さは1m程度。釣り糸の先に釣り針が取り付けら
れ、虫や蛙などが餌に使われる。湿地帯で行われる。 合法
rod&bubble Jinjira
2～３mの葦の茎を泥に刺し、泥中の泡が上昇するととも
にそこに生息していた魚を手で捕える。カヌーや水深の
浅い場所では出来ない。 違法
slap&bubble Mangodo
棒や葦で水面を叩き、泥の中に生息していた魚を驚か
せて、泥中から出てきたところを手で捕える。 違法
刺突漁 Leoka
棒に4つの矢じりが付いたやす魚を突いて捕える。刺網
に掛かった大型の魚や、泥中に隠れている魚に使われ
る。
泥にいた魚を捕
えた場合、違法
堤防
Dig
Saka
低水深の漁法。湿地帯の泥を掘るか、泥をかき回してタ
イワンドジョウChanna maculata を手で捕える。 違法
泥囲い漁
Mud enclosure
(Large)
Valatany
低水深の漁法。湿地帯の大きな範囲に泥の堤防を築
き、内側に魚を閉じ込める。堤防の入り口付近に籠が設
置され、徐々に水位が下がるとともに魚が籠の中に入る
仕組み。 違法
かいだし漁 Ridrano
低水深の漁法。湿地帯の小さな範囲に泥の堤防を築
き、内側に魚を閉じ込める。バケツで内側の水をすくい
出し、残された魚を手で捕える。 違法
Plant circle Tosika
湿地植物を湖の底部に張り渡し、円形の障壁を作る。植
物は水流の影響で転がり、それとともに小魚が植物の障
壁に巻き込まれたところを捕える。 違法
底曳網 Harato balle
二人用さで網と似るが、網目が大きく30㎜もしくは大人の
指二本分の大きさの網を使う。 違法
曳き網
Harato tarika/
Harato be
4～5人のチームで一つの網を曳く方法。網は通常、数
百メートルの長さで網の目合いは40㎜程度である。
網目が40㎜以上
であれば合法
大曳き網 Ramangaoka
曳き網を更に拡張したもので、8人もしくはそれ以上の人
数で網を引く。網の長さは1kmかそれ以上で、網の目合
いは10㎜と小さい。 違法
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表 5-4 ムララノ村で行われている漁法 
 
 
出所：現地調査により筆者作
種類 漁法名 マダガスカル語呼称
大型曳き網漁
アラト　べ
（Harato be）
小型曳き網漁
ダカダカ
（Dakadaka）
刺網漁
アラト　ファンチカ
（Harato fantsika）
投網漁
アラト　アチィピ
（Harato atsipy/Épervier（仏））
エビすくい網漁
シチャ　パッツァ
（Sitra patsa)
たも網漁
シチャ　ドゥングナ
（Sitra dongona)
すくい網漁
シチャ
（Sitra）
釣漁 竿釣り漁
マンジュヌ/フィンタナ
（Manjono/Fintana）
籠漁
ブブ
（Vovo）
突刺漁
レオカ
（Leoka）
棒たたき漁
ミサカ
（Misaka）
かいだし漁
リジャヌ/ゴンダ
（Ridrano/Gonda）
魚伏せ漁
ファニヒカ
（Fanihika）
採集的な漁
／その他
網漁
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第 6 章 事例分析のまとめと考察  
 
第 1 節 分析視角からの検討 
  
 本研究においては以下 2 つの分析視角を設けている。次項ではその視角からの考察
を行う。 
 
1-1 バリューチェーンを意識した水産開発の意義 
 
 水産物はそれを捕獲する漁業者にとって、彼ら自身の生命を維持する食料源である
とともに、生業としての収入源でもある。換金商品としての水産物の価値実現は、貨
幣経済が浸透した現代社会においては、水産物を通貨価値に置き換え第三者に販売す
ることである。水産物の価値実現に当たっては、いかに生産者の手からその需要を持
つ人の手に流通させるかが重要であり、その過程には流通構造が強く依存している。
水産業の経済的な位置付けを理解する上では流通構造の解明が必要であるが、開発途
上国では流通過程が多様で様々な経営規模の流通主体が存在し、それぞれの取引ネッ
トワークを構築している現状がある。その複雑な取引ネットワークに対応するために
培われた人々の柔軟性が流通実態の解明に困難さを与えている。そのため、具体的な
流通事例の知見を蓄積することは流通構造を把握する一助になると考える。  
 水産物流通の実態を分析し、流通の不効率性の課題に対処することは、貧困の危機
に陥りやすい社会環境にある伝統漁業者の収入を向上させるとともに地域産業が底上
げされ、経済循環を生み出すことができるのではないだろうか。水産物流通には、生
産地における貯蔵機能、生産地と消費地を結ぶ輸送機能、消費地における分配機能、
が成立することが重要であり、それぞれの要素が成立できなければ資源の恩恵を広域
に行き渡らせることは困難である。地域資源を有効に利用し、食料分配システムを評
価することは、人間の安全保障に繋がる緊急度の高い国家課題への解決に貢献できる
一手ともなる。  
 
1－2 地域の水産業が地域発展にいかに貢献できるか 
 
 水産物流通には、貯蔵機能、輸送機能、分配機能が成立することが重要であり、資
源と言う財を適切に配分することが求められる。水産物流通の実態を分析し、流通の
不効率性の課題に対処することは、流通に携わる人々や消費者への便益になるばかり
ではなく、貧困の危機に陥りやすい社会環境にある漁業者 1)、とりわけ零細な経営体
の伝統漁業に従事する漁業者への収入にもプラスの影響を及ぼすことができる。  
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第 2 節 マダガスカルの地域開発において配慮すべき課題 
 
2-1 地域開発を満たす 4 要件 
 
 地域開発は①経済部門、②社会開発部門、③基盤開発部門、④行政・制度部門の 4
部門が相互に作用しあうことで達成することができる 2)。特定の部門が突出して優れ
ていても、地域全体としての開発フローが循環することはできないだろう。経済の発
展、福祉の充実、環境との調和、内発的かつ参加型の開発の各要件が、均衡がとれた
形で動くことによって、軸が回転するように発展に向けた萌芽的活動が地域の中を巡
っていくことができる。  
 
2-2 社会関係資本（アフリカ・モラル・エコノミー）が内在する社会 
 
 1960 年～1970 年代の東南アジア、南アジアを舞台とする「緑の革命」は、穀物生
産量を向上させ、農村内部に革新的な発展をもたらし貧困削減への大きな原動力とな
った。アフリカ諸国においても同様に、様々な国際援助機関が第二の「緑の革命」を
実現しようとしているがその歩みは一進一退であり、アジアの成功モデルがアフリカ
では拒否されている。グローバリゼーションが世界中の隅々まで席巻し商品経済が浸
透する一方で、アフリカの農村社会近代化がなかなか進まない背景に、農村に存在す
る独特の経済メカニズムがあることが、研究者や援助関係者の間で認められるところ
である3)。「モラル・エコノミー」の概念は、それぞれの地域の固有の伝統と深く共鳴
した歴史的社会特性のことを指す。そして、アフリカに特徴的にみられる文化的な特
質を「アフリカ・モラル・エコノミー」と表現し、その実態メカニズムの解明が行わ
れている。この議論の中心にあるのがハイデン（Hyden、1980、1983、1987、2004）
4),5),6),7)の“情の経済論”である。“情の経済論”は、アフリカ農村部における発展に
対する停滞現象を説明するものとして提唱され、議論の出発点においては開発を阻む
ものとしての慣習的農民行動を明示化したものであった。しかしアフリカ開発の現場
においては、従来型の開発論の社会実装が困難であることを認識し、歴史的な生活規
範に支えられた慣習経済としてのモラル・エコノミーが持続的発展や内発的発展との
連動によって、アフリカ独自の開発への可能性が見出されている。アフリカ社会で伝
統的に醸成された共存の原理は、互酬性を規範としたもので、アフリカ社会の内発的
発展の規範として意味を持つだけではなく、先進社会の分解された共同性を取り戻す
視点ともなることを示唆している 8)。  
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第 3 節 マダガスカルの水産開発をとりまく課題 
 
3-1 課題 1：水産資源管理問題への速やかな取り組み 
 
 水産開発に取り組むうえで、水産資源管理は避けては通れない極めて重要な課題で
ある。水産資源を利用することで生業を維持する漁業者にとって、資源利用の持続性
を失うことは生計の獲得手段が脅かされることを意味する。代替可能な水産資源が漁
場に残っている場合には漁獲の対象を変更し漁獲行動を変容させることで生業を継続
することも可能であるが、その場しのぎの生存戦術ではいずれにせよ資源への負荷は
増大し、漁業者にとって好ましくない環境が作り出されてしまう。水産資源が自立再
生産特性を有しているとはいえ、漁業技術の革新や漁業者数の増加による資源利用圧
力が高まって行けば漁村社会の存続さえも危ぶまれる。漁場の外的拡張が可能な海面
漁業では代替資源への置き換えもある程度は可能であるが、内水面域では漁場が制限
されていることで事態はもっと深刻になる。漁獲圧力が増した水産資源は乱獲の状態
となり「共有の悲劇」へと陥ってしまう危険がある。  
 現在、世界的な課題として淡水域や海水域を問わず、いかに水産資源を適切に管理
しながら持続的な利用を実現させるかという漁業管理への取り組みが各国、各地域で
行われている。資源利用者による自主的な管理（ Community-based resource 
management）や、政府と地域住民による共同管理（Co-management）などの様々な
管理体制による管理機能メカニズムの理論的検証とその実践効果が議論され、効果的
な社会実装に向けた努力が続けられている。「責任ある漁業」は各国の水産業に対する
政策理念として、環境に配慮した持続可能な漁業の実施が世界共通の課題である。  
 現地での聞き取り調査では、海面漁業ならびに内水面漁業の両方で「以前に比べて
漁獲量が減った」と答える漁業者が殆どであった。特にアロチャマンゴロ県水産事務
所の報告 9)では、アロチャ湖の内水面漁業生産量は著しく減少している。この要因は
漁業者数の急増やアロチャ湖への土砂流入による水域面積の減少などの諸要因が関係
していると考えられるが、有効な資源管理策を導入しなければアロチャ湖の内水面漁
業は先細りすることが予測される。現在、アロチャ湖では 2 ヶ月の禁漁期が設定され
ているが、行政の監視体制が漁業現場まで行き届いておらず、漁業者にとっては拘束
力のない有名無実な規則となっているのが実態である。  
 一方、マダガスカル南西部では複数漁村が共同した禁漁区設定によってタコ資源を
回復し、同時に MSC認証を取得して新たなマーケット開拓を成功させた例 10)がある。
これらの活動は環境 NGO の働きかけによって、漁村開発の活動の一つとして展開し
ている。南西部海域は広大なサンゴ礁を有することから、環境と人間活動の調和を図
る環境 NGO による活動が活発に行われている。  
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 漁業は水産資源を捕獲することで成り立つ産業であり、資源の持続的な利用可能性
は漁業者の生計活動を安定させることと密接な関係にある。行政側は水産資源管理の
重要性を認識し禁漁期や禁漁区の導入を実施しているが、零細漁業者の理解が得られ
ていないケースが見られる。本来、漁業者の利益のための資源管理であるが、実際は
漁業者を苦しめるお役所の命令として受けとめられており、漁業者の間では嫌悪感を
もって語られている。科学的な正当性をもとに資源管理に対する必要性への理解を漁
業者に対して促すことが重要である。また、資源利用者である漁業者が積極的に関与
し、漁業者の生活基盤である漁村地域が一体となった資源管理への取り組みが求めら
れている。各地の文化慣習、歴史的な経験に基づいて培われた資源利用の伝統的な秩
序、地域社会の多様な関係性の上に成り立つ流通などの様々な要因に影響を与える水
産資源の健全な利用は、その地域の発展のあり方を規定する根幹的な課題である。地
域社会の自治的な取り組みが、効果的な資源管理を実践することができるのではない
かと考えられる。  
 
3-2 課題 2：行政機能の適切性 
 
 第 2 章および 3 章で先述した通り、マダガスカルは頻発する政治的対立によって不
安定な政権運営が経済成長を阻んできた。2008 年に勃発した軍事クーデターの原因は
政権争いによるもので、国際的に認められない暫定政府による国家統治が約 5 年にも
及び、この間マダガスカル国内の経済は停滞を余儀なくされた。2013 年に憲法手続き
に則った大統領選挙が行われたことで混乱は収束し、新たな内閣が発足している。ほ
ぼ 10 年周期で繰り返す政治的な混乱は、マダガスカルの内政を不安定なものにして
いる。発展途上国ではおしなべて行政能力の不足や腐敗が指摘されるが、マダガスカ
ルでも同様の問題を抱える。マダガスカル水産資源漁業省では、各 22 県に県水産事
務所を配置しているが予算措置や人員割当てが現地のニーズに沿って十分には行われ
ているとは言い難い。県水産事務所の職員は漁業者及び漁船登録管理、流通許可、漁
業監視、各種申請手続きなど県内の水産業に関する幅広い業務を管轄するが、業務量
に見合った人員が配置されていない県や漁業現場監視のための移動手段や費用が充当
されない県が殆どである。漁具規制や漁期規制が形骸化し、資源管理に対する漁業者
からの理解が得られていない背景には、行政側の働きかけが少ないことが原因の一つ
である。規制を設けただけでは不十分であり、実効性をもたせる監視体制が伴わなけ
れば規制の効果は期待できない。  
 国際援助機関の開発プロジェクトにおいては、マダガスカル政府の関係省庁がカウ
ンターパートとなり共同実施が前提となる。開発プロジェクトは相手国政府の国家開
発計画の実現を支援するものであり、開発プロジェクトのオーナーシップは相手国側
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にあるのが基本である。水産開発プロジェクトにおいてはマダガスカル国水産資源漁
業省がカウンターパートになり管理を担う立場にある。開発プロジェクトの運営には
現地人材が水産開発へのイニシアティブをとり、計画立案や合意形成などの重要な舵
取りを行うことで内発性を促すことができる。プロジェクトの効果を効率的かつ持続
的に発現させるためには、地域に根付いている現地人材を活用することがプロジェク
トの成功に影響を与えるだろう。行政能力を強化するとともに、将来に向けた人材育
成を行う必要がある。  
 
3-3 課題 3：伝統的な秩序意識（Dina-ディナ-）の存在 
 
 マダガスカルの各地域には“Dina-ディナ-”と呼称される村落や集団の決まりや掟
を指す伝統的な社会規範が存在する。マダガスカルは 1960 年までフランスの植民地
であったため、マダガスカルの法律はフランス民法の法的移植を受けている。Dina
はそれ以前からすでに成立しており、慣習的にマダガスカルの人びとの秩序を形成し
てきた。人びとは近代法である国家の法律よりも、伝統的な民衆の取り決めである
Dina に対してより強い共感性を抱いていると考えられる。それを示す具体例として、
マダガスカルは 19 世紀に支配していたイメリナ王国の村落制度であるフクヌルナ
（Fokonolona）制を基本概念にマダガスカル的社会主義を基本単位とした 11)。フクヌ
ルナ制を規範にした村落レベルの行政単位であるクフンターニ（Fokontany）制が現
在でも存続していることは、マダガスカル在来の村落組織や村落制度つまり Dina の
制御範囲と人びとの営みの親和性が高いことの一例を示している。 
 漁村社会における Dina には、共有資源をめぐる争いを解消する調和のメカニズム
がある12)。マダガスカル北部にあるヌシべ（Nosy Ve）島にある Dina には 1）魚を捕
る漁法として毒性のものを使ってはいけない、2）サンゴを採ってはいけない、3）サ
ンゴ礁を破壊するような漁法を行ってはいけない、4)イルカを捕獲してはいけない、
5)10 月と 11 月はウミガメを捕獲してはいけない、などの地元の規則が法律とは別に
存在し地域のルールとなっている 13)。 
 このような不文律の社会規範は、アフリカ・モラル・エコノミーの議論や伝統的な
生態学的知識（TEK）とも共鳴するものであり、その存在意義は地域社会の独自性を
保ち地域の尊厳にも通じるものであると考える。在来する無形の知識を地域開発の中
に活用し、その地域特有の社会関係資本をうまく活用する発展を目指すべきであろう。 
 
3-4 課題 4：日本の開発援助方針との整合性 
 
 1992 年に閣議にて決定され 2003 年及び 2013 年の 2 度の改定を経て策定された政
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府開発援助（ODA）大綱は日本の政府開発援助政策の根幹をなしてきた。そのなかで
国際協調主義を明確にし、開発途上国を資金や技術の提供相手というだけの“被援助
国”の立場ではなく、協働する対等なパートナーであると位置づけている。このよう
にアフリカ支援の重要性については、人間の安全保障の推進という人道上の側面とと
もに、アフリカが有する資源開発や市場開発の潜在的可能性に各先進諸国が注目して
いる。アフリカは先端産業に不可欠なレアメタルや石油の埋蔵量が多く、エネルギー
資源の乏しい日本にとってアフリカを経済発展の協働パートナーとして位置づけるこ
とは、日本のエネルギー戦略上重要な問題である。また、2002 年に設立したアフリカ
連合（AU）14)は「アフリカの統一と団結」の考えの下、国連総会や国際会議の場にお
いて加盟する 55 ヵ国がまとまった投票行動をとる傾向がある。国際社会の約 3 割の
数を占めるアフリカ諸国の動向は、国際捕鯨員会（IWC）や CITES 締約国会議にお
いて議論を有利に進めたい日本にとってはアフリカ諸国との友好的な関係構築が日本
の利益のために重要なのである 15)。さらに、世界規模の問題解決に向けて日本が積極
的に取り組む姿勢は、主導的な立場を国際社会に対してアピールし日本の存在感や発
言力を高める期待もある。  
 日本が開発支援を実施する上での重要課題として、以下の 3 点が掲げられている。 
 
(ア)  「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅  
(イ)  普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現  
(ウ)  地球規模課題への取り組みを通じた持続可能で強靭な国際社会の構築  
  
 本論の第 3 章で行ったマダガスカルの水産政策の内容分析で取り上げた「農畜水産
セクタープログラム（PSAEP）」では、上位目標として経済成長と貧困削減の実現を
目指している。マダガスカルの PSAEP で設定された上位目標と、日本の ODA 大綱
にある重要課題 (ア )とは合致するものであり、マダガスカルに対する水産分野の支援
の整合性は認められるところである。  
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職業に比べて非常に高い。INSTAT（2011）“Enquête périodique auprés des ménages 
2010” , pp.232.  
2) 長峯晴夫（1985）『第三世界の地域開発－その思想と方法』，名古屋大学出版会，
pp.85-102．  
3) 杉村和彦（2007）「アフリカ・モラル・エコノミーの現代的視角－序章  今日的課題
をめぐって（特集：アフリカ・モラル・エコノミーの現代的視角）」『アフリカ研究』
第 70 号，pp.27-34．pp.27．  
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Uncaptured Peasantry, London, Heinemann.  
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Development in Africa” , Tanzanian Journal of Population Studies and 
Development, 11(2), pp.1-20. 
8) 村杉（2007）「前掲書、pp.32」  
9) Le direction Régional de la Pêches et des Ressources Halieutiques  Alaotra Mangoro
（2011）“Les Pressions Liees a la Baisse de Production du lac Alaotra selon la 
DRRPH AlMan”  
10) Marin Stewardship Council(2013)“Madagascar Octopus Fisheries” , Net gains: 
Marine Stewardship Council and Developing World Fisheries, pp.6.  
11) 深澤秀夫（2014）「マダガスカル北西部における法と取り決めの節合面をめぐる共同性
の社会人類学的研究」，科学研究費助成事業研究成果報告書．  
12) Rakotoson, L. R., & Tanner, K. (2006) “Community-based governance of coastal 
zone and marine resources in Madagascar.” Ocean & Coastal Management, 49(11), 
855-872. 
13) Rakotoson, L. R., & Tanner, K. (2006)「前掲書 11」，pp.866．  
14) アフリカ連合（AU: African Union）は 2002 年 7 月に「アフリカ統一機構（OAU）」
（1963 年設立）から発展改組されて発足し、本部をエチオピアのアディス・アベバに
置く。アフリカ 55 ヵ国が加盟する地域機関であり、アフリカ地域統合・協力の中核と
して存在感を示す。  
15) 外務省ホームページ「よくある質問集アフリカ」参照。
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/comment/faq/area/africa.html：2017 年 8 月 1 日閲覧）。 
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第 7 章 総合考察 
 
第 1 節 開発途上国への水産開発における提言に向けて 
 
 1990 年代を通じて市場経済化を軸とした急速なグローバル化が進み市場が国際的
に解放されたことで、経済成長こそが発展の指標として認識され、世界は経済至上主
義に傾倒していった。世界規模で資源が流動化することにより世界経済が包摂され、
先進国や新興国ではグローバル化の波を経済成長の機会として捉えることができた。
一方、開発途上国は経済活動のボーダレス化によって競争が激化する国際市場におい
て、市場競争に打ち勝つほどの開発資本力はなく、さらに多国籍企業による開発途上
国の天然資源の不当な搾取などの問題が生じることになった。このようにグローバル
化による恩恵を享受する先進国や新興国がある一方で、恩恵を享受できない開発途上
国の間の経済格差は顕在化する事態となり、新たな形で南北問題が先鋭化している。 
 市場経済の浸透はアフリカの漁村社会にも徐々に影響を及ぼしており、零細な漁業
者や漁業者を取り巻く商人たちの市場原理に即した行動変容を起こしている（今井、
2015；稲井、2015）1)。近年になり市場経済の中を生き抜こうとする漁民社会を取り
巻く人々の適応戦略が報告される一方で、かねてより漁村は外部社会の影響を多分に
受けてきたとする見方もある。マダガスカル南西部の漁撈民ヴェズ（Vezo）に関する
生態人類学的研究を行った飯田（2008）2)は、1990 年代以降の明確なグローバル化に
先立って、マダガスカルの漁村がすでに外部との関わりを持ってきた理由として、第
一に漁具やその素材が遠くの工場で開発・製造され、各地の漁撈社会で受け入れられ
るよう洗練されてきたこと、第二に漁獲物が外部の市場で流通するということをあげ
ている。とりわけ漁村社会における外部からの影響は、漁撈技術や漁獲物流通の分野
で顕著にみられてきたと指摘する。 
 漁村社会の生産物である魚介類はそれ自体が主食にはならないため、貨幣との交換
を目的とする商品生産を前提としている（北窓、2013）3)。漁獲した魚介類を生産地
から需要地へ流通させ、貨幣取引を通じて現金化することが命題であり、その一連の
流通過程は市場経済と深く結びつく性質がある。さらに、魚介類は穀物などの農産物
に比べて短時間に腐敗してしまう商品特性をもつ。腐敗による商品価値の損失を防ぐ
ために、いかに迅速に流通させるか、また加工処理を施し保存性を高めたうえでいか
に需要のある地域へ流通させるかが課題となる4)。特に交通インフラ整備の遅れたア
フリカ地域では、流通を実現するサプライチェーンの問題に取り組むことは、開発途
上諸国が抱える食料安全保障や貧困削減などの緊急課題の解決に寄与するものである
と考える。 
 先述した通り、世界規模での自由主義経済が席巻したことで、先進諸国と途上諸国
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の間には富の偏在による経済格差が先鋭化している。国際社会において生じる多国間
の経済格差の是正に対し、日本をはじめとする先進国は、国際協調主義に基づく平和
主義の精神の下、積極的に課題解決に向けた取り組みを実施する責任があるだろう。 
 本研究は開発途上国において水産業の振興が地域開発に果たす役割について、「流通」
の視点から検討することを目的とした。その調査事例地としてマダガスカルの 3 地域
（ブエニ県、アチム・アンジェファナ県・アロチャマンゴロ県）で現地調査を行った。
日本はマダガスカル海域をエビやマグロ資源の優良な漁場として民間資本の投入によ
る漁業開拓を行うとともに、マダガスカルの水産業振興を目的とした日本の政府開発
資金を投入してきた。マダガスカルが宗主国から独立した間もない時期から開始され
たこれらの経済協力は、マダガスカルの水産業基盤整備に先駆的に寄与してきた。2
ヶ所の調査地域においては、日本の水産無償資金協力によって 1990 年および 2000
年に流通施設整備事業が実施され、冷蔵庫や冷凍庫、製氷機などの水産物の広域流通
を可能とする施設が供与されている。このような開発援助は地域に大きなインパクト
をもたらし、新たな地域産業を形成する要因ともなる。開発援助の裨益がより効果的
に発現する援助アプローチを検討することは、援助相手国のみならず、アフリカの自
立的発展を促す国際協力を重視し協働する社会を目指す日本5)の双方にとって有益な
ものである。  
 次節では、上述した問題の背景と視座にたち、開発途上国における水産開発で考慮
すべき視点を提案する。  
 
第 2 節 開発途上国における水産開発で考慮すべき視点 
 
2-1 サプライチェーンを重視した経済活動としての水産開発支援 
－流通主体間の関係性の把握を踏まえて－ 
 
 市場経済が社会の隅々にまで浸透し、外部地域との関わりがより簡便で不可欠とな
った現在、生存漁業の意味合いの強かった零細漁業は商業的漁業へのシフトが起こっ
ている。漁獲物や水産加工品は貨幣経済の中での価値実現が目的の商品生産となった。
このように漁村社会は市場とのつながりがより密接になり、需要と供給の橋渡しをす
る流通のあり方は商品の価値実現を左右する極めて重要な要素である。 
 JICA が 2010 年に示した水産分野の課題別指針では水産資源の持続可能な利用（ワ
イズユース）と活力ある漁村振興を戦略として、漁村社会で営まれる多様な活動に目
を向け、包括的な漁村開発を支援する方向にある。特に、粗放的な内水面養殖普及や
漁業の代替収入を目的とした海面養殖技術支援のプロジェクトは、総合的な地域開発
プロジェクトの中に組み込まれ、保健衛生や生活改善などとともに一つのコンポーネ
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ントとして構成されるようになった。このように人々の生活空間である地域社会に目
を向けた支援が実施されるようになり、他者や他地域との関連の中で成立する経済活
動を考えることが地域開発の実現には必要なのである。アフリカ地域への開発支援に
おいて経済活動を重視した開発プロジェクトは農業分野で先行して実施している。生
産物の“販売”を目的とした“計画的生産”“商品開発”“販路開拓”を生産者が自立
的かつ戦略的に行うことが出来るようなプロジェクトが実施されており、その流れは
水産分野の開発プロジェクトにも取り入れらえている。  
このように経済的利益を追求する市場経済の中で、サプライチェーンを意識した開
発プロジェクトは必要不可欠である。先行研究やマダガスカルの調査事例から示され
る通り、開発途上国の水産物流通の構造は主体間の柔軟なネットワーク形成によって
複雑な関係性を含んでいる。漁業者と商人・仲買人との間に存在する互酬的な関係や
パトロン・クライアント関係、信頼のうえに築かれた固定的な取引関係を確認するこ
とができ、この社会現象の説明にはアフリカ・モラル・エコノミーで展開される議論
と共鳴する。サプライチェーンを意識した開発の根源的な要素は、流通主体間で築か
れた関係性を理解することにある。ミクロな世界で構築された関係性の一つ一つを詳
細に把握することは非常に難しいが、地域社会を舞台に形成された紐帯のあり方を大
枠で理解することは流通メカニズムの解明には重要な視点であると考える。  
 
2-2 地域開発を通じた水産資源管理 
 
 水産資源の「自立再生産性」と「無主物」という資源特性を背景に、水産業の発展
は資源の減少や枯渇の危険を孕んでいる6)。消費財として利用される水産資源をいか
に適切に管理し、持続的な利用を実現させるかが世界的な課題となっており、環境や
次世代に配慮した「責任ある漁業」の実行が各国に期待されている。しかし、水産資
源の管理と保全をめぐる実効性のある提案が十分になされてこなかった背景には、地
域社会における共有資源をめぐる取り組みに関する理解が十分に醸成されてこなかっ
たからだと指摘する。「共有の悲劇」に陥った例は世界各地にみられるが、その反面、
地域に特有の伝統的な利用慣行や利用のルールが、共有資源の適切な利用に貢献して
いる例も報告されている（秋道、2013）7)。漁業技術や資本の制約を受けて漁場の外
的拡大が制限され、限られた漁場の中、政策的な管理枠組みがない、もしくは実効性
がない無秩序な漁業操業が行われた結果引き起こされる水産資源の枯渇は、開発途上
国の漁業者にとって死活問題となる。 
 水産開発に取り組むうえで、資源管理に関する問題は避けて通ることが出来ない。
共有資源研究は「共同体に根ざした管理」の成功例を取り上げて比較研究をおこない、
水産資源保全と管理を行ううえで整えるべき条件を明らかにしてきた（飯田、2008）
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8)。零細漁民は減少した資源を別の資源で代替し、新たな漁業技術や漁場開拓を行っ
て、伝統的に蓄積された自らの知識を活用しながら代替された資源に自らの技術や捕
獲行動を適応させる形で生計を維持させてきた。これを可能としてきたのは、漁場が
備えていた資産の規模が大きかったからである。抜本的改革に依らず、いくつかの選
択肢の中から代替策を選び状況を変えていこうとする生計戦略は「どうにかこうにか
やり抜く戦略（muddling-through strategy）」ないし、「ぐずぐずして貫徹しない戦
略（ still muddling, not yet through ）」として評価されるようになっている
（McCay,2002）9)。このような資源管理のやり方は、これまで目標設定が曖昧という
理由であまり注目されることが無かったが、改革にまつわる多大なコストや、様々な
リスクを回避する柔軟な適応力を備えているという長所をもつ（飯田、2008）10)。 
 共有の対象である水産資源の実効性を伴った管理を実現させるためには、その水産
資源を漁獲してきた漁業者だけでなく、加工業者や仲買人などの中間流通の立場で関
係する人々とも資源に対する危機感を共有し、管理の必要性に同調する考えでなけれ
ばならない。資源管理の対象となる水産物が形成している社会関係を一つの共同体の
単位として、問題の解決に取り組むことが重要だと考える。また、資源管理の導入に
当たっては漁村地域の住民に行動変容を要求することになる。禁漁期が設定されれば、
従来その期間で得ていた漁業収入を別の生業で補てんしなければならなくなる。また
漁具規制が導入されれば、新たな漁具を調達する資金が必要になったり、従来得られ
ていた漁獲量よりも減ってしまったりする可能性もある。それらのマイナスの影響を
補うには、その地域に新たな雇用を創出したり、マイクロクレジット制度を整備する
などの地域単位での開発によってカバーする必要がある。こうした点において、実効
性のある水産資源管理の実現は地域開発の中で展開することが有効な手段であると考
える。 
 
2-3 社会関係資本を活かした漁村開発 
 
 従来、開発途上国に対して援助国が実施していた政府トップダウン型の援助アプロ
ーチは、途上国の人々が思う理想的な発展の形とは矛盾するものであり、援助のあり
方についての再検討が迫られた。様々な歴史的教訓によって、地域の行政的・経済的
自立と文化的独立性を追求 11)しながら、地域の自治によって社会の発展を目指す地域
主義の思考に基づいた内発的な働きかけによる開発 12)が新しい援助アプローチとし
て試みられている。開発援助実施者側の役割は、途上国の人々の自立性を促すような
参加型で民主的体制の構築を支援し、地域に内在する人的および物的資源の潜在性を
現地の人びとと共に認識していくことを通じて、地域発展に向けた萌芽的な活動を支
援することであると考える。 
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 1960～70 年代にかけてアジア諸国の発展に大きな貢献を果たした「緑の革命」で
あるが、アフリカにおいてその効果を結実することは出来なかった。アフリカが「緑
の革命」を受け入れられなかった根底にあるのは、ゴラン・ハイデンが説いた「情の
経済論」というアフリカ社会が持つ文化的特質の存在、つまりモラル・エコノミー論
によって説明されている13)。アフリカ各地域の社会的特性に支えられた固有の伝統と
深く連鎖し、独自の社会メカニズムを意味するアフリカ・モラル・エコノミーは、ア
フリカの独特な地域性を形作る基礎的な価値観なのだろう。アフリカ・モラル・エコ
ノミーは経済的合理性だけではその存在意味を説明することはできない。むしろ、生
命再生産を確保するための生活合理性の多様な形を土台とした社会システムなのであ
る14)。 
 第 6 章で先述したとおり、マダガスカルの地域社会にも “Dina－ディナ－”と呼
ばれる伝統的な社会規範が存在する。Dina は民衆の取り決めとしてマダガスカルの人
びとに秩序意識を与え、その存在は高い共感性を抱かれている。世界各地には Dina
に類似するような地域の伝統的な取り決めや決まり事を示す社会規範が存在する。人
類学では“伝統的な生態学的知識（TEK）”として、その存在の社会合理性が説明さ
れている。先人たちが環境や社会との調和を図りながら脈々と培ってきた知識の集合
体は、変化に適応する自在性を兼ね備えていた。しかしこれらの社会規範は口承によ
って受け継がれる場合が多く、無形の伝統として、その存在が開発現場では影を潜め
てしまうことが多い。地域主義による内発的発展を実現するには、このような伝統的
に蓄積された知識の集合体を開発の中に取り入れて、活かすことが必要になるのでは
ないだろうか。こうした無形の地域資源を掘り起こすためには、開発学の視点だけで
はなく、生態人類学の関心から地域社会を捉えることが重要となる。そのためには、
外部の人間では見えにくい発見を内部から聞き取ることも可能であるし、外部の人間
が長期間にわたって地域の社会構造を観察することでもその一端を発見することが出
来るだろう。最も好ましいのは、外部の視点と内部の視点を掛け合わせることであり、
開発実施者（外部の視点）が社会人類学的関心を持ち、現地の人材（内部の視点）と
の協働によって支援が実施される体制を整えることであると考える。そして外部者と
して関わる開発実施者は、開発対象となる地域に対する関心と感受性を備える心構え
が大切である15)。  
 
2-4 漁村社会を対象にした中長期的な水産開発支援 
 
 従来の水産開発は漁業生産能力の強化が主たる目的であり、漁具の近代化や施設整
備などのハード面の支援が数多く行われてきた。日本が開発途上国に対して実施する
水産協力とは、相手国の水産業の発展に貢献するとともに、日本の漁業権益や相手国
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との特恵的関係の構築を図る意図を併せ持っていた。現在、水産協力の援助指針はソ
フト面開発に移行している。持続可能な開発をスローガンとして、自然環境の保全や
水産資源の更新性に配慮し、地域住民の自律的な発展を目指している。これまでの技
術開発では支援の対象者が漁業者あるいは水産業関係者に限定されていたが、漁村地
域を対象とした社会開発では支援の対象がより広範囲に拡大される。つまり、これか
らの水産開発とは地域全体の発展を考慮しながら、他の産業との関連や社会環境など
の適切なバランスの中で取り組む必要がある。 
 従来の技術開発偏重型の水産協力では、その支援内容からある程度の資金投入が必
要だった。その分、短期間でも支援の効果が発現しやすい。しかし、社会開発型の水
産協力では、地域の内発性を引き出すことが重要であり、そのためには短期間の支援
では十分な成果をあげることは難しいだろう。少なくても 5 年以上の支援、つまり中
長期的な案件形成が必要であると考える。現在、JICA による技術協力プロジェクト
の多くは実施期間が 3～5 年で計画されている。例えば、最短の 3 年間で漁村開発プ
ロジェクトを実施する場合、現地のニーズを拾い上げ、地域の社会状況や地域資源を
把握し、開発に向けた新たな行動変容を促すには 3 年の期間では不十分であろう。場
合によっては、開発実施者が描いたストーリーを地域に押し付け、地域資源が活かさ
れることもなく、内発的発展とは逆行する開発が行われてしまう危険がある。途上国
開発の実施者として負の開発に陥らないためには、中長期的な案件を形成し途上国と
長く関わる続ける支援が必要ではないだろうか。 
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Date: 20 ／ ／ Time: ：
Place: Commune Interviewer:
FKT
Q1. GENERAL INFORMATION
1-1. Name of fisherman
1-2. Gender
1-4. Number of people currently living in household
Total people(s)
Adults (over 20 years) Men Women
Youth (15-19 years) Boy Girl
Children (under 14 years)
1-5. Years lived in this village years
   ・If less than 5 years, where did you live before?
   ・Why did you move to this village?
1-6. What's your latest education background?
Ecole élémentaire / Collège / Lycée / Université / Other (                          )
Q2. FISHING ACTIVITY
2-1. How many years of fishing experience? year(s)
2-2. Why did you become a fisherman?
2-3. Fishing frequency
per day per week per month per year
2-4. What's time do you usually go to fishing? :
2-5. What's time do you usually gack from fishing? :
2-6. Fishing equipment owned
Ar Length Diameter Mesh
Ar Length Diameter Mesh
Ar Mesh
Ar Diameter Mesh
Ar
Ar Length Diameter
Trap
Gill net
Cast net
Dip net
Other method
Canoe
QUESTIONNAIRE
Male   /   Female 1-3. Age
Number Cost Size
資料 1－1 
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2-7. Seasonal calender
Please fill in your seasonal calender
* If you have a side job such as agriculture, other business…etc, please also fill in situation of side job.
Jan. Fév. Mars. Avril. May Juin Juillet Août Sept. Oct. Nov. Dec.
Fishing activity
Agriculture activity
Other activity
2-8. Where is your fishing ground?
2-9. How far is the fishing ground from your house?
2-10. How much fish catch do you get per once time fishing? kg
    ・From once time catch, how much kg do you sell? kg
    ・From once time catch, hou much kg do you bring back to home? kg
          /on foot / by bicycle
資料 1－2 
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Q3. CO-WORKER
3-1. Do you have somebody who go fishing with you? □Yes □No → 3-3
If yes,
  3-2. If yes, How many people do go fishing? people(s)
  3-3. What kind of relationship with co-worker(s)?
Family (                             )  /  neighborhood  /  Employer  /  Employee  /  other (                                )
3-3. If you are employer, how do you pay the salary to employee?
3-3. If you are employee, how do you get the salary from employer?
Q4. CAPTURED AND SELL
4-1.What kind of fish species do you catch, fishing area, fishing method, sell to whom and price?
4-2.What kind of relationship between you and middleman?
4-3.How to contact to middleman when you want to sell the fishes caught?
Fish name Fishing area fishing method Sell to whom price
資料 1－3 
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4-4.Do you receive a financial assistance for fishing operation from someone?
□Yes □No → Q5
If yes,
 4-5.Who do you receive a financial assistance from?
 4-6.How do you pay a financial assistance back?
4-7. Do you process the fish which you've caught? □Yes □No → Q5
If yes,
4-8. What kind of processed food do you make?
Q5. INCOME AND EXPENSE
5-1.How much is your household income? Ar per week / month
5-2.How much is your fishing income? Ar per week / month
5-3.How much is other income? Ar per week / month
         ( Agriculture / Livestock / other:                                                                    )
5-4.How much is your household expense? Ar per week / month
5-5.How much are fishing expenses per once operation? Ar
5-6.What kind of fishing expenses and cost?
Ar Ar
Ar Ar
Ar Ar
Ar Ar
Thank you very much !!
Item Cost Item Cost
資料 1－4 
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【水産物の国内サプライチェーンの様子】  
 
 
1：漁業者から買い付けをする仲買人（左）
（ 2012/11 /21撮影；マジュンガ）  
2：生産地にある公設魚市場
（ 2017/03 /07撮影：トゥリアラ）  
  
3：マジュンガ水産物流通センター
（ 2012/05 /04撮影；マジュンガ）  
4：大規模仲買人のトラックから商品
を受け取る小売人（ 2012/11 /30撮
影；アンタナナリボ）  
  
5：首都にある公設魚市場（ 2012/04 /20撮
影；アンタナナリボ）  
6：首都のスーパーマーケットの鮮魚
売り場（ 2012/04 /22撮影；アンタ
ナナリボ）  
資料 2－1 
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【水産業に関係する各種制度書類】  
 
 
 
7： 漁船登録プレート（ 2017/02 /28撮影；
トゥリアラ）  
 
8：漁業者証（ 2013/09/02撮影；マジュン
ガ）  
9：水産物集荷許可証  （左）海産魚介
類用（右）淡水産魚介類用
（ 2013/09 /02撮影；マジュンガ）  
  
10：仲買人許可証（ 2013/09 /02撮影；マジ
ュンガ）  
11：水産物県外出荷票（ 2013/09 /10撮影；
マジュンガ）  
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【沿岸漁村の様子】  
 
 
12：マングローブに囲まれた係船場
（ 2012/05 /04撮影；マジュンガ）  
13：伝統漁業者が使用するシングルアウ
トリガー船（ 2017/02 /28撮影；トゥリ
アラ）  
 
 
14：手製のイカ釣り漁具（ 2017/03 /10撮
影；トゥリアラ）  
 
15：はえ縄漁具（ 2013/09 /06撮影；マ
ジュンガ）  
16：燻製魚の加工の様子（ 2012/11 /20撮
影；マジュンガ）  
 
資料 2－3 
138 
 
【内陸漁村の様子】  
  
17：アロチャ湖で使用される単胴船
（ 2015/09 /15撮影；ムララノ）  
18：大型曳き網漁の操業の様子
（ 2015/10 /21撮影；ムララノ）  
  
19：エビすくい網漁（ 2015/09 /28撮影；
ムララノ）   
20：かぶせ篭漁（ 2015/11 /16撮影；ムラ
ラノ）  
  
21：刺突漁（ 2015/09 /29撮影；ムララノ） 22：ティラピアの燻製加工（ 2015/09 /15
撮影；ムララノ）  
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